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（はじめに）

令和７年の新春を迎え、謹んで新年のご挨拶を申し上げます。本年も何と
ぞよろしくお願い申し上げます。

厚生労働大臣に就任し、約３か月が経ちました。この間、国民の皆様の安
全・安心の確保に万全を期すことにより経済活動の安定に資するよう努力し
てまいりました。引き続き、私自身が先頭に立ち、厚生労働省一体となって
様々な課題に全力で取り組んでまいります。

（災害への対応）
昨年１月の能登半島地震の発生から１年となります。その後の大雨なども

含め、改めましてお亡くなりになられた方々にお悔やみを申し上げますとと
もに、被災された皆様に心よりお見舞い申し上げます。被災された皆様が一
日も早く安全・安心な生活を取り戻すことができるよう、雇用対策や被災者
の見守り、心のケア等に引き続き全力で取り組んでまいります。また、近年
様々な災害が全国各地で発生している中、自然災害から国民生活を守ること
ができるよう、保健・医療・福祉の体制や支援の強化等に取り組みます。

（医療介護分野の賃金対応等）
足元の人材確保への対応として、令和６年度報酬改定において講じた医療・

介護・障害福祉分野の職員の処遇を改善するための措置を確実に届け、現場
で働いている方々にその効果を実感いただけるようにしていくとともに、更
なる賃上げを図るための支援を行ってまいります。

また、介護分野については、ICT等を活用した生産性向上の取組を強力に
推進し、サービスの質の向上や職場環境改善を図るとともに、訪問介護の提
供体制の確保や、介護人材の確保・育成・定着に向けた取組を支援してまい
ります。

（持続的な賃上げ）
持続的・構造的な賃上げを実現するため、引き続き、三位一体の労働市場

改革を進めつつ、最低賃金については、2020年代に全国平均1,500円という
高い目標に向かって、たゆまぬ努力を続けます。中小企業等が賃上げしやす
い環境整備に向け、関係省庁と連携し、生産性向上支援や価格転嫁対策の徹
底等に取り組んでまいります。

（年収の壁、年金制度改革）
いわゆる「年収の壁」を意識せずに働くことができる環境づくりのため、「年

収の壁・支援強化パッケージ」について、申請書類の簡素化、審査の迅速化、
ワンストップ相談体制の整備によって、社会保険の対象となる短時間労働者
の方々をきめ細かく支援してまいります。

また、公的年金制度については、昨年12月の社会保障審議会年金部会等の
取りまとめに基づき、働き方に中立な制度とする観点や、年金の所得保障機
能、所得再分配機能の強化を図る観点から、制度の見直しに取り組むととも
に、高齢期に向けた資産形成を支援し、多様な働き方やライフコースに対応
する観点から、私的年金制度の見直しにも取り組んでまいります。

（全世代型社会保障制度の構築）
本格的な少子高齢化・人口減少という時代の大きな変革期にあっても、国

民お一人おひとりが安心して生活できる社会保障制度を構築し、しっかりと
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次代に引き継いでいくため、能力に応じて皆が支え合う、全世代型社会保障を構築していくことが
重要です。高額療養費制度については、高齢化や高額薬剤の普及等によりその総額は年々増加して
おり、結果として現役世代を中心とした保険料が増加してきました。そのため、現役世代をはじめ
とする社会保険料負担の軽減を図るとともに、セーフティネットとしての役割を今後も維持してい
く観点から見直しを行うほか、令和５年末に閣議決定した「改革工程」に掲げられた他の項目につ
いても、必要な保障が欠けることがないよう十分配慮しながら、検討を行ってまいります。

（マイナ保険証、医療・介護DX、地域医療構想）
マイナ保険証は、医療DXの基盤として国民の皆様が健康・医療情報に基づいたより良い医療を受

けることを可能にするものです。先月からマイナ保険証を基本とする仕組みへと移行したところで
すが、最長１年間、発行済みの保険証を使い続けられることや、マイナ保険証をお持ちでない方に
対して申請によらず保険者から資格確認書を交付するなど、引き続き、すべての方が安心して保険
診療を受けられる環境整備に取り組んでまいります。

医療DXの実現に向けて、医療介護全般にわたる情報を共有できる「全国医療情報プラットフォー
ム」を創設するとともに、マイナポータルを活用し公的な健診情報をご自身で把握することが可能
となるよう取組を進めます。また、創薬や医療機器の研究開発等に資する医療等情報の二次利用の
推進や、社会保険診療報酬支払基金を医療DXに関するシステムの開発・運用主体として抜本的に改
組することなどについて検討を進めるとともに、医療機関等におけるサイバーセキュリティ対策に
万全を期してまいります。国民の皆様が安心してオンライン診療を受けられるよう、その適切な実
施と推進のための方策について検討を進めてまいります。

2040年頃を見据え、医療・介護の複合ニーズを抱える高齢者の増加や現役世代の減少などに対応
できるよう、入院のみならず、かかりつけ医機能や在宅医療、医療・介護連携等を含め、医療提供
体制全体をカバーする新たな地域医療構想の策定に向けた検討を進めてまいります。

また、医師偏在については、昨年末に策定した総合的な対策のパッケージに基づく取組を順次行
うこととしており、先行して、医師不足の地域で承継又は開業する診療所への支援やリカレント教育、
医師不足区域の医療機関とのマッチング支援等に取り組みます。

（創薬・医薬品安定供給）
医薬品産業を成長産業と位置付け、政府をあげて、日本を「創薬の地」とするための支援を行い

ます。優れた創薬シーズを基にしたスタートアップの創出を促進するため民間投資を呼び込む体制
を強化するほか、創薬クラスターの発展支援によって、革新的医薬品の研究開発を加速する環境を
整えます。あわせてドラッグ・ロスの解消に向けて、未承認薬のうち我が国に必要性の高い医薬品
を優先して対応し、企業における開発が進むように戦略的に対応するための取組を進めてまいりま
す。

また、後発医薬品の安定供給については、少量多品目生産の非効率な生産体制の解消に向け、計
画的に生産性向上に取り組む企業を支援するため、後発医薬品供給支援基金を造成します。この際、
企業間の連携・協力・再編を強力に後押しするために企業の取組を認定する枠組みを法的に整備す
るとともに、薬事・薬価面での対応についても、検討を深めてまいります。

（多様な人材の活躍促進、職場環境改善）
職場における女性活躍を推進するため、男女間の賃金差異に関する情報公表の義務を従業員101人

以上の企業に拡大することについて検討するとともに、いわゆるカスタマーハラスメントや就職活
動中の学生等に対するセクシュアルハラスメントといった職場におけるハラスメント対策の強化に
ついて検討を進めてまいります。

年齢にかかわらず働くことができる社会の実現に向けて、70歳までの就業機会の確保に取り組む
とともに、外国人労働者に対する就職支援の強化、働きやすい環境整備等に取り組んでまいります。
また、育成就労制度の円滑な施行に向け、出入国在留管理庁等と連携してまいります。

また、非正規雇用労働者の方々の正社員への転換や、同一労働同一賃金の更なる遵守徹底などに
よる処遇改善に取り組むとともに、いわゆる就職氷河期世代を含む中高年層の方々に対し、就労や
社会参加を支援してまいります。

多様な人材が安心して働き続けられる環境を整備するため、個人事業者や高年齢労働者の安全衛
生対策の推進、ストレスチェック制度等のメンタルヘルス対策の強化等を進めてまいります。働く
人の意識や働き方の多様化を踏まえつつ、今後の労働基準関係法制の見直し等に向け、検討を進め
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てまいります。
仕事と育児・介護の両立に向けた環境の整備、安心して副業・兼業に取り組むことができる環境

の整備、テレワークの普及、フリーランスの方々が安心して働くことができる環境の整備を更に進
めてまいります。

（感染症対策）
新型コロナウイルス感染症については、地域の医療機関の連携などによる幅広い医療機関におけ

る患者受け入れ体制の整備、高齢者施設における医療機関との連携体制の確保、さらには、感染症
治療薬や対症療法薬の安定供給などに取り組んでまいります。あわせて新型コロナの罹患後症状、
いわゆる後遺症に悩む方々が、適切な医療を受けられる環境づくりを進めてまいります。

また、昨年10月より実施している65歳以上の方等の重症化予防を目的とした新型コロナワクチン
の定期接種については、引き続き、対象の方に対して接種を検討していただけるよう呼びかけると
ともに、ワクチン接種により健康被害が生じた方々については、予防接種法等に基づき迅速に救済
してまいります。本年４月から、帯状疱疹ワクチンを定期接種に位置づけるとともに、HPVワクチ
ンについてはキャッチアップ接種期間中に接種を希望したすべての対象者に接種機会を提供できる
よう、期間内に１回以上接種した方を対象として、１年間の経過措置を設けます。

さらに、科学的知見の基盤・拠点となる「国立健康危機管理研究機構」が本年４月に創設される
予定であり、昨年７月に閣議決定された新型インフルエンザ等対策政府行動計画を踏まえ、次なる
感染症危機に対して着実に備えてまいります。

（健康・公衆衛生対策）
国民の健康寿命の延伸を図るため、「健康日本21（第三次）」等を推進し、国民お一人おひとりが

健康意識を高めていただけるよう、予防・重症化予防・健康づくりに取り組みます。
女性の健康支援については、昨年10月に国立成育医療研究センターに設置された「女性の健康総

合センター」の取組を含め、総合的に推進してまいります。
臓器移植については、臓器提供者数の増加に対応していくために、臓器移植体制の抜本的見直し

などの取組を進めてまいります。
また、機能性表示食品を含むいわゆる健康食品による健康被害事案への対応等、食の安全の確保

に取り組んでまいります。
そのほか、がん対策、循環器病対策、難病対策、生活衛生関係営業の振興等についても取り組ん

でまいります。

（包括的な支援の取組）
地域共生社会の実現に向け、包括的な支援体制の整備や、成年後見制度の利用促進、身寄りのな

い高齢者等が抱える生活上の課題への対応などに取り組むとともに、改正生活困窮者自立支援法等
の円滑な施行に取り組みます。また、生活保護の生活扶助基準については社会経済情勢等を踏まえ
た対応を行ったところです。

さらに、第４次自殺総合対策大綱のもとで、どなたも自殺に追い込まれることのない社会の実現
に向け、関係省庁と連携し、自殺対策を強化します。昨年末に閣議決定された認知症施策推進基本
計画に則って、認知症になっても希望を持って暮らし続けることができるという「新しい認知症観」
に立ち、認知症施策に関する取組を推進し、共生社会の実現を目指します。

（戦没者・戦没者遺族の慰霊等の推進）
本年は、戦後80年を迎える節目の年となります。改めて弔慰の意を表すための戦没者等の遺族に

対する特別弔慰金の継続支給、戦没者遺児による洋上慰霊の実施、次世代への戦争に関する記憶の
継承を行う平和の語り部事業の拡充等に取り組みます。また、国の責務として可能な限り多くの御
遺骨を収容し、御遺族に早期にお渡しできるよう全力を尽くすほか中国残留邦人等に対する支援策
もきめ細かく実施してまいります。

そのほか、社会経済の変化に対応しつつ、厚生労働省に対する要請に適時・的確に応えることが
できるよう、山積する課題に果断に取り組んでまいります。

おわりに、本年が、国民の皆様お一人おひとりにとって、実り多き素晴らしい１年となりますよ
う心よりお祈り申し上げ、年頭に当たっての私の挨拶といたします。
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明けましておめでとうございます。令和７年の新春を迎えるに当たり、環
境行政の推進について所感の一端を申し述べ、新年の御挨拶に代えさせてい
ただきます。

大きな被害をもたらした令和６年能登半島地震から一年が経ちました。環
境省では、引き続き公費解体を推進し、災害廃棄物の適正かつ円滑・迅速な
処理を進めるとともに、能登半島の自然環境を活かしたツーリズムと地域づ
くりを推進し、早期の復旧・創造的復興に取り組んでまいります。

昨年末の国連気候変動枠組条約第29回締約国会議（COP29）では、私も
現地に赴き、多くの閣僚級会合に参加し、また精力的に二国間会談を行いま
した。最終的に、気候変動対策のための途上国向けの資金を2035年までに少
なくとも年間1.3兆ドルヘ拡大させるよう全てのアクターに求めることや、
2035年までに少なくとも年間3,000億ドルの途上国支援を行うことといった
新しい気候資金目標の決定、国際的に協力して削減対策等を実施するパリ協
定第６条の完全運用化など、具体的な成果が得られました。本年も引き続き、

「アジア・ゼロエミッション共同体」構想の実現を始めとするグローバル・
サウスとの関係強化や、プラスチック汚染に関する条約の策定に向けた議論
への貢献等の環境外交を前進させてまいります。

東日本大震災・原発事故からの復興・再生に向けては、ALPS処理水に係
る海域モニタリング、特定帰還居住区域の除染や家屋等の解体、福島県内の
除去土壌等の最終処分や再生利用、そして環境の視点から地域の強みを創造・
再発見する未来志向の取組を推進します。

資源循環と成長の好循環を目指す循環経済（サーキュラーエコノミー）へ
の移行に向けては、これを国家戦略として取り組む政策課題とし、再資源化
事業等高度化法の円滑な施行を進めるとともに、今後排出量増加が想定され
る太陽光パネルのリサイクル制度の構築に向けた検討等を進めます。

2050年温室効果ガス排出実質ゼロ（ネットゼロ）の実現に向けては、次期
削減目標の策定と、その裏付けとなる地球温暖化対策計画の見直しを行いま
す。また、地域・くらしの脱炭素化に向けて、脱炭素先行地域の実現や脱炭
素の基盤となる重点対策の全国実施、脱炭素化支援機構の活用を進めます。
さらに、住宅・建築物の脱炭素化、商用車等の電動化など、くらしのGXを
推進し、国民運動「デコ活」を通じた行動変容・ライフスタイル転換を促進
します。人工光合成等の新たな技術の社会実装の促進や、熱中症対策等の気
候変動適応策にも取り組みます。

自然再興（ネイチャーポジティブ）については、2030年までに陸と海のそ
れぞれ30％以上を保全する「30by30目標」の実現を目指し、地域生物多様
性増進法に基づく自然共生サイトの認定を促進します。また、国立・国定公
園の保護地域の拡張、施設整備の推進や、魅力向上・利用促進等に取り組ん
でまいります。

また、環境省の不変の原点である人の命と環境を守る取組として、地下水
等から検出されているPFAS（有機フッ素化合物）への対策や水道の水質・
衛生管理、クマ類による人身被害防止等の鳥獣被害対策に取り組むとともに、
水俣病等の公害健康被害対策、石綿健康被害の救済、子どもの健康と環境に
関する全国調査、外来種対策、希少種保全、動物愛護管理などを着実に進め
ます。

原子力防災に関しては、関係自治体等と一体となり、訓練等を通じて、地
域防災計画・避難計画の継続的な充実・強化を図り、複合災害を考慮した原
子力災害対応の実効性向上に取り組みます。

昨年閣議決定された第六次環境基本計画に沿って、環境保全とそれを通じ
た「ウェルビーイング／高い生活の質」の実現に向けて、個別分野の政策を
横断的に実施する「統合的アプローチ」により、環境・経済・社会課題の同
時解決を推進してまいります。

関係者の皆様と益々連携を深めながら、全力で環境行政に取り組むことを
お約束申しあげ、新年の挨拶とさせていただきます。
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明けましておめでとうございます。

令和７年の新春を迎え、皆様の御健勝をお祈りいたしますとともに、我が
国農林水産業及び農山漁村の一層の発展に向けて所感の一端を申し述べ、年
頭の御挨拶とさせていただきます。

能登地域においては、昨年の元日に発生した令和６年能登半島地震、９月
の豪雨により、多くの被害が発生いたしました。

地震と豪雨からの復旧・復興を一体的に推進するため、農地・農業用施設
の復旧などの総合的な支援対策を講じ、農林水産業の再開を切れ目なく支援
してまいります。

我が国の農林水産業は、農地を守り、山を守り、漁業を通じて国境を守る、
といった役割を担っている、まさに「国の基」であり、国民の皆様にとって
かけがえのないものです。

しかしながら、我が国の農林水産業を取り巻く環境は大きく変化していま
す。

ロシアのウクライナ侵略の際には、小麦や肥料、飼料などの価格が高騰し、
国民生活は多大な影響を受け、生産現場も苦境に追い込まれました。

また、基幹的農業従事者は現在、約116万人でありますが、その約８割は
60歳以上の方、平均年齢は約68歳であり、20年後には約30万人まで減少する
ことが懸念されています。

基本法が制定されてから25年が経過する中で、このような環境の変化に対
応し、時代にふさわしい基本法とするため、昨年の通常国会において農政の
憲法とされる、「食料・農業・農村基本法」が改正されました。

しかしながら、基本法はあくまで理念法であり、この理念を実現するため
には、まずは「食料・農業・農村基本計画」を策定し、それに基づく制度設
計、そして、必要な予算の確保に努めてまいります。

今まさに、日本の農政は大転換が求められています。このため、初動５年
間で農業の構造転換を集中的に推し進められるよう、農地の大区画化、共同
利用施設の再編・集約化、スマート農業技術の導入加速化など、計画的、か
つ集中して必要な施策を講じることにより、強い生産基盤を確立し、人材の
確保を図ってまいります。

以下、本年における農林水産行政の主な課題と取組の方針について申し述
べます。

【食料安全保障】
食料安全保障政策については、世界の食をめぐる情勢が極めて不安定な要

因を抱えている中、我が国の農地を最大限活用し、国内の農業生産の増大を
図り、食料自給率を向上させることが重要です。その上で、安定的な輸入と
備蓄の確保を図るため、輸入に係る調達網の強靱化等に取り組んでまいりま
す。

また、食料安全保障の強化を図る観点から、将来にわたって安定運営でき
る水田政策へと根本的な見直しを行うこととします。その方向性については、
新たな基本計画の策定や、令和９年度の見直しに向けた水田政策の在り方の
検討の中で議論を深めてまいります。

さらに、先の通常国会で成立した食料供給困難事態対策法に基づき、食料
供給困難事態の判断基準等を定める基本方針について、本年春の策定を目指
し、検討を進めてまいります。

【合理的な価格の形成】
資材費等の恒常的なコスト増を生産者だけで賄うことが困難となる中、国
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民の皆様に持続的な食料供給を可能とするためにも、合理的な価格の形成が必要です。
このため、生産、加工、流通、小売、消費に至る食料システム全体で、関係者の合意により合理

的な価格の形成を推進する新たな仕組みを検討してまいります。

【農林水産物・食品の輸出促進】
国内市場の縮小が見込まれる中、食料の供給能力を維持するためには、輸出を促進することで、

農業・食品産業の生産基盤を確保していくことが必要です。
このため、中国に対しても、日本産水産物の輸入解禁の早期実現、日本産牛肉の輸入再開、精米

の輸入拡大を求めてまいります。また、輸出先国の規制・ニーズに対応した輸出産地の育成、非日
系も含めた新市場の開拓、サプライチェーンの強化、優良品種の戦略的な保護・活用などを推進し
てまいります。

【環境と調和のとれた食料システム】
環境と調和のとれた食料システムの確立が、基本法の基本理念として新たに位置付けられました。
この実現に向け、化学肥料・化学農薬の使用低減や有機農業の拡大、環境負荷低減の取組の「見

える化」、J-クレジット制度の活用の推進、補助事業において最低限の環境負荷低減の取組実践を義
務化するクロスコンプライアンス等を実施してまいります。さらに、先進的な環境負荷低減の取組
を後押しする、新たな環境直接支払交付金の創設を検討してまいります。

【人・農地】
人口減少に伴い、農業者の減少が避けられない中で、持続的な食料供給を図るためには、新規就

農の促進とともに、それでも農業者の数が減少する場合にも対応可能な強い生産基盤が必要です。
規模の大小を問わず、家族農業を含めた、効率的かつ安定的な経営体の育成・確保、円滑な経営

継承に取り組むほか、多様な農業者とともに、食料の生産基盤である農地が地域で適切に利用され
るよう、地域計画の策定を進めてまいります。その上で、地域計画に基づき、農地の集約化や計画
的な保全、共同利用施設の再編・集約化などを進めてまいります。

【スマート農林水産業】
農業者が減少する場合にも対応可能な強い生産基盤を構築するため、スマート農林水産業の推進

による生産性向上等を加速化してまいります。
具体的には、スマート農業技術等の開発・実用化や、経営、技術等において農業者をサポートす

るサービス事業体の育成・確保を推進してまいります。さらに、スマート農業技術の活用とこれに
適合するための生産・流通・販売方式の転換への取組、スマート農業技術の導入に資する農地の大
区画化や、情報通信環境の整備を後押ししてまいります。

【農業生産の基盤の整備】
農業生産活動を継続していくためには、農業・農村の基盤整備が欠かせません。
このため、農業の生産性向上や農村地域の防災・減災、国土強靱化を実現するため、水田の汎用化・

畑地化、農業水利施設の長寿命化等を推進してまいります。さらに、農村人口の減少下にあっても、
営農や農業水利施設等の保全管理が適切に行われるよう、土地改良区の運営基盤の強化も含め、土
地改良制度の検討を進めてまいります。

【農村の振興】
農村を支える人材を確保し、活力ある農村を次世代に継承していくため、日本型直接支払により

地域を下支えしつつ、農泊・六次産業化・農福連携、農村RMOの形成、中山間地域等における基盤
整備や、スマート農業技術の開発・実用化等を推進してまいります。特に、中山間地域等直接支払
については、小規模な集落の活動の継続が困難となってきていることに鑑み、地域の声を聞きなが
ら進めてまいります。

さらに、鳥獣被害の防止やジビエの利活用を進めてまいります。

【畜産・酪農】
畜産・酪農については、中山間地域を始め、地方を支える重要な産業であり、耕畜連携などによ

る国産粗飼料等の生産・利用の拡大を進めるとともに、和牛の生産・供給基盤の強化や、輸出対応
型の食肉処理施設の整備、和牛肉の消費拡大、脱脂粉乳の需給改善に向けた取組を推進してまいり
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ます。
また、畜種ごとの経営安定対策や金融支援などの各種施策を総合的に講じ、生産者の経営改善に

向けた取組への支援を行ってまいります。

【家畜防疫】
家畜伝染病については、昨年10月以降、国内で高病原性鳥インフルエンザの発生が続いています。

さらに、アフリカ豚熱の侵入リスクがかつてないほど高まっており、最大限の警戒が必要です。
このため、飼養衛生管理の徹底を基本とした、発生予防・まん延防止対策と水際での侵入防止対

策に、都道府県等と連携して全力で取り組んでまいります。

【食品産業】
食品産業については、食料システムの持続性の確保に向けた、食品事業者の取組を促進するため

の新たな仕組みを検討してまいります。
また、産地・食品産業が連携した国産原材料の安定調達、フードテックなどの新技術の活用等に

よる新たな需要の開拓等を推進してまいります。さらに、円滑な食品アクセスの確保を図るため、
中継共同物流拠点の整備やラストワンマイル配送に向けた取組、フードバンク等を通じた、食料提
供を円滑にする地域の体制づくり等を進めてまいります。

【森林・林業】
森林・林業政策については、再造林等に責任を持って取り組む林業経営体に対し、森林の集積・

集約化を進める新たな仕組みを検討してまいります。
また、2050年カーボンニュートラルの実現に向け、路網や加工施設の整備、製材・CLTを用いた、

建築物の低コスト化等を通じた木材の需要拡大、担い手の育成など、川上から川下までの取組を総
合的に進めてまいります。あわせて、森林整備や治山対策に取り組むことにより、森林吸収源の機
能強化と国土強靱化を進めてまいります。

さらに、花粉症対策を着実に実行してまいります。

【水産業】
水産政策については、複合的な漁業を推進するため、複数の魚種等を対象とできる漁業共済制度

の検討を進めてまいります。
また、世界第６位の排他的経済水域を誇り、大きなポテンシャルを持つ日本の水産業の維持・発

展を支えるため、担い手の育成・確保や高性能漁船の導入、スマート化に向けた取組を進めてまい
ります。さらに、漁村の活性化に向けて、インバウンドの需要開拓や、地域資源等を活用する海業
の全国展開を推進してまいります。

あわせて、海洋環境の変化に対応するため、水産資源管理を着実に実施するとともに、漁業経営
安定対策を講じつつ、新たな操業形態への転換、輸出拡大等、水産業の成長産業化を実現してまい
ります。

また、ALPS処理水放出を受けた、一部の国・地域による科学的根拠なき輸入規制の撤廃を求め、
水産事業者の取組への支援に引き続き万全を尽くしてまいります。

【東日本大震災からの復興】
東日本大震災から、まもなく14年が経過します。
原子力災害被災地域において、依然として営農再開や水産業･林業の再生、風評払拭等、取り組む

べき課題があります。引き続き、万全の支援を行ってまいります。

以上、年頭に当たり、農林水産行政の今後の展開方向について、私の基本的な考え方を申し述べ
ました。我が国の農林水産業を生産者の皆様が「やりがいと、希望・夢」を持って働ける産業とし
ていくとともに、その生産基盤を次の世代に確実に継承していくことは、国家の最重要課題であり
ます。ときにはこれまでの殻を破る大胆な政策転換にも挑み、これらの課題に取り組んでまいります。

本年も、農林水産行政に対する皆様の御支援と御協力を賜りますよう、よろしくお願いいたします。
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新年を迎えるに当たり、謹んでご挨拶を申し上げます。
皆様方には日頃から健康・生活衛生行政に対して格段のご理解とご協力を賜り、

厚く御礼申し上げます。

健康づくりについては、昨年４月から、新たな国民健康づくり運動である「健
康日本21（第三次）」を開始しました。人生100年時代が本格的に到来すること等
を踏まえ、「全ての国民が健やかで心豊かに生活できる持続可能な社会の実現」
を目指し、誰一人取り残さない健康づくりを推進してまいります。女性の健康支
援のほか、栄養・食生活、身体活動・運動、休養・睡眠、飲酒、喫煙などについて、
引き続き、取組を総合的に推進してまいります。

がん対策については、令和５年３月に策定した、「がん予防」、「がん医療」、「が
んとの共生」を三本の柱とする第四期がん対策推進基本計画に基づき、引き続き
取組を進めるとともに、令和８年度に実施予定の中間評価に向けた議論を行って
まいります。また、がん登録については、医療等情報の二次利用の推進に向けた
取組の一環として、全国がん登録データベースの活用拡大を行うとともに、がん
登録制度における運用の見直しを進めてまいります。また、「全ゲノム解析等実
行計画2022」を更に推進するため、創薬力強化に資する情報基盤・利活用環境の
速やかな構築、利活用の推進及び全ゲノム解析等の結果の患者への還元を加速し
てまいります。

循環器病対策については、令和５年３月に策定した、「循環器病の予防や正し
い知識の普及啓発」、「保健、医療及び福祉に係るサービスの提供体制の充実」、「循
環器病の研究推進」を三本柱とする第二期循環器病対策推進基本計画に基づき、
引き続き取組を進め、令和８年度に実施予定の中間評価に向けた議論を行ってま
いります。

アレルギー疾患対策については、令和４年に改正されたアレルギー疾患対策の
推進に関する基本的な指針に基づき、都道府県拠点病院の体制整備等の対策を推
進してまいります。

難病対策については、本年も引き続き、難治性疾患政策研究事業と難治性疾患
実用化研究事業を相互に連携させながら、治療方法の開発に向けた難病研究の推
進に取り組みます。さらに、難病分野における全ゲノム解析の推進のほか、難病・
小慢DB等の利便性向上及び仮名化情報の利用・提供に向けた取組を進めること
で、オーファンドラッグ等の研究開発に資する環境を整備します。また、難病患
者の利便性の向上のため、難病・小慢分野における医療DXとして、医療費支給
認定申請の電子化、マイナンバーカードを医療費助成の受給者証として利用でき
る環境整備に向けた取組を推進します。

肝炎対策については、昨年４月から、肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業に
おいて、拡大した助成要件による事業を開始しており、制度の利用促進及び利便
性の向上を図るとともに、患者の支援に資する施策を総合的に推進してまいりま
す。

臓器移植対策については、令和５年度の脳死下臓器提供者数が過去最高となっ
たものの、欧米や他のアジア諸国と比べ、人口当たりの脳死・心停止ドナー数が
いまだ低い水準となっています。臓器提供施設、臓器あっせん機関及び移植実施
施設のそれぞれが十分に機能を発展させるために、臓器あっせん機関を複数設置
するなど、抜本的な見直しを進め、臓器提供を希望する方の意志が反映されるよ
う、国内における移植医療の更なる推進に取り組んでまいります。

原爆被爆者援護施策については、引き続き、迅速な原爆症の認定審査に努める
とともに、原爆被爆者の方々への保健・医療・福祉にわたる総合的な援護施策を
進めてまいります。

生活衛生関係営業については、引き続き、物価高騰や人材不足等の影響を受け
ており、これらの業を営む皆様が安心して事業展開できるよう、生活衛生同業組
合連合会による価格転嫁の広報等の取組への支援のほか、専門家による経営相談、
日本政策金融公庫による低利融資の実施、各種税制措置など、業界の振興や収益
力の向上等の支援に取り組んでまいります。また、ビルメンテナンス業に関して
は、労務費の価格転嫁の推進や特定技能制度等を活用した人材確保に努めてまい
ります。

食品衛生監視については、平成30年に成立・公布した改正食品衛生法の施行後
５年を目途とした検討規定に基づき、本年は次期制度改正に向けた検討を行って
まいります。この検討に当たっては、平成30年の改正事項の振り返りや、昨年の
紅麹関連製品による健康被害事案への一連の対応の中で見えた課題を踏まえ、必
要な措置を検討してまいります。

本年も健康・生活衛生行政の推進に向け、皆様のご理解とご協力を賜りますよ
うお願い申し上げ、私の新年の挨拶といたします。

05-16年頭所感.indd   1205-16年頭所感.indd   12 2025/01/07   13:362025/01/07   13:36



「ペストコントロール」2025年1月号 13

令
和
七
年
　
年
頭
所
感　

角
倉
一
郎

環

境

省

環
境
再
生
・
資
源
循
環
局
次
長

令和７年の新春を迎えるに当たり、謹んで新年の御挨拶を申し上げます。
はじめに、令和６年能登半島地震および豪雨災害により亡くなられた方々

に対し、心よりお悔やみを申し上げますとともに、被災された皆様に、改め
てお見舞い申し上げます。環境省では、災害廃棄物の処理などを進めるにあ
たって様々な支援を行ってまいりましたが、御協力をいただいた皆様に、こ
の場を借りて心より感謝申し上げます。引き続き、関係機関からの応援の力
をお借りしながら、早急に復旧・復興が進むよう、全力で支援してまいりま
す。

次に循環経済（サーキュラーエコノミー）への移行についてです。循環経
済への移行は、資源消費の最小化や廃棄物の発生抑制等により、気候変動、
生物多様性損失、環境汚染等の課題を解決する重要な取組であるとともに、
産業競争力の強化、経済安全保障、地方創生、そしてウェルビーイングの向
上に資するものです。近年諸外国において、重要資源の確保や再生材活用に
よる製品の競争力強化といった観点から、産業政策として循環経済に向けた
政策を強化する動きが活発になっています。我が国においても、昨年８月に

「第五次循環型社会形成推進基本計画」を閣議決定し、循環経済への移行を
国家戦略として位置づけました。また、「循環経済に関する関係閣僚会議」
を新たに設置したところであり、政府として統合的に政策を進めてまいりま
す。

具体的には、まず地域の特性を生かした循環資源や再生可能資源の徹底活
用により、地域や社会に様々な付加価値や雇用を創出して地域経済を活性化
させていきます。リユース、リペア、リースなど多様な選択肢を活用できる
環境の整備により行動・ライフスタイルの転換を促していきます。

循環経済による産業競争力強化、経済安全保障の確保のため、製造業等と
廃棄物処理・リサイクル業等の事業者の連携による再生材の質と量の確保を
進めます。昨年５月に公布された「資源循環の促進のための再資源化事業等
の高度化に関する法律」の完全施行に向けた取組や、自動車向け再生プラス
チックの市場構築に向けた産官学連携を促進するとともに、小規模分散化し
ている循環産業の主体をネットワークで繋ぎ、リサイクル拠点を戦略的に構
築することで効率的なリサイクル体制を整備します。また、今後排出量の増
加が想定される使用済太陽光パネルのリサイクル促進のための制度的検討
や、金属スクラップ等の不適正ヤード問題について制度的検討を進めてまい
ります。国際的な場においても、企業における循環経済に関する情報開示ス
キームの構築など循環経済のルール形成をリードしていきます。

また、東日本大震災からの復興・再生については、環境省にとって最重要
の課題の一つです。福島県内で生じた除去土壌等の県外最終処分や再生利用
の取組について、責任をもって取り組んでまいります。帰還困難区域につい
ては、帰還意向のある住民の方々が全員帰還できるよう、引き続き特定帰還
居住区域等の除染や家屋等の解体を着実に進めてまいります。さらに、地域
の価値を創造・再発見する未来志向の環境施策等をしっかりと推進します。

今後とも、環境再生・資源循環行政の一層の推進のため、御理解、御協力
を賜りますようお願い申し上げます。
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新年明けましておめでとうございます。
皆様方には日頃より、有害生物の防除に関する普及啓発や技術の研鑽を通

して、我が国の生活衛生環境の向上にご尽力いただいておりますことに、心
から敬意を表し、改めて感謝申し上げます。

近年、洪水・暴風雨・干ばつ・熱波など、気候変動による大規模な災害が
世界各地で発生しています。気候変動による影響は、経済・海面上昇・生態
系にも及んでおり、私たちの健康にも深刻な影響を及ぼしています。気温上
昇による、熱中症や睡眠障害といった直接的な影響のほか、蚊やダニの生息
地が広がることによるマラリアやデング熱などの感染症の拡大も懸念されて
います。一昨年は、世界80を超える国や地域から500万件以上のデング熱の
感染が報告されたと聞き及んでいます。能登半島地震の被災地では、地元ペ
ストコントロール協会感染症予防衛生隊の皆様が蚊の発生調査を行ってお
り、相当の数が確認されました。温暖化等もあり蚊媒介感染症が国内で発生
する懸念が常にあるなかで、危機管理の観点からも平時からの調査やトレー
ニングは必須であると考えられます。

また、アフリカ豚熱をはじめ、口蹄疫、高病原性鳥インフルエンザといっ
た「越境性動物疾病」についても、我が国への侵入リスクが依然として高い
状況にあります。鳥インフルエンザ及び豚熱は、我が国において、ほぼ毎年
発生しており、鳥インフルエンザウイルスは今シーズン国内で既に数多く発
生しており、各地でペストコントロール業界の皆様が消毒業務等にあたって
おられます。昨年、高病原性鳥インフルエンザの流行地域において「冬季に
活動が活発となる大型のハエ（オオクロバエ）がウイルスを運んでいる」と
する研究結果が公表され、「伝播経路のひとつを明らかにし、今後の防疫対
策の構築に役立つことが期待される」として、注目を集めました。また、豚
熱についても「オオクロバエがウイルスを運んでいる可能性が高い」とする
研究結果が公表されており、車両消毒や野生動物の侵入防止といった従来の
対策に加え、ハエ対策にも目を向ける必要があります。

このように、有害生物の防除等を行うペストコントロールの必要性・重要
性は一段と高まっており、人々が日常生活を送る上でペストコントロールが
なくてはならない仕事であることは、自明の理であります。

我が国では、少子高齢化や人口減少の影響で「人手不足」が問題となって
いますが、ペストコントロール従事者がエッセンシャルワーカーとして、専
門性に基づく質の高いペストコントロールを実施できるよう、感染症対策等
の各種講習会の開催や「ペストコントロール技術者」「ペストコントロール
技能師」の人材養成などに、日本ペストコントロール協会が広く取り組まれ
ていることは大変意義深く、私といたしましても協会の顧問として、多くの
方にご理解いただけるよう、引き続き取り組んで参りたいと存じます。

最後になりましたが、貴協会の今後ますますのご発展と、本年が皆様にと
りまして素晴らしい年となりますようお祈り申し上げ、新年のご挨拶といた
します。
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令和７年の新春を迎え、公益社団法人日本ペストコントロール協会の皆様

におかれましては、益々ご清栄のこととお喜び申し上げます。まずは全国各

地の公衆衛生の第一線において、貴協会の会員の皆様、ご関係者の皆様がご

活躍をされておりますことに、心から感謝と御礼を申し上げます。

さて、昨年は貴協会にとり歴史的な年となりました。新年度が始まった４

月１日には一昨年に改定された日本標準産業分類が施行され「細分類9295：

ペストコントロール業」として正式に登録が実現し、業界の活動が建物内だ

けに留まらず害獣害虫駆除以外に細菌やウイルスの消毒・衛生管理も「ペス

トコントロール業」としての活動に含まれることになりました。

これは山口健次郎会長をはじめ、貴協会の皆様が業界一丸となりご尽力を

されてきた成果であります。さらに近年の地球温暖化に伴う気候変動、自然

災害の頻発、コロナ禍以後のインバウンド需要の急拡大などにより、害虫駆

除から消毒に至るまで貴協会への社会的期待が益々増大している状況も強く

指摘されております。

特にコロナ禍以後には、国際的なヒト・モノの移動が活発化し、日本への

国外からのインバウンド需要は「激増」といってもよい伸びを示している状

況です。これら訪日客の皆様は、一様に、日本の清潔さ・公衆衛生観念の高

さを称賛されております。日本人の我々からすると、至極当然に感じている

衛生的な環境は、諸外国の皆様からすると大変な魅力として評価をされてい

るのだと驚かされます。

このように世界的にも高く評価されている、日本の清潔で衛生的な環境の

実現には、日々の業務に全力を傾け、新技術の導入にも積極的な取り組みを

されている、貴協会のご尽力が極めて大であります。

一方でこうした国際的なヒト・モノの移動の活発化は、新たな感染症など

の脅威とも表裏一体であり、さらに地球環境の変動は、自然災害の激甚化、

病害虫の生息域の範囲拡大などの新たな脅威をもたらしかねません。

　国際的な感染症対策、疫病対策については、WHOなど国際間での枠組

み強化を図ることが肝要でありまが、日本国内での防疫体制の一段の強化を

図ることは、我が国の「安全保障」の観点からも焦点を当てる必要があると

強く認識しております。

まさに日本国全体の「ペストコントロール」は、国と自治体、そして貴連

盟を先頭とした民間の皆様が緊密に連携を取らなければ実現ができません。

日本全国の公衆衛生体制の安全強化を実現するために、私も今後は公的資

格制度や登録制度の新設など、業界の社会的使命を担保する体制の実現に向

け、全力を傾けて参ることをお誓い申し上げ、年頭のご挨拶とさせていただ

きます。
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16 「ペストコントロール」2025年1月号

令和７年の年頭にあたり、謹んで新年のご挨拶を申し上げます。
まず始めに、令和６年能登半島地震及び奥能登豪雨で多くの犠牲となられ

た方々に謹んで哀悼の意を捧げるとともに、被災された皆様に心よりお見舞
いを申し上げます。さらに、地震からの復旧・復興へ歩みを進めていた最中
に豪雨災害もあり、度重なるご心労やご不安を拝察致し、ご案じ申し上げて
おります。

当協会では、全国の会員や関係者の皆様からお寄せいただいた義援金を、
罹災した石川・富山・新潟のペストコントロール協会及び石川県に寄付させ
ていただきました。石川県への寄付にあたっては、馳浩知事を訪問し、被災
地での防疫活動について協力の申し入れを行いました。被災地の皆様が一日
も早く安心安全な生活環境を取り戻すことができますよう、地元の石川県ペ
ストコントロール協会を中心に環境衛生の改善に取り組んでまいる所存でご
ざいます。

さて、昨年５月の定時総会で４期目となる会長職を拝命し、本年度も気持
ちを新たに諸事業に取り組んでまいりました。昨年４月には我が業界の職名
確立の一つとして、日本標準産業分類に「ペストコントロール業」が新設さ
れました。会長就任時に掲げた認知度向上と社会的地位向上という目標に向
けて着実に進展できていることについて、様々な形でお力添えを賜っている
関係者の皆様、会員の皆様、執行部の方々に心から感謝申し上げます。さら
に、自然災害の頻発化、新興・再興感染症の流行、外来生物の増加等、当協
会が担う社会的役割は年々増大しております。社会生活に欠かせない職業で
あり、「ペストコントロール業」を多くの皆様に知っていただくため、日本
標準職業分類の改定へ向けて関係各所へ働き掛けを進め、職名の確立・発展
へ向けて鋭意努力してまいります。

このほか、厚生労働大臣認定の団体等検定制度の導入に取り組んでまいり
ます。当協会では業界従事者の資格制度として『ペストコントロール技能師
制度』を実施しております。確かな技術とモラルを備えた従事者としての証
である本資格を保有していることで顧客に安心感を与え、信頼関係の構築に
も繋がることから、制度の普及・促進に注力しており、次のステップとして
厚生労働大臣認定の資格化とすることで、更なる信頼度の向上、取得従事者
のモチベーションアップ、業界内での差別化、人材確保等へ繋がり、ひいて
は業界の更なる発展へ繋がっていくと考えております。

また、昨今、ペストコントロール業界では、ウェブサイトの表示価格より
高額な費用を請求される消費者トラブルの増加という新たな問題に直面して
おります。悪質な会員外事業者の社名が消費者庁から公表もされており、こ
のことは国民生活センターも注意喚起を行っており、今後も同センターと協
力して悪質な手口による被害の拡大防止に努めてまいります。加えて、当協
会でもホームページや機関誌等で信頼のおける47協会害虫相談所の活用、各
協会に適切な入会可否判断をするよう通知する等、対応を強化しています。

そのほか、本年も従前からの重点事業を継続しつつ、新しい試みに積極的
に取り組み、ペストコントロール業を通じて社会に貢献してまいりたいと考
えておりますので、引き続きのご支援、ご協力をお願い申し上げます。

皆様方のますますのご発展とご健勝を心からお祈り申し上げ、新年のご挨
拶とさせていただきます。
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年頭の挨拶と抱負
①令和６年を振り返って
②令和７年の抱負

●（一社）北海道ペストコントロール協会 � ��������������������  会長　星川　和久

①　２月の役員改選で新体制でのスタートとなった。10月には鳥イ
ンフルエンザの発生があったが、一致団結して対応できた。技術研修
会の開催、防疫演習への参加、鳥インフルエンザ対応マニュアルの作
成など技術面の強化ができ、活動計画も滞りなく遂行できた。

②　ムシの日イベントの開催など行政と連携してペストコントロー
ルの周知活動を積極的に行い、より一層会員間の連携をはかり親睦
を深め、技術と知識の向上に努めたい。また、近年増加傾向にある害
獣対策にも力を入れていきたい。

●青森県ペストコントロール協会 � �����������������������  会長　浅木　尚樹

①　全国的には災害が多い年であったと思うが、青森県で
は近年毎年のように発生していた鳥インフルエンザの発生
もなく、平和な一年だったように思える。例年通り「うみ
ねこマラソン」へ参加、害虫無料相談を開催した。

②　毎年のことではありますが鳥インフルエンザや災害等
があった場合の防疫作業に対応できるよう準備を進めてい
きたい。また、各事業に関しては例年通り実施したい。

●（一社）岩手県ペストコントロール協会 � ��������������������  会長　朝倉　哲哉

①　６月に開催したムシの日イベントでは前年以上に来場
者も多く、害虫獣の相談含め反響が大きい事を実感。行政窓
口経由の問い合わせも増加した。また、東北地区ペストコン
トロール研修会にも積極的に参加する会員が増えている。

②　鳥インフルエンザなどウィルス関連の発生が懸念され
るため、迅速に対応できるよう当該部署との連携含め事前
準備に取り組む。また、行政紹介の問い合わせが増加してい
るので、更なる周知、連携に取り組む。

●（一社）宮城県ペストコントロール協会 � ��������������������  会長　佐藤　昌司

①　５年ぶりに仙台市蚊の生息状況調査を受託し、５月〜
11月にかけて計13回、平時における蚊の季節的な推移、
種類等の調査を実施するなど、行政機関と緊密な連携を図
りながら事業活動を推進することができました。

②　日本標準産業分類に「ペストコントロール業」が新設さ
れ協会の社会的役割や取り巻く環境がさらに変化しつつあ
る状況を踏まえ、広報イベントのあり方や効果を再検証し、
時代に即した広報活動について検討を進めてまいります。

●秋田県ペストコントロール協会 � �����������������������  会長　小松　和志

①　秋田県協会として久しぶりに緊急対応の無い穏やかな
年でした。その中でムシの日事業としてトコジラミ勉強会
を県行政や他団体と連携しながら開催できたこと、待望の
新会員を迎えられたことが印象的でした。

②　新たな会員を加えて、協会として、知名度の向上や所
属メリットの確立、有事対応のための情報収集、技術レベ
ルの維持更新などを会員間のコミュニケーションを高めな
がら活動していきたいです。

●山形県ペストコントロール協会 � �����������������������  会長　服部　正規

①　山形県は未曾有の豪雨による甚大な災害となったが、
浸水家屋の消毒作業は、県協会のネームバリューがなく、
各市町村に登録している企業の対応となった。今後、行政
へのさらなるPRと連携の必要性を感じた。

②　昨年初めて試みた新聞広告の効果検証、また、昨年浮
き彫りとなった行政へのPR不足課題解決に向け、協会の
PR強化を会員一丸となって進めていきたい。

●（一社）福島県ペストコントロール協会 � ��������������������  会長　吾妻　　学

①　夏は異常気象に見舞われハチなどの異常発生で対応に
苦労した。環境の変化に対応できるよう、会員数の増加を
目標にしてきたが、おかげ様で２社増加の見込みとなった。
更なるアピールに努めていきたい。

②　前年に引き続き体制強化と会員会社社員の知識と技術
の向上に努めていきたい。資格者の拡大や感染予防衛生隊
の研修会などを実施していきたい。本年もよろしくお願い
いたします。
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①令和６年を振り返って　②令和７年の抱負

●（一社）山梨県ペストコントロール協会 � ��������������������  会長　中村　猛志

①　感染症対応はコロナ、豚熱、鳥インフルエンザに対す
る活動は無く、特別な対策や講習会を実施せず、通常の害
虫駆除業務に注力しました。感染症関連情報の共有や対応
策の構築は今後の課題として取り組みます。

②　新年おめでとう御座います。本年も会員増強と業界全
体の結束を強化し、昨年開催できなかったムシの日イベン
トを通じ一般向けの啓蒙活動を積極的に展開し、害虫駆除
の重要性を広く伝え地域社会への貢献を目指します。

●長野県ペストコントロール協会 � �����������������������  会長　宮澤　貴光

①　全国的に消費者トラブルの増加などもあり、協会への
問い合わせが多い年であったと思われる。そこで協会にお
ける基盤強化の取り組みとして、縦（行政）と横（協力団
体）の連携強化を図ることに尽力した。

②　行政主催の防疫演習や各種研修会への参加、会員間の
技術協力などを通じて、専門知識の習得や技術力の向上な
ど会員増強と組織力の強化に繋がる取り組みを続けていき
たい。

●栃木県ペストコントロール協会 � �����������������������  会長　高崎　博司

①　元旦から能登半島地震が発生して、その後も能登を含
めた各地で集中豪雨、台風の被害が多発しました。被災さ
れた方々には心からお見舞い申し上げますとともに、お亡
くなりになった方のご冥福をお祈りいたします。

②　温暖化の影響で未曾有の豪雨といった災害が身近に起
きています。また、鳥インフルエンザの発生も早くなって
きた印象があります。協会として環境の変化に対応してい
くことが必須になると感じています。

●（一社）埼玉県ペストコントロール協会 � ��������������������  会長　村田　　光

①　定例の４研修会、従事者研修会・技術向上部会・感染
症研修会・埼玉PCテクニカルマスター並びに、現在、国
内最大の規模と思われるJPA親睦ゴルフ会も無事開催。
大災害出動等も無く、大禍無く過ごせた１年であった。

②　昨年、埼玉県感染症対策推進部会に加盟。県行政と歩
調を合わせ、未知の感染症大発生に備えていく。設立50
周年イベントを予定。協会を支えて頂いた方々に感謝を表
し、県民に愛される更なる協会発展の契機としたい。

●（一社）千葉県ペストコントロール協会 � ��������������������  会長　座間　千秋

①　２月に開催されたペストコントロールフォーラム千葉
大会は、延べ700名の来場をいただき、協会員も一致団結
して終え、感謝申し上げる。４月末に鳥インフルエンザが発
生し、県との協定に基づき２ポイントで車輛消毒を行った。

②　広く地域社会に、ペストコントロール業の認知度を高
めて、貢献するためには、積極的に行政の開催するイベント
等に参加しPRに努める。感染症対策・有害生物対策・技術
研修等に注力する。

●（公社）東京都ペストコントロール協会 � ���������������������  会長　泉　敏夫

①　新たな理事を迎え理事会の下で各委員会がより積極的
に活動する飛躍の一年となった。また、有害生物の電話相
談は毎年１万件超が常態化し、協会が都民に広く受け入れ
られていることを強く実感した。

②　平素から有事に備え感染症予防衛生隊による図上参集
訓練を、協定を締結する自治体などと連携して実施し、更
に感染症の対策の整備を含め、今後は80万世帯に及ぶ空
き家対策にも取り組んでいきたい。

●（公社）神奈川県ペストコントロール協会 � �������������������  会長　原島　利光

①　害虫相談事業の信頼向上を図るため、顧客アンケート
を実施。HPにお客様の声として掲載を進めます。ムシの
日イベントの縮小版として横浜市役所内でパネル展示を１
週間実施。各種害虫獣の標準仕様書の整備を推進しました。

②　訪問による入会希望会社の実態調査を実施し適正な会
員増強を推進します。お客様の声を反映させ、会員企業の
サービス技術の充実を図りペストコントロールの信頼向上
につなげていきたいと思います。

●（一社）群馬県ペストコントロール協会 � ��������������������  会長　布施　正典

①　新年早々から鳥インフルエンザが発生し、会員皆様のご協力で
元旦より車輛消毒に出動できました。12月には、第40回日本ペス
トロジー学会群馬大会が開催され、多くの来場者をお迎えすること
ができました。ご協力頂いた皆様と会員各位にお礼申し上げます。

②　県内活動を中心に、行政との関係を充実したものとし、
会員拡大をはじめ感染症衛生隊の構築を図り、さまざまな
分野への対応ができる協会を目指したいと思います。

●（一社）茨城県ペストコントロール協会 � ��������������������  会長　岡村　太郎

①　年始の能登半島地震や日本各地で豪雨災害が発生し、
災害対応の重要性を改めて実感した一年でした。協会事業
としては、消費生活センターとの連携強化を進め、ペスト
コントロール協会の認知度も広める事ができました。

②　SDGsへの取り組みを始め２年目となりますが、今年
度は「日本在来種みつばちの会」との協力関係を構築し、
みつばちの保護活動をすることによって協会のイメージ
アップを推進していきたいと考えています。

●（一社）新潟県ペストコントロール協会 � ��������������������  会長　玉井　　茂

①　産業分類にペストコントロール業が新設されたが、ペ
ストコントロールって何？が現状と思い、動画を作成し
SNSやCM等で認知活動を計画。10月に昨年初の鳥イン
フルエンザが確認され、２ヶ所で車両消毒に従事した。

②　新潟でペストロジー学会が開催されます。協会員一丸
となって準備中！11月６日、７日新潟でお待ちしていま
す。ただ一つ不安材料は鳥インフルエンザの発生。無いこ
とを祈るだけ！
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①令和６年を振り返って　②令和７年の抱負

●（一社）富山県ペストコントロール協会 � ��������������������  会長　藤井健太郎

①　比較的自然災害が少ないとされてきた北陸地方で大規
模な震災や豪雨災害が発生しました。大自然の脅威を改め
て考えされられると共に有事の時こそ県協会が力を発揮で
きるように日頃より備えて参りたいと考えております。

②　コロナ明けより北陸も国内外からの観光客が増え、衛
生環境を維持する重要性が高まっています。その変化にい
ち早く目を向け、快適な環境づくりへの貢献に努力して参
ります。本年もどうぞよろしくお願い申し上げます。

●（一社）石川県ペストコントロール協会 � ��������������������  会長　酒井　壮司

①　元旦早々に令和６年能登半島地震が石川県能登半島全域
を襲い、現在も避難者が仮設住宅に住まいし、不便な生活を強
いられている状況です。ただ、その際に全国各協会より多大な
義援金や物資の援助を賜りましたこと深く感謝申し上げま

す。地震に続き９月に大雨による大水害が発生するなど、蚊等
の生息調査並びに感染症対応消毒等に追われる日々でした。
②　本年は、未だ対応が求められる地震及び水害後の災害対
応をしっかりと行政と連携しながら対応してまいります。

●福井県ペストコントロール協会 � �����������������������  会長　八田　真毅

①　福井県内でも能登半島地震で崖崩れや液状化で一部通
行止め、旅館の温泉が止まるなどがありました。３月には
新幹線が開業し賑わっています。今は越前ガニや塩ウニの
時期で益々盛り上がっています。

②　社員の高齢化や人員不足は同じですが、怪我によるも
のも多く見られます。体操やストレッチなど、人並にやっ
ていても色々難しいです。事故や怪我のない一年になって
ほしい。そして福井の賑わいが続くことを願う。

●（一社）岐阜県ペストコントロール協会 � ��������������������  会長　梅木　厚生

①　鳥インフルエンザが発生しましたが、会員同士協力し
あい、問題なく対応できました。また、当協会への駆除相
談件数は年々増加し、当協会としての役割を十二分発揮す
ることができたと感じております。

②　どの企業も人手不足ですが、ペストコントロール業が
業種登録されたことは追い風になるかと思います。当協会
としても、研修会等実施し、技術やマナー等スキルアップ
を図り業界全体を盛り上げたいと思います。

●静岡県ペストコントロール協会 � �����������������������  会長　安藤　寿弥

①　業界の認知度向上を図るため、ムシの日イベントでは、
県内東部・中部・西部の３ヶ所で広報活動を展開し、また、
協会会員社員様に民放ラジオへの生出演もしていただき、
業界のPR活動に貢献できたものと考えます。

②　ペストコントロール業という業界の地位の向上に取り
組み、様々な環境衛生リスクや災害時に対応すべく、知識、
技術の強化に努め、各行政機関や関連団体との連携を深め、
会員が一丸となって活動強化を目指します。

●（公社）愛知県ペストコントロール協会 � ��������������������  会長　川合　智之

①　会長就任１年目として協会組織体制の再構築から始め
て参りました。特に、若手の会員も増えたことにより各委
員会の委員長や感染症予防衛生隊の隊長には若手を起用
し、より多くの方が行事へ参加しやすい環境を整えました。

②　より一層多くの会員の方々に、協会行事や研修会への
参加及び運営への協力を頂けるよう理事会を中心に活動を
して参ります。また、有事の際に備えて会員各社とのコミュ
ニケーションを密にした繋がりを構築したいと思います。

●（一社）滋賀県ペストコントロール協会 � ��������������������  会長　田中　孝幸

①　豪雨による伊吹地区の土砂災害・水害後の家屋の消毒
作業に当協会会員が対応した。また４月に当協会も一般社
団法人へ移行することができ、会員相互の団結力もアップ
したように思う。

②　近年の異常気象に伴う自然災害の増加や、鳥インフル
エンザへの対応など、いつ起こるかわからない有事の際の
対応力の強化に努める。また協会の認知度を更に高めるよ
うな取組みを行っていきたい。

●三重県ペストコントロール協会 � �����������������������  会長　森　　　孝

①　高病原性鳥インフルエンザ等の感染症は他都道府県では発生が
確認されましたが、県内においては幸いにして発生は確認されません
でした。共通感染症に害獣類が関与する場合が多く、衛生管理の重要
性を再び痛感しています。

②　感染症法の目的である感染症の発生を予防し蔓延の防止を図り
公衆性の向上及び増進を図るため、また産業動物の福祉、畜産の振興
の観点からも、感染源となるネズミや昆虫等の駆除、細菌・ウイルスの
抗菌消毒等微力ながら我々にできることに取り組んでまいります。

●京都府ペストコントロール協会 � �����������������������  会長　川端　良一

①　季節性インフルエンザと同じ第５類とは言え、新型コ
ロナウイルス感染症への対応に注意を払い、会員関係者皆
様のご協力のものと、有意義な従事者研修会等も終えるこ
とができ、関係者皆様方に心から感謝の一年でした。

②　巳年の今年、再生と変化、不老長寿を組み合わせての
努力をし、物事を安定させていくことを念頭に、行政等関
係機関との連携のもと技術向上を目指すなか、ペストコン
トロール協会の更なる発展に努力して参ります。

●（一社）大阪府ペストコントロール協会 � ��������������������  会長　曽谷　久嗣

①　大阪ではヒアリの発見が続き、６月〜11月まで、真
夏には37℃にもなる日もあり、週に１回〜２回は出動が
続きました。

②　通常の相談業務や害虫駆除も含め、昨年同様に地震や自然災
害、感染症対策などに過去の実績を活かし、それにも増して知識や
技術をさらに向上して行きたいと思います。また2025年関西万博
の事前調査も打合せを重ね２月〜３月にかけて実施いたします。
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①令和６年を振り返って　②令和７年の抱負

●（一社）兵庫県ペストコントロール協会 � ��������������������  会長　竹ノ下均次

①　２月研修会にてトコジラミ対応の技術向上をはかり、
９月アフリカ豚熱県内発生を想定した実地演習に参加し協
会対応を検討した。令和４年より受注の大規模施設解体に
伴うアルゼンチンアリ防除の最終年であった。

②　災害や重大家畜伝染病の発生時には会員並びに行政機
関との連携により迅速は対応に取り組みたい。駆除等の斡
旋紹介事業の見直しにより、県民の生活環境の安全安心の
確保並びに協会の安定した運営に取り組みたい。

●（一社）奈良県ペストコントロール協会 � ��������������������  会長　松井　正明

①　スタートは順調でしたが、５月に事務員がダウンし、
電話を受けることができず、本当に大変でした。協会会員
が協力してくださり、お陰様で乗り切ることができ、感謝
の一年でした。

②　今年は色々と役所の契約も多くなり、協会の業務も増
えると思います。また悪徳業者の件を消費生活センターや
県・市の広報などに掲載していただけるよう、努力したい
と考えております。

●和歌山県ペストコントロール協会 � ����������������������  会長　安藝　和仁

①　「ムシの日」イベントや鳥インフルエンザ防疫講習会
への来賓出席など以前と変わらない活動ができ、また行政
経由の害虫等の問合せが増加した印象があり、これからも
必要とされる協会でならねばと感じました。

②　県協会として引き続き会員の増強と協会活動の充実を
図り、今後発生し得る有事の対応なども検討し、会員間の
情報の共有と行政との連携を密にして、地域社会の一助と
なる活動を進めていきたいと思います。

●鳥取県ペストコントロール協会 � ����������������������  会長　竹ノ内賢一郎

①　能登半島地震をはじめとして、災害も多く発生し感染症
対策もさらに多様化が必要と感じる１年になったものと感じ
ております。

②　新年あけましておめでとうございます。本年も関係各位
のご協力をいただきながら協会運営を行っていきますので、
何卒よろしくお願い申し上げます。課題である会員拡大に務
めるとともに、今後も感染症対策等に取り組んでいきます。

●島根県ペストコントロール協会 � �����������������������  会長　永原　秀治

①　一昨年に続き、連日猛暑日となった夏。記録的高温と
なり40℃に迫る異常気象となりました。その影響か害虫
獣等の活動も違う動きとなっておりました。また、10月
には防除作業従事者研修会を実施しました。

②　今以上にペストコントロール業の認知度を高め、公衆
衛生の向上並びに感染症対策に尽力していきたいと考えま
す。また、協会の会員増強にも尽力したいと考えておりま
す。

●（一社）広島県ペストコントロール協会 � ��������������������  会長　堺　　雅秋

①　県内で発生した高病原性鳥インフルエンザ対応防疫業
務で、鶏舎内消毒業務を初めて実施。また環境省からの委
託業務で、港湾周辺地域のヒアリ類確認調査業務も会員協
力のもと実施することができました。

②　本年も感染症対応の防疫業務及び外来生物等の調査防
除業務、また県民の皆様からの身近な害虫防除相談等に対
して、会員協力のもと迅速な対応で活動していきたいと思
います。

●（一社）岡山県ペストコントロール協会 � ��������������������  会長　山口　一雄

①　県協会の会員の皆様の協力を得て、「ムシの日」を広
報活動として岡山市役所本庁舎で実施することができまし
た。

②　気候の温暖化傾向は今後も続くのでしょうが、新しい
年も災害の少ない年になればと願っております。

●山口県ペストコントロール協会 � �����������������������  会長　江川　和宏

①　新年早々に防府市で高病原性鳥インフルエンザが発生
し翌日早朝より車輛消毒の対応に追われた。発生当日の夜
に消毒の依頼があり、協会各社へ協力要請しなければなら
ず、初動対応の難しさを痛感した。

②　昨年の経験を活かし、高病原性鳥インフルエンザ発生
時の緊急対応がレスポンスよくできるように畜産振興課・
ペストコントロール協会会員各社との連携を密にして有事
の際に備える。

●（一社）徳島県ペストコントロール協会 � ��������������������  会長　榊　　宏治

①　行政機関への働きかけで協会の認知度は、多少なりと
も上昇してきたが、各会員とも人材不足により害虫相談等
の対応に苦慮している現状が露呈した年でした。

②　今年の課題として会員の増強、地震や豪雨等の自然災
害及び感染症に備えて各行政機関や関係団体との連携強化
を進めたいと考えます。

●（一社）香川県ペストコントロール協会 � ��������������������  会長　大須賀裕康

①　伝染病の心配もなくパリオリンピックも無事開催され
ました。一方で緊迫した世界情勢を鑑みると、平和とは程
遠くモヤモヤとした年となりました。

②　能登の地震に次いで、南海トラフ地震災害も身近に感
じてなりません。リスクマネジメントを意識した行動をし
ようと思います。歳のせいか、次に起こり得る災害、危機
が優しいものであってほしいと切に願うばかりです。

17-21年頭の挨拶.indd   2017-21年頭の挨拶.indd   20 2025/01/07   13:402025/01/07   13:40



「ペストコントロール」2025年1月号 21

①令和６年を振り返って　②令和７年の抱負

●愛媛県ペストコントロール協会 � �����������������������  会長　渡部　賢吾

①　県内で豚熱の発生があったがワクチンの接種があった
ため対応することはなかった。インバウンドの関係か、協
会へ行政機関や企業、個人からもトコジラミについての相
談が例年に比べ多くなったと実感。

②　今後も会員と共に感染症等の知識・技術の習得、自然
災害等、防疫活動へより一層の連携をとり、対応を強化し
取り組み、各行政機関や関係団体との連携を強化、協会と
して会員増強と、協会活動の充実を図りたい。

●佐賀県ペストコントロール協会 � �����������������������  会長　中島　千尋

①　能登半島地震発生からの我国日本の元日、そのあと各
地での豪雨災害の発生、未だ復旧は進まず復興も見通せな
い。政府の支援も弱い。政局も混沌とし、いささか波乱含
みの様相。国民に元気を与える政策を政府はできてない。

②　景気低迷の要因の一つは継続する物価高です。政府に
は思い切った財政支援と減税対策で本気で日本を元気にし
てもらいたい。当業界の社会的向上には、やはり商売繁盛
による利益upと皆の手取りも大きく増えることが肝心。

●（一社）長崎県ペストコントロール協会 � ��������������������  会長　濱崎　昌宏

①　新型コロナウイルスや鳥インフルエンザ等の感染症対
策で何かと慌ただしい日々が続いていた近年と比べると業
務的には落ち着いていましたが、繁忙期の酷暑による体調
管理に難しさが出た１年でした。

②　例年同様、協会員との協力体制の維持を図りながら、
関連団体との連携にも注力し、情報の共有化に努めていき
たいと考えています。

●（一社）高知県ペストコントロール協会 � ��������������������  会長　三宅　弘晃

①　高知市と災害時防疫対策について合同勉強会や訓練を
行い、ペストコントロール協会の重要さを認知して頂きま
した。近年多発している災害等に備え、行政との連携の重
要さを再確認できました。

②　日本各地で地震等の災害が起こっています。高知県も
南海トラフの地震対策が急がれております。四国は一つと
いう思いで協力体制をしっかり立てて備えていきたいと思
います。更に協会員と情報交換を密にして参ります。

●（一社）福岡県ペストコントロール協会 � ��������������������  会長　田中　一生

①　コロナ以降、本会主催の研修会を初めて開催できた。
しかし参加者が予想より若干少なかった。参加時期を含め
る開催方法について、また研修内容についても見直し検討
したい。

②　鳥インフルエンザなどの家畜伝染病の対応、外来生物
への対応、災害時の対応などを、会員の皆様、行政機関と
の連携を密にして迅速に対応できるように準備して取組ん
でいきたい。

●沖縄県ペストコントロール協会 � �����������������������  会長　下地　常弘

①　沖縄県では11月に発生した本島北部の豪雨被害で国
頭村で多くの被害が発生し、土砂災害後の消毒や復旧作業、
および各市町村との事前の協議や連絡体制の重要さを痛感
する年となりました。

②　前年の反省を踏まえて、防災対策の事前対策体制構築
に取り組みたいと考えています。

●（一社）鹿児島県ペストコントロール協会 � �������������������  会長　永田　公宏

①　鳥インフルエンザの発生も少なく落ち着いた年であっ
た。ただ鹿児島の繁華街天文館においては、ネズミ被害が
多く、行政及び地域の方々の協力を得ながら、駆除に努め
る年であった。

②　近年、地震や水害といった災害が多く、素早い対応が
できるように、体制を整えることを課題としたい。そのた
めにはどのような対策を講じなければならないか、会員同
士話し合い、対応していきたい。

●（一社）熊本県ペストコントロール協会 � ��������������������  会長　東田　大介

①　協会員にとって魅力ある協会とすべく、「会員間の交流の
促進」と「学びの場の提供」に取り組んでいますが、勉強会（２
回）とコロナ禍以降始めてのBBQ懇親会を開催できました。
１歩１歩ではありますが前進できた年であったと思います。

②　当会には感染症予防衛生隊がないため、その体制づくり
のため、勉強会の開催と会員間の交流を進めてきました。今年
はいよいよ隊を立ち上げ、行政機関への報告とともに関係強
化を進めていきます。

●大分県ペストコントロール協会 � �����������������������  会長　菊屋恵理子

①　令和６年も自然災害後の消毒作業がありました。年々、
自然災害の大きさに心痛めることが続きます。県民のため
に緊急性の高い作業も、いつでも出動できる体制にある県
協会会員の意識は誇らしいものと改めて、感じます。

②　個々の協会員の仕事でも、年々増える自然災害にいろ
いろな対応が必要となっています。新しい知見も必要です。
各社、各地区、各市町村と、いろいろな連携をとり、みな
さまに安心していただける協会でありたいと、願います。

●（一社）宮崎県ペストコントロール協会 � ��������������������  会長　髙野　誠司

①　宮崎市が委託業務に関して大幅な見直しを行い、これ
まで協会が受け皿だった一般家庭のスズメバチ駆除は廃止
になり、学校施設については公募により包括管理に変更さ
れるなど、激変の年だった。

②　包括管理については、他県の自治体でも実施されてお
り、更に広がると予想される。今後、全国の協会で情報共
有する必要があり、宮崎県協会として情報を発信していき
たいと考えている。

17-21年頭の挨拶.indd   2117-21年頭の挨拶.indd   21 2025/01/07   13:402025/01/07   13:40



22 「ペストコントロール」2025年1月号

Special report スペシャルレポート

ドイツ連邦環境庁主催研究会
「都市ネズミの持続可能なマネジメント」

東京大学　獣医動物行動学研究室　准教授　清川　泰志

今回、2024年９月26日・27日にベルリンにて開催

された、ドイツ連邦環境庁が主催した研究会「都市

ネズミの持続可能なマネジメント（Workshop on 

Sustainable Management of Urban Rats）」に参

加してきた。その結果、日本と欧米との間で様々な

相違点があることに気づくことができたので、下

記に紹介する。

研究会の概要

ドイツ連邦環境庁は、毎年国際研究会を開催す

るための予算を確保しているそうである。これは、

ドイツ連邦環境庁があるザクセン＝アンハルト州

が革新的なアイデアを生み出すために行っている

#moderndenken（現代的な思考）キャンペーンの

一環だと思われる。

今年のテーマは都市ネズミで、「まずは集まろう

（come together!）」というスローガンのもと、世界

中のネズミ研究者に参加が呼びかけられた。

その結果、Robert Corrigan博士（アメリカ）や

Chelsea Himsworth博士（カナダ）といった著名な

研究者をはじめ、オーストリア、オランダ、スイス、

スペイン、デンマーク、フィンランド、フランス、

ポーランドの研究者が集まった。日本からは、私と

大丸合成薬品（株）の長岡氏の２名が参加し、ドイ

ツの関係者を含めて総勢30名での研究会であった

（図１）。

生息場所の違い

日本と大きく異なる点は、欧米で主に問題と

なっているネズミは、街中にいるドブネズミであ

ることであった。

街中のドブネズミが問題となっている理由とし

て、まず舗装されていない地面が多いことが挙げ

られる。人間が立ち入ることを想定しておらず、管

理不十分な緑地が街中に点在しているため、これ

らの緑地がネズミの格好の生息地になっている。

研究会初日の夕方に参加者でネズミ見学ツアー

に行った際も、そのような緑地に行き、無事ネズミ

を見ることができた（図２）。

次に、ネズミの餌が常に存在していることが挙

げられる。欧米では街中の至る所にゴミ箱が設置

されているが、特に大都市では行政によるゴミ回

収が追いつかず、ゴミが溢れてしまっているゴミ

箱も少なくない。

図１　研究会の様子
左：ドイツ連邦環境庁の入り口（本研究会のポスターが掲示されている）中と右：研究会会場の様子
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しかし、文化の違いからゴミ箱を設置しないと

いう選択肢は事態をより悪化させるようである。

ゴミ箱がなければ日本では「ゴミ箱のある場所で

飲食する」または「ゴミ箱のあるところまでゴミを

持って行く」と考える人が多数である（と信じてい

る）が、欧米では「その場でポイ捨てる」と考える人

の方が多数のようである。

ある発表の質疑応答で、「もし街にゴミ箱がな

く、市民がゴミをポイ捨てしない理想的な国があ

ると仮定したら…」というような話になったため、

日本がそのような状況であることを話すと、「ゴミ

箱がなかったら、ゴミがでたら人々はどうするの

か？」「もし私が日本でゴミをポイ捨てしたら、私は

どのような目に遭うのか？」「人々にゴミのポイ捨

てをさせない抑止力は何なのか？」等々、多くの質

問を受けた。

さらに、欧米では食べ物の盛り付けが多すぎて、

こぼさずに食べるのが難しいことも挙げられる。

研究会中のランチに、テイクアウトしたケバブを

軒先のテーブルで長岡氏と食べた際、ふたりとも

多くのトッピングを地面に落としてしまった。

最後に、ネズミに餌付けをする人が少なくない

ことも理由の一つである。上記の緑地で見たネズ

ミは、誰かが与えた野菜や果物を食べに来た子で

あった（図２）。

このように、ベルリンのような大都市でも（人が

立ち入らない）緑地が多く、餌を24時間食べること

ができるため、ドブネズミが問題になっているの

ではないだろうか。ちなみに彼らは、建物の１階に

は侵入するので問題になるが、２階以上で問題に

なることはないとのことであった。

また、欧米をはじめとする諸外国では、下水道か

らネズミが出てくることで、ネズミの問題が発生

していることが非常に一般的である１，２）。ドイツで

も同様であるため、ドイツ連邦環境庁はRaBeKa

（Rattenbekämpfung in Kanälen）プロジェクト

と名付けて、下水道のネズミ対策を進めている。

しかし日本では、ネズミの問題と下水道を関連

づけて考えることは、恐らくほとんどないのでは

ないだろうか。その理由の一つとして、日本の下水

道はネズミが営巣できる場所が少なく、ネズミの

餌となるものが滞留しにくい構造になっているこ

とから、下水道に生息するネズミの数が少ない可

能性が考えられる。この可能性を検討するために、

日本の下水道に関して勉強を進めている。

駆除方法の違い

日本との相違点は、捕まえたネズミのアニマル

ウェルフェアの観点から、粘着トラップの使用が

禁止されていることであった。イギリスで2024年

４月から粘着トラップの使用が規制され始めたこ

とが話題になった３）。しかし、それは規制が始まっ

たから話題になっただけで、ドイツではそれ以前

に、すでに使用が禁止されていたそうである。いず

れにせよ、ネズミの問題が主に街中のドブネズミ

であることから、粘着トラップを使用禁止にして

も大きな問題がないのだろう。

また、殺鼠剤に対する考え方も、日本とは大きく

図２　ネズミ見学ツアーの様子
左：ベルリン街中にある緑地　中：熱心に観察する参加者　右：その緑地で誰かが置いてくれた餌を食べるドブネズミ
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異なるものであった。EUでは、「環境中に流出する

と予想される濃度」が、「非標的生物に悪影響がない

と予想される濃度」を上回る化学物質は使用禁止

となっている。

抗凝血性殺鼠剤に関して言うと、この値が最低

のワルファリンでも10くらいあり、第二世代の抗

凝血性殺鼠剤は最低でも2000近くになる。そのた

め、大前提として「いかなる殺鼠剤もEUでは使用

してはいけない」ということになっている。

しかし、抗凝血性殺鼠剤と同等にネズミを駆除

できるツールが現在なく、ネズミを駆除すること

で伝染病の流行を予防する利益が抗凝血性殺鼠剤

が環境に与える悪影響を上回ると判断されたた

め、やむを得ず抗凝血性殺鼠剤の使用が認められ

ている状況である。

実際、抗凝血性殺鼠剤が非標的動物に多くの悪

影響を与えていることが明らかになっている。

様々な調査の結果、抗凝血性殺鼠剤が幅広い猛禽

類４）や食肉目５）から検出されている。これらは決し

て珍しい事例を集めた結果ではなく、イギリスで

調査されたモリフクロウの20％（33/172羽）６）、ス

コットランドで調査されたアカトビの69 ％

（79/114羽）７）、デンマークで調査されたイタチの

95％（124/130頭）８）、北アイルランドで調査された

キツネの84％（97/115頭）９）、そしてドイツで調査

されたキツネの60％（198/331頭）10）において検出

されている。

また、抗凝血性殺鼠剤は川や下水に流出するこ

とで、水中にいる非標的動物にも悪影響を与えて

いることが明らかになってきた。例えば、ドイツを

流れる16の河川で調査されたブリームの88％

（16/18尾）11）や、ドイツで調査されたカワウソの

67％（82/122頭）12）から、抗凝血性殺鼠剤が検出さ

れている。

これらを踏まえてEUでは、2013年に抗凝血性殺

鼠剤の使用ルールを定め、2018年にはさらに厳し

いルールへと改訂した。その結果、抗凝血性殺鼠剤

を使用する際には、使用区域の制限、使用者の制限、

使用方法の制限などのリスク低減策を並行して行

うことが義務づけられた。

例えば、ドイツにおける使用者の制限は、表１の

ようになっている。特筆すべきことは、使用できる

薬剤と場所に関して、一般人とペストコントロー

ル業者の間に違いがないことである。これは、たと

えペストコントロール業者であっても専門のト

レーニングを受けていない場合、使用区域と方法

の制限に関する知識が不足していると考えられる

からである。

そして、第二世代の抗凝血性殺鼠剤を使用した

り、屋外で抗凝血性殺鼠剤を使用したりするために

は、「訓練されたペストコントロール業者」か「認定

された専門家」になる必要がある。

「訓練されたペストコントロール業者」になるに

は２通りの方法がある。すでにペストコントロー

ル業者として働いている人は、実践（ペストコント

ロール業者として会社で毎日働く）と理論（並行し

て職業訓練校に通い講義を受ける）の両方を含む

３年間のトレーニングを受けることで、最終試験

の受験資格を得ることができる。

また、大工などの専門職としてすでに働いてい

る人は、健康と貯蔵製品の保護（ここに殺虫剤と殺

鼠剤の使用法が含まれている）、植物保護、木材や木

造建築物の保護の３つのパートが含まれている

「有害性の高い物質を用いた害虫駆除の技術規則」

に基づいた講習を受けることで、最終試験の受験

資格を得ることができる。

そして最終試験は、理論的な試験（模擬「顧客」と

の15分間の対話）と実践的な試験（対話からペスト

の種類を決定し、その防除のための適切な措置を

講じる）の両方で構成されており、これに合格する

と「訓練されたペストコントロール業者」になるこ

とができる。

これらの講習や最終試験は、ドイツペストコント

ロール協会（German Pest Control Association）

や 生 態 学 的 ペ ス ト コ ン ト ロ ー ル 促 進 協 会

（Association to Promote Ecological Pest 
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Control）によって行われている。

また「認定された専門家」は、農家や下水道作業

員、清掃員などとしてすでに働いている人で、自社

の敷地内や下水道内だけでネズミ駆除業務を行い

たい場合に目指す資格である。認可を受けた団体

が行っている３-５日間の講習を受けることで、資

格を得ることができる。

しかし、このように様々な制限を設けても、地上

でも13）水中でも14）、非標的動物への悪影響を減らす

ことができなかった。そのため、さらに厳しい使用

ルールへと改訂すべく2024年から議論が行われて

いる。そしてドイツは、少なくとも幾つかの状況下

では、抗凝血性殺鼠剤の使用を完全に禁止しよう

としている。

行政への期待の違い

また欧米では、ネズミの問題に対処するには行

政の介入が必須であると考えられており、この点

が日本と異なると感じた。

ネズミは繁殖力が高く、都市内を容易に移動す

るため、ある建物や地域で駆除を行っても、周囲か

らネズミが流入してすぐに元通りに戻ってしま

う。同様に、ある建物やある地域で環境的防除を

行っても、ネズミが周囲の建物や地域へ移動する

だけで問題は解決しない。そのため、都市全体を見

据えた対策が必要であるという考えが一般的にな

りつつある。

そして、都市からネズミを根絶することは不可

能であるため、ネズミと人間が関わり合う機会を

減らすことが、ネズミの問題に対する現実的な対

処法であると考えられている。市民の主観に大き

く依存する苦情ではなく、センサーなどで得られ

た客観的データに基づいて、都市全体におけるネ

ズミの分布をモニタリングする。

そして、病院や学校、老人ホームといったネズミ

が絶対にいてはいけない場所とその周囲に優先的

にリソースを割く。これにより、ネズミの数を減ら

すのではなく、ネズミが与える悪影響を最小限に

するのである。

また、建物内など私有地にネズミが発生した場

合、そのオーナーが対処しなければならないとい

う法律や条例を策定することも、効果的な対処法

と考えられている。

これらの対処法を実現するためには、行政の介

入が必須であるため、行政との連携方法を研究す

ることに重きが置かれ始めている。

行政と連携する上での最大の課題は「どうした

ら行政が動くか」という点である。様々な研究か 

ら15-17）、行政がネズミの問題に取り組むことに消極

的なのは、それが優先度の低い業務であることが

明らかになってきた。

この背景には、ネズミの問題を客観的に評価で

きる指標が存在しないことが影響している。指標

がないため、施策の目標を明確にしたり、成果を後

から評価したりすることが困難なのである。

また、業務を受注するペストコントロール業者

にも課題がある。提案する駆除方法や費用対効果

の妥当性を客観的データに基づいて説明できてい

ないため、行政が採用したくなる提案がなされて

いないのである。

さらに、行政がネズミの問題に取り組むことは、

５年や10年単位の都市開発プロジェクトの一環と

して進められることが理想的であるが、そのよう

な長期的な施策の立案をサポートし、ネズミの問

表１　抗凝血性殺鼠剤の使用区域と使用者の制限

一般人 ペストコントロール業者 訓練されたペストコントロール業者
認定された専門家

屋内 第一世代 第一世代 第一世代と第二世代
下水道 使用不可 使用不可 第一世代と第二世代

建物の周囲 第一世代 第一世代 第一世代と第二世代
屋外 使用不可 使用不可 第一世代と第二世代
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題に取り組むことによって実現される魅力的な

ゴールを提示できる人材もペストコントロール業

者には不足している。

これらのことが相まって、行政がネズミの問題

に取り組もうとしても具体的な目標や魅力的な

ゴールを設定できず、妥当性が不明なままペスト

コントロール業者からの提案を発注せざるを得

ず、そして施策の成果を評価できないため広報に

も繋げられないという状況に陥っている。そのた

め、行政にとってネズミの問題に取り組むことは、

常に優先度が低い業務になってしまう。

しかし、これらの問題が解決されれば状況が改

善することも、デンマークの事例で示されている。

ネズミの研究者が立ち上げたコンサルティング会

社（AC Heiberg Consult）がペストコントロール

業者側の課題の多くを解決し、行政とペストコン

トロール業者を繋いだ結果、10年間で行政がネズ

ミの問題に割く予算が倍近くに増え、１プロジェ

クト当たりの予算も３倍に迫るほどになった。

国際都市ネズミ学会（International 
Urban Rodentological Society）の設立

研究会の最後に、Claudia Riegel博士とBobby 

Corrigan博士から、国際都市ネズミ学会の設立を

目指しているとのアナウンスがあった。

過去20年間で、多くの都市でネズミに関する苦

情の電話が増加し続けているように、ネズミの問

題はどんどん大きくなってきている。しかし現在、

ネズミに関する情報を交換するための学会が存在

せず、ペストコントロール、野生動物、農業、公衆衛

生、生態学などに関する様々な学会の一部で、限ら

れた情報が少しずつ交換されている状況である。

このように、ネズミ研究者間の情報交換が少な

いことによって、都市ネズミやその駆除法に対す

る誤解、研究者やペストコントロール業者におけ

る専門知識の不足、研究資金の不足、各国行政機関

におけるロビー活動の不足など、様々な問題が起

こっている。

そこで、これらの問題を解決するために、ネズミ

研究者が一堂に会する国際都市ネズミ学会の設立

が提案された。これにより、ネズミに対する関心を

共有し、コミュニケーションを円滑に行うプラッ

トフォームを作成し、ネズミに関する統一見解を

アウトリーチし、研究や駆除法などに関する統一

された基準を作成することが期待される。

まずは、既存のシンポジウムや学会のサテライ

トシンポジウムとして活動を開始し、ゆくゆくは

単独での開催を目指すとのことであった。

全体的な感想

駆除現場についての知識が非常に限られている

ので、私の感想が的外れであることを願っている

が、日本が世界から取り残されているように感じ

た。現代はグローバル化が進んでおり、日本が先進

国を名乗り続ける以上、近い将来に欧米のスタン

ダードが日本にも求められるようになるのは想像

に難くない。それに備えて、ペストコントロール業

界全体が準備を進める必要があるのではないだろ

うか。

まず、ペストコントロール業者やメーカーは、粘

着トラップに依存しないクマネズミ対策法を開発

していくことが必須だと考えられる。より高いレ

ベルでアニマルウェルフェアに配慮することは、

先進国としての証である。この20年間で見られた

動物実験における変化を考慮すると、近い将来、捕

獲したネズミのアニマルウェルフェアに対する配

慮から、粘着トラップの使用が世界から非難され

るようになることが予想される。

そして、（公社）日本ペストコントロール協会に

は、抗凝血性殺鼠剤の使用ルールを策定すること

が望まれる。環境への配慮も先進国の責任である

ことから、近い将来、世界から抗凝血性殺鼠剤の使

用ルールについて問われることが予想される。そ

れに自信をもって対応できるように、日本でも使

用を制限する必要があるのか、制限するのであれ

ば、どの程度の規制が必要かなどを判断するため
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に必要となる客観的データを収集しておくことが

重要である。また、世界情勢の把握も重要である。数

十年後に「抗凝血性殺鼠剤で全ての野生動物を殺

した国」という汚名を日本が受けることがないよ

う、官庁とも連携して研究費を配分するなどして、

（公社）日本ペストコントロール協会がこのような

取り組みを主導していくことを期待している。

最後になったが、（公社）日本ペストコントロー

ル協会をはじめとして、アペックス産業（株）、イカ

リ消毒（株）、大丸合成薬品（株）、鵬図商事（株）およ

びねずみ駆除協議会のご支援をいただくことで研

究会に参加することができた。ここに厚く御礼申

し上げる。
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FOCUS

ゴキブリ駆除業者のウェブサイト上で、「関

東エリア 最安レベルに挑戦！」「シンプル料金

＆明朗会計」などの表示を見た消費者が、適正

かつ低額な料金でゴキブリ駆除ができると思い

駆除作業を依頼したところ、「作業内容に照ら

して過大といえる高額な料金を請求された」と

いった相談が各地の消費生活センターなどに、

令和６年４月以降数多く寄せられている。

消 費 者 庁 は、 調 査 に よ り、 株 式 会 社

O
オ ー ビ タ ル ピ リ オ ド

RBITALPERIODが、消費者の自主的かつ合

理的な選択を阻害するおそれがある行為（虚偽・

誇大な広告・表示）を行っていたことを確認し、

消費者安全法の規定に基づき、消費者被害の発

生又は拡大の防止に資する情報として、事業者

高額な料金を請求するゴキブリ駆除業者
に関する注意喚起

事　務　局FOCUS

の概要（表）のほか、「ゴキブリに対する気持

ち悪さや不安感をあおる説明を行う」「追加作

業の承諾を促す」といった具体的な事例の内容

等を公表し、注意喚起を行った。

また、極端に安い料金を表示するウェブサイ

トには注意する、ゴキブリを発見してもパニッ

クにならず、まずは冷静になるといったアドバ

イスを行っている（図）。

表　事業者の概要

名称 株式会社ORBITAL PERIOD
（法人番号2010401128676）

所在地 東京都豊島区東池袋一丁目31番10号
代表取締役 吉川 孝子
ウェブサイトの名称 害虫110 番
URL http://pest-insectrap.com

○極端に安い料金を表示するウェブサイトには注意する
　ウェブサイト上で極端に安い料金を表示している場合、追加作業が必要と説明するなどした上、高額
な作業料金を請求してくることがあるので、注意する。実際に依頼する場合は、会社概要や所在地、駆
除作業の実績等をチェックして信頼性の有無を確認して選択する。

○ゴキブリを発見してもパニックにならず、まずは冷静になる
　自宅にゴキブリが出たからといってパニックになることなく、まずは冷静になる。自宅を訪問する作
業員は、消費者の不安をあおるような説明をした上で作業内容に見合わない高額な作業料金の請求を
行ってくることがあるので、請求金額を曖昧にされないように、作業前に必ず見積書を作成してもらい、
冷静に作業内容と料金を確認しておく。
　見積書を見て依頼しないことにしたにもかかわらず、居座って契約するまで帰らない等のトラブルに
遭ってしまったら、警察や家族などに連絡をして一人で対応することはやめる。なお、万が一のことに
備えて市販の駆除剤や殺虫剤等を準備するなどしておく。

○ウェブサイトの表示額と請求額が大きく異なる場合は、クーリング・オフができる可能性がある
　特定商取引法上の訪問販売に該当する場合は、契約（申込み）のための書面を受け取った日から数え
て８日以内であれば、クーリング・オフ（無条件での契約解除）をすることができる。また、消費者か
ら訪問を要請した場合であっても、ウェブサイトの表示額と請求額が大きく異なる場合は、クーリング・
オフができる可能性がある。困ったときは、最寄りの消費生活センター等に相談する。

図　消費者庁のアドバイス
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１．概要

衛生害虫かつ不快害虫であるワモンゴキブリ

（Periplaneta americana）の雄は、雌が発する

性フェロモンに強く誘引され、雌に定位・求愛

行動を行う。この性フェロモンは主成分のペリ

プラノンB（PB）と副成分のペリプラノンA

（PA）と呼ばれる互いに似た構造の匂い物質で

構成される。ワモンゴキブリの雄はピコグラム

（１兆分の１グラム）単位の性フェロモンを認

識できる極めて鋭敏な嗅感覚系を長い髭状の触

角に備えている。PBやPAは単独で高い誘引性

を持つことから、ゴキブリの駆除剤として広く

研究されてきたが、PBやPAの受容機構や、こ

れらがどのように処理されて求愛行動に結びつ

くのかは、ワモンゴキブリの性フェロモンが発

見されてから約半世紀の間不明だった。昆虫は

触角に存在する嗅感覚細胞に分布する嗅覚受容

体を介して匂い物質を受容する。本研究では、

分子生物学的手法と神経生物学的手法をワモン

ゴキブリに適用することで、PB受容体とPA受

容体を明らかにし、これらの機能について解明

した。

続いて、同定した性フェロモン受容体遺伝子

を操作することで、PBもしくはPAを感じるこ

とのできないゴキブリを人為的に作成し、行動

学的実験を行うことで、PBおよびPAを処理す

る神経機構（PB処理機構およびPA処理機構）

の性フェロモン行動における役割を明らかにし

た。その結果、雄のワモンゴキブリの脳内では、

PB処理機構の活性化が雌への誘引行動や求愛

行動の解発に必須であることがわかった。一方、

PA処理機構が活性化すると、PB処理機構の活

性化が抑えられ、雄の行動活性が抑制されるこ

とがわかった（図１）。雌から放出されるPBの

量はPAの量より約10倍多いため、遠方の雄の

脳内では、PB処理機構が活性化し、雄を強く

誘引する。一方、雌に近づくにつれ、雄の脳内

ではPA処理機構が活性化するようになる。PA

処理機構の活性化はPBによる行動活性の上昇

を抑えるので、雄は雌の近傍に留まるようにな

り、効率的に雌を定位でき、交尾できるように

なると考えられる。このように、雄ゴキブリは

環境中のPBとPAの分布の変化を正確に感じ取

り、効率良く雌を探索していると考えられる。

以下内容では、これら成果に至るまでの研究に

ついて簡単に紹介する。

研究紹介

ゴキブリの性フェロモンの受容と求愛行動調節機構

関西学院大学 生命環境学部 助教　立石　康介

図１　�ワモンゴキブリの性フェロモン受容・処理・行動発
現機構
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２．はじめに

フェロモンとは個体が放ち、同種他個体へ特

定の行動を起こさせたり、生理状態を変化させ

たりする情報化学物質である。衛生害虫かつ不

快害虫であるゴキブリは夜行性であるため、視

覚情報よりも、主にフェロモンを含めた嗅覚情

報に依存した行動を示す。そのため、フェロモ

ンを含めた匂いを利用してゴキブリの行動を制

御できれば、家屋への浸入を防ぐ効果的な防除

法の開発に繋がることが期待される。このよう

な背景から、ゴキブリの行動を理解するために、

ワモンゴキブリをモデルとして嗅覚受容・処理

機構の解析が進められてきた。ワモンゴキブリ

はゴキブリ類の中でも比較的大型で、実験処理

に対する耐久性に優れているため、電気生理学

的実験による神経機構の解析ができる。近年、

筆者らの研究グループはワモンゴキブリにおい

て嗅覚受容体遺伝子の発現を阻害する方法を確

立し、電気生理学的実験を組み合わせることで

ゴキブリの嗅覚受容体の機能解析を可能にし

た。本稿では、ワモンゴキブリの２種類の性フェ

ロモン受容体の同定と、それぞれの性フェロモ

ン処理機構の行動学的役割について解説する。

３．ワモンゴキブリの
性フェロモンと求愛行動

フェロモンは役割に応じて命名され、性行動

を解発するフェロモンを「性フェロモン」と呼

ぶ。1979年にPersoonsらが初めてワモンゴキブ

リの性フェロモンの単離に成功し１）、これまで

研究が進んできた。ワモンゴキブリの成虫雌は、

性フェロモンとして、主成分であるペリプラノ

ンB（PB）と副成分であるペリプラノンA（PA）

の２種類を放出する。成虫雄は性フェロモンを

受容すると性的興奮状態になり、羽ばたきなが

ら性フェロモン源に向かっていく。性フェロモ

ン源に近づき、雄の触角が他個体に触れると求

愛行動として翅を80°程度の位置に上げ、腹部

を伸長させる行動を示す（図２）。雌はこの求

愛を受け入れると、翅を上げている雄の背部に

マウントする。マウントした雌の生殖器に、雄

が生殖器を接続すると交尾が始まる２）。注目す

べきは、図２に示すようにゴキブリ成虫雄の求

愛行動は、性フェロモンの提示のみで引き起こ

されるため、性フェロモンを受容することが求

愛行動を起こすトリガーとなっていることであ

る。そのため、性フェロモン受容・処理機構を

明らかにすることで、ワモンゴキブリの求愛行

動の発現機構を解明することができる。

性フェロモンの主成分であるPBはもちろん、

副成分であるPAを単独で提示した場合でも成

虫雄はフェロモン源に誘引され、一連の求愛行

動を示す。しかし、PAとPBの混合物を提示し

た場合は、単独でPBを提示した場合よりも雄

の行動活性が下がり、フェロモン源付近に留ま

ることが知られている３）。したがって、PBは

遠方の雄を引き寄せる誘引物質として働き、

PAは単独では誘引物質として、PBと同時提示

することでフェロモン源の近傍に留まらせる拘

束物質として働く。そこで筆者らの研究グルー

プは、これら一連の行動を調節する神経機構を

図２　�福岡大学にて撮影したワモンゴキブリの求愛行動
　　　�ワモンゴキブリを飼育しているケースに成虫雌由来

の性フェロモンを染み込ませた脱脂綿を提示した。
成虫雄が脱脂綿に引き寄せられ、雌の存在の有無に
かかわらず、翅上げ（求愛）行動を開始する。
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理解するために、２種類の性フェロモンの受容・

処理機構を明らかにし、これらの行動学的役割

の解明に取り組んだ。

４．ワモンゴキブリの
性フェロモン受容・処理機構

昆虫は、主に触角に分布している嗅感覚子で

フェロモンや匂いを受容する（図３）。嗅感覚

子内には嗅感覚細胞があり、特定の嗅感覚細胞

には特定の嗅覚受容体が発現している。昆虫の

嗅覚受容体は大きく２つの遺伝子ファミリーに

属し、７回膜貫通タンパク質であるOdorant 

receptor（OR）とグルタミン酸受容体様タン

パク質であるIonotropic receptor（IR）に分類

される。これらは匂い結合性タンパク質とその

共受容体（ORx/ORcoあるいはIRx/IRco）の

ようなヘテロ複合体でチャネル構造を構成す

る。匂い分子がORxやIRxと結合すると嗅感覚

細胞は活性化し、活動電位と呼ばれる電気信号

を発生させる。この活動電位は、触角葉と呼ば

れる一次嗅覚中枢へと伝達され、匂いを認識す

る中枢処理が開始する。したがって嗅覚受容体

は、特定の中枢での匂い処理機構を活性化させ

る上で重要な役割を担っている。

ワモンゴキブリの触角には、棒状感覚子、錐

状感覚子、毛状感覚子と呼ばれる３種類の嗅感

覚子が分布している。棒状感覚子は長さの違い

でさらに２つのサブタイプに分類され、長いタ

イプはsingle-walled B（sw-B）感覚子と呼ばれて

いる。sw-B感覚子は雌や幼虫にはほとんど見ら

れず、成虫の雄にのみ大量に分布しており、PA

感覚細胞とPB感覚細胞を備えている（図３）４，５）。

これら性フェロモン感覚細胞は、触角葉のA糸

球体、B糸球体と呼ばれる領域にそれぞれ接続

していることから６）、ワモンゴキブリはPAお

よびPBの受容・処理機構を独立に備えている

ことがわかる。これら処理機構の行動学的役割

を解明するために、まずPAおよびPB受容体の

同定を行った。

５．ワモンゴキブリの 
性フェロモン受容体の同定

2016年にChenらによって、ワモンゴキブリ

の触角に発現している嗅覚受容体遺伝子の網羅

的発現解析が行われた７）。成虫雌雄の触角を比

較すると、４つのORx遺伝子と１つのIRx遺伝

子が雄特異的に多く発現していることが示さ

れ、これらは性フェロモン受容に関わっている

ことが示唆された。我々はまず、性フェロモン

受容体遺伝子がOR型、IR型のどちらが性フェ

ロモン受容に関わるかを調査するため、ワモン

ゴキブリのORco（PameORco）に注目した。

ORcoの発現が阻害されると、OR型嗅覚受容体

が機能しなくなり、OR型嗅覚受容体を介した

匂い受容ができなくなる。我々はワモンゴキブ

図３　ワモンゴキブリの性フェロモン受容機構
A. ワモンゴキブリ成虫雄の触角上嗅感覚子の分布。
電子顕微鏡観察下の写真から感覚子の分布を模式化
した。成虫雄の触角上には性フェロモン感覚細胞を
もつsw-B感覚子が大量に分布している（Tateishi et 
al., 2020から図の一部を抜粋および改変した）５）。B. 
sw-B感覚子の内部構造の模式図。内部に４つの嗅感
覚細胞があり、その中にPA感覚細胞とPB感覚細胞
がある。それぞれの嗅感覚細胞は樹状繊毛を感覚子
内に伸長させており、PA感覚細胞はPA受容体、PB
感覚細胞はPB受容体を樹状繊毛に発現させている。
性フェロモンが受容体と結合すると、嗅感覚細胞が
活動電位を発生させ、各糸球体へ情報を伝達し、中
枢処理が開始される。
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リではRNA干渉（RNAi）法によって嗅覚受容

体遺伝子の発現を効果的に阻害できることを発

見し、PameORcoの発現が阻害されたゴキブリ

の作出に成功した８）。さらに電気生理学的実験

により、PameORcoが発現阻害されたゴキブリ

では、棒状感覚子におけるPA感覚細胞とPB感

覚細胞を含む全ての嗅感覚細胞で匂いに対する

反応が消失していることを確認した。この結果

から、性フェロモン受容体がOR型嗅覚受容体

で構成されていることが明らかになった。

上記の結果から、我々はChenらが報告した

成虫雄触角で多く発現する４つのORxに性

フェロモンPA、PB受容体の候補があると考え、

雄特異的な４つのORx（PameOR1、PameOR2、 
PameOR53、PameOR62）に注目した。これら

の受容体を解析した結果、PameOR1の発現阻

害はPA感覚細胞の反応を消失させ、PameOR2

の発現阻害はPB感覚細胞の反応を消失させる

ことを明らかにした。このことから、PA感覚

細胞のPA受容体はPameOR1/PameORcoのヘ

テロ複合体で構成され、PB感覚細胞のPB受容

体はPameOR2/PameORcoで構成されることが

明らかになった。さらに、PA受容体はPBに対

して反応せずにPAだけに反応する一方で、PB

受容体はPBだけでなく、PA受容体と比べて低

感度ではあるがPAに対しても反応することも

明らかにした。

RNAi法を用いて各性フェロモン感覚細胞の

反応を選択的に消失させることにより、PA、

PB感覚細胞の下流にあるPAまたはPB処理機

構のいずれか一方のみを活性化させるゴキブリ

を作出することが可能になった。このようなゴ

キブリに各性フェロモンを提示し、行動を解析

することで、各処理機構の行動学的役割を明ら

かにできると考えた。

６．ワモンゴキブリの２種類の
性フェロモン処理機構の行動学的役割

PAおよびPB処理機構の行動学的役割を明ら

かにするために、PameOR1が発現阻害された

ゴキブリとPameOR2が発現阻害されたゴキブ

リを性フェロモンであるPAあるいはPBに対す

る行動応答を解析し、無処理の個体のフェロモ

ン行動と比較した（図４）。無処理のゴキブリ

はそれぞれの性フェロモンが提示されると、歩

行活性が上昇してアリーナを走り周り、求愛行

動を示すようになった。特に、PBを提示すると、

PAを提示した場合よりゴキブリは顕著に歩行

活性が上昇し、求愛行動を頻繁に示した。
PameOR2が発現阻害されたゴキブリはPB処理

機構が機能しない状態であり、PA、PBのどち

らに対してもほとんど行動活性を示さなかっ

た。これに対し、PameOR1が発現阻害された

ゴキブリは、PA処理機構が機能しない状態で

あるにも関わらず、PBだけでなく、PAに対し

ても顕著に歩行活性が上昇し、求愛行動を頻繁

に示した。このPAに対する行動活性は、PAが

図４　�性フェロモン受容体の発現が阻害されたゴキブリの
性フェロモンに対する行動活性
A. 赤外線下で撮影した、各処理区におけるワモンゴ
キブリの性フェロモンPA、PBに対する４分間の行
動軌跡。B. それぞれの処理区における各性フェロモ
ン提示後の総移動距離と翅上げ（求愛）行動を示し
た個体の割合。括弧内の数字は個体数を示している。
グラフの上のバーはSteel検定の結果を示している。
この図はn.s.＝P> 0.05、*＝P<0.05、**＝P<0.01、
***＝P<0.001。この図はTateishi et al., 2024を改変
した10）。
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PameOR1ではなくPameOR2で受容され、PB処

理機構が活性化することで引き起こされた行動

であると解釈できる。これらの結果から、PB

処理機構の活性化が求愛行動を引き起こす上で

重要であることが明らかになった。また、PA

処理機構が機能している方がPAに対するゴキ

ブリの行動活性が下がることから、PA処理機

構の活性化はPB処理機構の活性化を抑制する

機能があると考えられる。

これら性フェロモン処理機構を生態学的な観

点から考えてみる。ワモンゴキブリ成虫雌がも

つ性フェロモンの成分比はPA：PB＝1：10と

報告されており、PBを多くもっている９）。放

出された性フェロモンは空気中を拡散され、濃

度の高いPBは遠方まで検出可能な濃度で広が

ることになる。そのため、雄はPBを頼りに遠

方から雌の元まで近づいていく。雌の周辺に来

るとPAの濃度が高くなり、PAを同時に受容で

きるようになる。このとき、PA処理機構が活

性化することでPB処理機構の活性化を抑制し、

これがストップシグナルとして伝わることで雌

への定位を補助すると考えられる。このように、

各性フェロモン処理機構はゴキブリの求愛行動

の調節において異なる行動学的役割を果たして

いることが予想できる。

７．最後に

ワモンゴキブリの繁殖の防止と適応度を低下

させるために性フェロモンコミュニケーション

を攪乱することは有効な防除法となり得る。し

かし、ゴキブリの性フェロモンを合成するのは

非常にコストがかかり、性フェロモンそのもの

を利用する防除法の実現は現実的ではない。現

在、性フェロモン受容体の機能についてさらに

詳細な解析が進められており、防除のための代

替可能な化学物質についても見つかる可能性が

ある。また、性フェロモン受容体だけでなく、

プロフィール� profile

立石 康介（たていし こうすけ）
福岡県出身。2022年、福岡大学大学院理学研究科地球
圏科学専攻博士後期課程修了。日本学術振興会特別研
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ロモン受容における高感受性はどのようにして成立さ
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生理学的実験を中心に研究を展開している。博士（理
学）。

他の嗅覚受容体について解析していくことで、

ワモンゴキブリが受容する匂いについての理解

が飛躍的に進展していくことが期待され、より

防除に効果的な誘引物質や忌避物質が見つかる

かもしれない。筆者らの研究グループはゴキブ

リの行動生態学的な理解を進めるべく、今後も

嗅覚受容体に注目した研究を展開していきたい

と考えている。
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確認しておこう

令和６年度　
鳥インフルエンザ防疫対策緊急全国会議

！

事　務　局

今シーズンの全国の養鶏場における鳥インフ

ルエンザの発生は、これまでで最も多かった令

和４年秋からのシーズンに並ぶペースとなって

おり、農林水産省は「鳥インフルエンザ防疫対

策緊急全国会議」を11月にオンラインで開催し、

都道府県の担当者に対策の強化を呼びかけた。

会議では、江藤農林水産大臣の挨拶の後、農

林水産省の担当者により、今シーズンの発生状

況、今後の対策強化のポイント等について説明

が行われ、発生時には防疫により病原体の拡散

防止が最重要であるとして、民間事業者の動員

による効率的な防疫作業について検討すること

などを求めた。

今後の対策強化のポイント

①飼養衛生管理の「隙」を埋める対策

発生した養鶏場を調査したところ、外部の業

者が訪れた時に靴や衣服の交換が徹底できてい

なかったケースや、換気の際に外からのホコリ

と一緒にウイルスが持ち込まれたとみられる

ケースがあったことが報告され、農場外の関係

者を含めた飼養衛生管理の徹底（不要不急の工

事の延期等）や、鶏舎への塵埃侵入防止対策（乾

燥した環境下における散水・消毒等）が重要と

した。

②再発対策

過去に発生した農場又は地域における再発が

確認されており、「一度発生した地域では再発

のリスクが高い」という認識を徹底し、特に農

場密集地域での注意喚起、既発農場・地域への

指導強化が必要とした。

③大規模農場対策

飼養羽数20万羽以上の大規模農場における衛

生対策の実施状況について調査したところ、点

検項目によって実施率にばらつきが見られる結

果となったことから、衛生管理の再点検を求め

た。そして、人・物・家畜等の動線を分けるこ

とで農場を分割すると、殺処分の範囲を限定す

ることが可能となることから、殺処分羽数の低

減に向けた「農場の分割管理」の推進について、

取り組み事例を紹介し、導入の可能性を確認す

るよう求めた。

④発生時の速やかな防疫措置

発生時は、防疫措置（殺処分・埋却等）によ

る病原体の拡散防止が最重要であり、事前の演

習のほか、十分な資機材・作業員の確保が必要

である。作業員の確保については、一部の県に

おいて民間事業者を動員することで効率的な防

疫作業＊を進めているとして「こういった取組

も必要に応じ検討いただきたい」としたうえで、

関係団体や民間事業者の動員に際して、業務委

託を行う場合は、家畜伝染病予防費の交付対象

となることを説明された。
＊�殺処分・清掃・消毒、サポート基地運営補助等
の作業について、県と民間事業者が協定書を事
前に締結しておき、発生疑い時点で、期間・人
数を指定し緊急随意契約をする
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確認しておこう

ランピースキン病　
防疫対策の徹底について

！

事　務　局

令和６年11月６日、福岡県の２農場において、

我が国で初めてランピースキン病の発生が確認

された。以降、福岡県の８農場、福岡県の発生

農場から移動した牛が飼養されていた熊本県の

１農場で発生が確認されている。

ランピースキン病は、ランピースキン病ウイ

ルスによって引き起こされる牛や水牛の病気

で、人には感染しない。感染拡大の主な要因は、

蚊、サシバエ、ヌカカ、マダニ等の吸血昆虫（ベ

クター）で、ベクターによる機械的伝播＊によ

り感染する。
＊�ベクター体内で微生物が増殖することなく機械
的に運ばれて感染する

死亡率は高くなく、自然治癒するが、家畜伝

染病予防法に規定する届出伝染病に指定されて

おり、発症した牛の早期発見、隔離、移動の自

粛、害虫防除対策、ワクチン接種等の総合的な

防疫対策によって、発生及び感染拡大を効率的

かつ効果的に防止することが重要である。

農林水産省は、通知「国内におけるランピー

スキン病発生に伴う防疫対策の徹底について」

を発出し、感染が疑われる牛がいた場合は速や

かに隔離して報告することや、平時から害虫の

防除を行うために殺虫剤の散布その他必要な措

置を講ずること等、防疫対策の徹底を呼びかけ

ている（図１、２）。

１．�飼養している牛を定期的に観察し、飼養する牛に全身の皮膚の結節や水腫、発熱、乳量の低下等の本病を疑う症状が
みられた場合には、当該牛や群から速やかに隔離して管理するとともに、獣医師又は家畜衛生保健所に連絡すること。

２．�本病は、感染した牛の移動により感染拡大するおそれがあることから、出荷等により農場外へ移動させる場合には、
健康状態を確認すること。

３．�本病は、蚊、サシバエ、ヌカカ等の吸血昆虫（ベクター）による機械的伝播により感染が成立すると考えられている
ことから、平時から害虫の防除を行うために殺虫剤の散布その他必要な措置を講ずること。

４．�本病ウイルスが付着した飼養器具等の持込みが感染の原因となるおそれがあることから、他の畜産関係施設等で使用し、
又は使用したおそれがある飼養器具等は、原則として農場内に持ち込まないこと。やむを得ず持ち込む場合は、洗浄、
消毒その他必要な措置を講ずること。

５．�血液を介して本病の感染が成立する報告もあることから、注射針、人工授精用器具その他体液（生乳を除く。）が付着
する物品を使用する際は、１頭ごとに確実に交換又は消毒を実施すること。

図１

図２
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ペストコントロール技術セミナー

米国のシロアリ用防除剤の
開発と歴史
（公社）日本ペストコントロール協会　名誉会長　平尾　素一

１．はじめに

2024年８月７日－９日までインドのムンバイで

FAOPMA-Pest Summit2024が開催された。初日

のトップにChow-Yong Lee氏（カリフォルニア大

学教授）によるシロアリ剤の講演がオンラインで

行われた。現在、数多くのシロアリ剤があるが、その

殺虫力、忌避性、用法等について、最近の研究成果を

もとに要領よくまとめられていた。主として米国

での事情ではあるが、日本にもそのまま適用して

も良いもののようなので、Lee先生の許可を得て、

講演スライドから概略を紹介させていただいた。

さらに、2023年にCABI出版から発行された学術

書『Biology and management of Formosanus 

subterranean termite and related species（イエ

シロアリと関連シロアリの生物学と管理）』も参考

にした。編集者は、日本でもお馴染みのNan Yao 

Su氏（フロリダ大学教授）と、Chow-Yang Lee氏の

お二人で、世界的なシロアリの権威者である。シロ

アリ研究の各分野の17名の専門家により、19章に

わたって執筆されており、第12章「生態、防除」の項

を参考に加筆し、話題を提供させていただいた。

２．シロアリ剤の開発と使用の歴史

イ エ シ ロ ア リ（Formosanus subterranean 

termite：以下FST）による被害は、全世界で毎年

40billonドル（約５ 兆5000億円）、米国のみで１

billionドルと言われている。1960年代以降、米国で

はシロアリの予防と防除のために、多くの液剤と

ベイト剤が利用されてきた。

かつては、主に液剤が使用されてきたが、最近は

ベイト剤との併用も増加している。新築の建物で

は、予防のために住宅の敷地の基礎部分と地面の

間に防蟻液剤を処理することにより、土壌と建物

の間にバリア層を形成し、侵入を防いできた。

また、既設の建物に被害があった場合は、床の基

礎コンクリート層に多数の穴を穿孔し、シロアリ

剤を機械で泡状に加工し、コンクリート下に加圧

注入し、泡膜を均一に広げて防虫層を形成すると

いう方法がとられてきた。この液剤のみの使用率

は、米国で徐々に減少しており、2020年には52％、

2021年には42％、2022年には33％となっている。

一方、液剤とベイト剤との併用は、2020年には

32％、2021年には38％、2022年には62％と増加して

いる（PCT誌）。

1960年以降、FSTに対する殺虫剤が次々と開発、

評価され、使用されてきた。1930-40年代には、ヒ素

系の粉末が使用され、蟻道に粉末を撒いておくと

接触し、巣に持ち帰りコロニーを全滅させるとい

う方法がとられていた。日本でも戦後はしばらく

使用していたと聞いている。

その後、初期の合成殺虫剤であるクロールデン

やヘプタクロールなどの塩素系殺虫剤が使用され

た。残効性が長く、土壌処理後35年以上活性があっ

たことが実証されている。しかし、土壌中にいつま

でも残留するということが問題となり、リスクア

セスメントの結果、EPA（米環境庁）は1988年にそ

の使用禁止とした。
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代わって、その少し前から有機リン剤が登場し、

クロールデンの代役を果たした。1991年の全米ペ

ストコントロール大会が、ニューオーリンズで開

催された折、クロルピリフォスメチルこそクロー

ルデンに取って代わるものと、ダウ社は参加者全

員を無料でミシシッピ川の観光蒸気船を貸し切っ

て招待し、さすが米国とその豪華さとスケールの

大きさに感激した思い出がある。この有機リン剤

も2000年には室内での使用が制限された。

その後も、より安全性の高いものが求められ、こ

の70年間に少なくとも10クラスの合成殺虫剤が

次々と市場に投入されてきた。カーバメイト、ジア

ミド、ネオニコチノイド、オキサジアン、フェニール

ピラゾール、ピロール、シペルメトリン、ベルメトリ

ン、イソフェンホス、フェンバレレートなどである。

シロアリ剤ではシペルメトリン、ぺルメトリン、

イソフェンホス、フェンバレレート等である。

1955年にはベイト剤として、セントリコンが開

発され、住宅周りで集めて殺すというより安全で、

土壌処理に使用する薬剤量に比べ、超微量でも効

果を出すという工法が開発された。その後も新し

いタイプのベイト剤がいくつも開発され、利用さ

れてきた。

３．FSTに対する忌避性による
シロアリ剤の４分類

土壌処理したシロアリ剤に対するFSTの反応を

知る前に、FSTの基本的な生態（職蟻は、同じ巣の

仲間と、食物や体液を口や肛門から舐めあって交

換していること、死んだ仲間には接近しないこと

など）をまず知っておくことが必要である。

シロアリ対策として、土壌中にいろいろなシロ

アリ剤が処理されるが、FSTがどう反応するか、建

物への被害防止ができるかを知っておく必要があ

る。

シロアリ剤の忌避性の強さ、殺虫性等によって、

米国ではタイプⅠからⅣに分けられている。1990

年頃からNan Yao Su氏は、シロアリ剤に対し触れ

た際の死亡率だけでなく、その後の行動によって

有効成分を分類する方法を採用するようになっ

た。Chow-Yong Lee氏によりさらに手直しが加え

られ、分類されている（表１、図１、表２）。

４．シロアリ剤の効果と 
Bioavailability（生物学的利用能）に

影響する要因

土壌に処理されたシロアリ剤は、徐々に分解さ

れるが、色々な条件がその持続性に影響する。シロ

アリ剤の（１）物理的特性（２）土壌の特性（３）土壌

水分含有量（４）土壌pH（５）土壌温度（６）微生物に

よる分解（７）光分解（８）初回散布量等々によっ

て、影響を受けると言われている。

（１）物理的特性

水溶性、蒸気圧、オクタノール-水分配係数（Log 

Kow）、有機炭素－水分配係数（Log Koc）などで、

表３に値を示した。

Log Kowは化合物の親油性を示し、値が低いほ

どシロアリ剤は水に溶けやすい。土壌吸着係数と

も呼ばれるLog Kocは、土壌中の化合物による死

亡率である。この値が高い化合物は、土壌中の有機

表１　忌避性によるシロアリ剤の４分類

分類 特徴

タイプⅠ 忌避性が強く、シロアリはその処理層への接触を避ける。使用は容易に検知できる濃度で使用し、途切れた層を
作らないことである。無処理の所があればそこから侵入する。触れても死亡しないため、死亡率は極めて低い。

タイプⅡ 忌避性は低いが、殺虫性は速効で、触れて数時間か数日で死亡する。死亡し、そこで死体となって堆積したもの
に対して仲間は忌避するため、次の侵入を防ぐことができる。

タイプⅢ 低濃度では忌避性はなく、タイプⅠとⅡよりも遅効性である。トンネルは封鎖されず、死亡率は時間と共に増加
する。

タイプⅣ 忌避性はないため、ベイト剤として食べさせて、巣に持ち帰らせ、仲間にも分け与えることにより巣ごと死亡さ
せることが多い。

※一般に、タイプⅠとⅡは建設前の住宅に適し、タイプⅢは建設後の住宅への処理に適している。
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物に強く吸着されるので、シロアリは土壌中を容

易には移動しない。一方、Log Kocの値が低い化合

物は、吸収率が悪く、移動性が高いことを示してい

る。

タイプⅠとⅡのシロアリ剤は、一般にタイプⅢ

よりも蒸気圧が高く、忌避特性につながると考え

られている。ほとんどのピレスロイド（シペルメ

トリンを除く）は、水への溶解度が非常に低く、

Log KowとLog Kocが最も高いのに対し、イミダ

クロプリドは、Log Kowが最も低く、水溶性が高

い。雨量が多く、土壌の有機物が少ない地域では、

地下水資源を汚染する可能性が高い。

（２）土壌の特性 

土壌中の殺虫剤の移動は、殺虫剤の物理的特

性、水、生物相、有機物の存在、及び製剤に使用さ

れている溶媒によって影響を受ける。土壌の特

性、pH及び有機物の存在は、殺虫剤の持続性と有

効性に大きく影響する。有機物含有量が少なく湿

潤状態の砂質土では、土壌中の殺虫剤の移動が増

加するが、粘土や有機物含有量が多い場合は移動

が少ない。シロアリ剤の適切な選択は大切で、多

くのデータが論文として発表されているが、日本

では情報は少ない。

（３）環境条件と変化する気候

シロアリ剤を処理した土壌への浸水（flooding）

による成分の浸出（leaching）と加水分解を通じ、

シロアリ剤の効力に影響を及ぼす可能性がある。

水はLog Kowが低いシロアリ剤の移動に影響を

及ぼす可能性がある。

表３によると、有機物含有物の多い土壌中の

Log Kocが高いシロアリ剤（ビフェントリン、ペ

ルメトリン、クロルフェナピル）は、Log Kocが低

処理層

図１　タイプⅠからタイプⅣのシロアリ剤　処理層に対するイエシロアリの反応
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いシロアリ剤（イミダクロプリド）と比較して、洪

水による影響を受けにくいと考えられている。

砂（低有機物含有）と土壌（高有機物含有）の両

方で処理された異なる濃度（1,10,25ppm）の４つ

のシロアリ剤（フィプロニール、イミダクロプリ

ド、クロラントラニプロール、ビフェントリン）の

野外採取FSTコロニーに対する浸水後の効果の

調査が実施され、浸水の種類に関係なく、ビフェ

ントリンとフィプロニールの効果には影響がな

かったこと報じられている。

色々な条件下でのシロアリ剤の効力減少につ

いて、数多くの試験が行われているが、微生物叢

がシロアリ剤の分解に果たす役割に関する情報

は依然として少ない。近年の不規則な降雨パター

ンと高温による土壌温度の上昇によって、シロア

リ剤の分解速度が加速される可能性が高まって

いるのではないかと懸念されている。
追伸：�建物の床下が浸水した場合、その後シロア

リ剤を再処理すべきかという問題がある。
フィプロニール、イミダクロプリド、クロ
ラントラニリプロール、ビフェントリンの
4種を1,10,40ppmの濃度で、砂と土壌に処
理し、1週間水に浸漬した後、イエシロア
リを接触させ死亡率を調べた実験があった。
ビフェントリン、フィプロニールは洪水の
影響は受けないことが分かったが、イミダ
クロプリドは水溶性が高く、効果が低下す
る可能性が大であるとしている。詳しくは、
Journal of Economic Entomology Vol.113, 
No. 1(2020)367-374P或いは、http://doi.
org/10.1093/jec/toz293を参照いただき
たい。

表２　シロアリ剤の有効成分名、商品名、成分、タイプⅠ-Ⅳの分類表

シロアリ剤成分名 製品名 成分クラス タイプⅠ-Ⅳ
ビフェントリン Biflex, Bifen, Talstar Pyrthroid I
クロールデン Versicol, Octachlor Chlorinated hydrocarbon Ⅱ

クロルピリフォス Dursban, Lentrek Organophosphate Ⅱ
クロラントラニリプロール Altriset Diamid Ⅲ

クロールフェンファ Phantom Pyrrole Ⅲ
クロールフルアズロン Exterra, Exterminate Benzoylphenylurea Ⅳ

サイパーメスリン Demon TC, Cryper TC Pyrethroid Ⅰ
ディクロロメゾチアズ Nexus, Metamisalt Prydopyrimidine Ⅲ

イミダクロプリド Premise Neonicotinoid Ⅲ
インドキサカーブ Advion Oxadiazine Ⅲ
イソフェンホス Pryfon Organophosphate Ⅱ

フェンバレレート Wazary Pyrethroid Ⅰ
フィプロニール Termidor, Agenda Phenylpyrazole Ⅲ

ヘキサフルムロン Sentricon Benzoylphenylurea Ⅳ
ノビフルムロン Sentricon Benzoylphenylurea Ⅳ
パーメスリン Permethrin SFR Pyrethroid Ⅰ

表３　色々なシロアリ剤の物理的特性

分類 シロアリ剤 25℃における
蒸気圧（mmHg）

水への溶解度
mg/l（20or25℃）

オクタノール－水分
配係数（Log Kow）

有機炭素－水分配係数
（Log Koc）

Ⅰ ビフェントリン 1.8×10-7 0.001（20℃） 6 5.4
Ⅰ シペルメトリン 1.1×10-7 <9（20℃） 6.6 5.26-5.76
Ⅰ フェンバレレート 2.8×10-7 0.0024（22℃） 6.2 3.0-4.08
Ⅰ ペルメトリン 2.0×10-8 0.006（20℃） 6.5 3.92-5.74
Ⅱ クロールデン 1.0×10-5 0.056（25℃） 6.16 3.49-4.64
Ⅱ クロルピリフォス 1.87×10-5 1.40（25℃） 4.96 3.9
Ⅲ クロルフェナピル 7.4×10-8 0.12（25℃） 4.83 4.08
Ⅲ クロラントラニプロール 1.2×10-14 1.023（20℃） 2.9 2.6
Ⅲ フィプロニール 2.8×10-9 1.9-2.4（20℃） 3.5 3
Ⅲ イミダクロプリド 3×10-12 610（20℃） 0.57 1.8
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レポート

第75回　日本衛生動物学会 東日本支部大会
イカリ消毒株式会社 技術研究所　所長　木村　悟朗

第75回日本衛生動物学会 東日本支部大会は、第

83回日本寄生虫学会 東日本支部大会との合同大会

として開催された。

【開催日】�2024（令和６）年 10月12日（土）～ 

13日（日）

【会　場】�東京大学 弥生キャンパス�

（農学部１号館８番講義室）

【大会長】�第75回日本衛生動物学会　東日本

支部大会　三條場 千寿（東京大学）

　　　　�第83回日本寄生虫学会　東日本支

部大会 倉持 利明（公益財団法人 目

黒寄生虫館）、新倉 保（麻布大学）

延べ181名が参加し、特別講演４演題、一般講演

35演題、市民公開講座４演題では、活発なディス

カッションが繰り広げられた。

ペストコントロールによる一般講演のうち、３

題を紹介する。また、その他の一般講演（２日目）、特

別講演「マラリアをとりまく異分野融合の成果」、市

民公開講座「顧みられない熱帯病（NTDs）の対策・

制圧において人文学は何ができるか?」について演

題および発表者について発表順に紹介する。

一般講演

動物園でのネズミ対策
谷川　力（日本ペストコントロール協会）

動物園のような環境でネズミが繁殖した場合に

は殺鼠剤が使用できず、展示動物の行動範囲には

粘着トラップを設置することもできない。加えて

ネズミ対策で重要な餌の管理や移動経路の遮断な

ども難しいことが報告された。

伊豆大島のゴキブリ相
小松謙之（東京都ペストコントロール協会）

伊豆大島で2023年秋季に実施したゴキブリ類調

査について報告された。本調査によって伊豆大島

からは新たに４種追加され、合計７種となった。

空間の大きさがハエ類の捕獲効率に
及ぼす影響

木村悟朗（イカリ消毒）

ハエ・コバエ類の捕獲時間は空間サイズが小さ

いほど早くなることはなく、むしろサイズの小さ

い部屋で捕獲までにより多くの時間を要する可能

性もあることを報告した。

大会案内（左）と大会会場（右） 谷川　力氏の講演
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 その他一般講演 

・�白黒縞（ボーダー）柄はヒトスジシマカを誘引す
るか？
�佐々木均（北大総合博物館）

・�白黒縞ボーダー 柄はヒトスジシマカを誘引する
か？ ovitrap による検討
�秦　和寿（日本有害生物研究会）

・�鵜川上流域で草刈り作業中に吸血に来るブユ成
虫の飛来密度
平林公男（信州大学学術研究院理工学域）

・�2023年にトルコ・エーゲ海地方で採集されたヒ
トスジシマカのノックダウン抵抗性遺伝子
葛西真治（国立感染症研究所）

・�トルコ・エーゲ海地方における蚊類のDNAバー
コーディング
山田藍生（国立感染症研究所）

・�トルコにおけるリーシュマニア症媒介サシチョ
ウバエPhlebotomus tobbiの分布推定
所司悠希（東京大学）

・�トルコ共和国 Sivas 県およびTokat県における
マダニ相調査
土井寛大（森林総合研究所）

・�茨城県におけるツノチマダニの採集記録：分布
拡大の兆候について
犬丸瑞枝（国立感染症研究所）

・�各種脊椎動物由来培養細胞株におけるオズウ
イルス感受性の比較ならびに流行地における
媒介マダニ調査
松村　凌（明治大学）

・�茨城県内の植生マダニにおけるオズウイルスの
検出について
大澤修一（茨城県衛生研究所）

・�今夏に都心の歩道を徘徊するワモンゴキブリに
ついて
中野敬一（東京都港区）

・�熱ストレスに対するチャバネゴキブリの凝集反
応
片平浩孝（麻布大学）

・�CDS全長ハプロタイプ解析による室内飼育イエ
バエの殺虫剤抵抗性遺伝子の多様性
駒形　修（国立感染症研究所）

・�ピレスロイド抵抗性畜舎イエバエの拡散と交雑
状況について
仲川幹映（明治大学）

・�本邦から新記録のニクバエ２種
倉橋　弘（国立感染症研究所）

・�アカテタマリン（Saguinus midas）の毛包虫
常盤俊大（日本獣医生命科学大学）

特別講演：
マラリアをとりまく異分野融合の成果

・�マラリア媒介蚊の生理・生態的情報が貢献する
異分野融合
澤邉京子（東京大学）

・�マラリア感染赤血球の「構造と状態」を観察す
る壁を打ち破る
徳舛富由樹（群馬大学）

・�金属元素の制御に着目したマラリア創薬研究の
新展開
和田　章（理化学研究所）

・�アピコンプレクサから探る真核生物の分子進
化
矢﨑裕規（農業・食品産業技術総合研究機構）

市民公開講座：
顧みられない熱帯病（NTDs）の対策・
制圧において人文学は何ができるか ?

・�人々の力でタイ肝吸虫症予防を目指す
宮本和子（山梨大学）

・�顧みられない熱帯病の制圧に向けて：文化的理
解と共感の視点から
佐々美保（東京大学）

・�記録をつけること、テンポをあわせること：ガー
ナ南部における河川盲目症撲滅プログラムから
見えること
浜田明範（東京大学）

・�顧みられない熱帯病のための新薬開発：研究室
から患者のもとへ、そしてその先へ
平林史子（DNDi Japan）

2025年の第76回大会は、本報告者の木村悟朗が

大会長となり、例年どおり秋季に千葉県で開催予

定である（日程等の詳細未定）。是非、多くの皆様に

ご参加いただき、活発にご発表ご議論いただけれ

ば幸いである。
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レポート

第68回　生活と環境全国大会
事　務　局

生活と環境全国大会は、環境保全の普及啓発

を目的に（一財）日本環境衛生センターにより開

催されている。第68回大会は「新たな環境価値

の創造～Well-beingの実現に向けて～」をテー

マとして、令和６年（2024年）10月30日−31日

に、神奈川県民ホール・ワークピア横浜（神奈

川県横浜市）にて開催された。

31日に行われた式典では、環境衛生、環境保

全及び3R推進、生活環境改善事業、監視業務

等に永年尽力し、功績のあった個人や団体に対

し、環境大臣表彰、厚生労働大臣感謝状、厚生

労働省医薬・生活衛生局長感謝状、生活と環境

全国大会長感謝状の授与式が行われ、ペストコ

ントロール協会の会員では、（一社）高知県ペス

トコントロール協会の三宅弘晃氏が環境大臣表

彰を、（公社）神奈川県ペストコントロール協会

の三角秀行氏が生活と環境全国大会長感謝状を

受けた。

式典の後、２つの特別講演「持続可能な社会

に向けたサーキュラーエコノミーへの期待」「最

近の環境行政の動向－ウェルビーイングと新た

な成長－」が行われたほか、大会期間中に生活

衛生・廃棄物・環境保全の３つの公開講座と展

示会などが行われた。

展示会では、（公社）日本ペストコントロール

協会も（公社）神奈川県ペストコントロール協会

とともに出展し、環境と暮らしを守るための活

動についてPRした。

また、共催行事として行われた「全国環境衛

生職員団体協議会 事例研究発表会」では、「蚊・

マダニ・スズメバチ生息状況調査における効率

的な調査方法の追及について」（名古屋市保健

所）や、「千代田区におけるドブネズミ対策」（千

代田区千代田保健所）といったペストコント

ロールに関する発表があった。

３つの公開講座のうち、生活衛生の公開講座

「本当に怖いトコジラミ」での４題の発表につ

いて紹介する。

正しく恐れよう、 トコジラミの
生態・防除について　　

數間 亨（日本環境衛生センター）

トコジラミの生態と習性、潜み場所および目

視確認、被害状況の把握、殺虫剤抵抗性、家庭

で行う駆除について説明された。

殺虫剤抵抗性については、殺虫剤の主要な有

効成分には、ピレストロイド系、有機リン系、

メタジアミド系があるが、現場で確認されたト

コジラミのほとんどが、ピレスロイド系殺虫製

剤に対して抵抗性をもつため、殺虫製剤の有効

成分の選定は駆除において重要になるとした。

また、日本環境衛生センターの環境生物部で

実施しているトコジラミ業務を紹介された。

トコジラミに関する横浜市の取組　　
堀内 隆史（横浜市医療局）

コロナ禍後の人流・物流の回復などもあり、

相談件数が過去最多となったこと、早期に適切

な対応に繋げるため、市民等への周知啓発（広

報紙への記事掲載・講習会開催・立入調査時の

啓発）、保健所職員の相談対応の向上（生活衛

生課のほか福祉関係業務の職員等に研修を実施

等）の取り組みを行っていることを説明された。

また、取り組みを継続するとともに、被害動

向や発生状況の詳細な集計や多角的な分析、情

報収集に取り組んでいくとした。
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プロが行うトコジラミ防除紹介、
最近の傾向について　　
小松 謙之（株式会社シー・アイ・シー）

他の虫と同様に防除を行うには事前調査が必

要であり、特にトコジラミの場合は生息場所と

して寝具周りが多いことから、施工方法の確認

が特に重要であるとして、防除完了までの方法

と流れを説明された。

殺虫剤を主体とした防除方法と、殺虫剤を減

らして物理的な方法を組み合わせた防除方法

（IPM）の２通りがあることを具体的に説明さ

れたほか、効果判定が重要であるとした。

効果判定は、作業完了後にゴキブリ用粘着式

トラップを各所に設置し、卵の孵化日数を考慮

して約１週間後に行う。捕獲された虫体の数や

生死、被害や目撃の有無を確認し、必要であれ

ば追加の作業を行う。さらに１週間後に判定を

行い、異常がないことを確認して終了となる。

また、事前調査をしっかり行い、子供やペッ

トの存在、調度品の種類や状態などをふまえ、

顧客の要望を確認したうえで防除法を決定し、

丁寧に説明することが重要であり、「プロは、

パッと見てすぐ薬剤を撒く、なんてことはしま

せん」と語り、参加者が頷いていた。

なお、近年上市されたメタジアミド系の殺虫

剤について、トコジラミにも適用があり、現場

での知見を集めている最中だが良い結果が集

まっていることから、これからの防除薬剤とし

て期待できるとした。

皮膚科医からみたトコジラミ刺症　
付録：寄生虫症妄想　　

谷口 裕子（九段坂病院皮膚科）

トコジラミ刺症の症状・診断・予防法・治療

について説明された。

治療は、他の虫に刺されたときの治療と同様

に、ステロイド外用薬と、痒みが強い場合には

抗ヒスタミン薬の内服、必要であればステロイ

ド内服薬を使用する。これらの薬剤による治療

を２～３週間続けることで、ほとんどの患者は

軽快するが、症状がこじれて痒疹（硬いしこり）

に移行してしまうと、１年以上長引くこともあ

るという。

また、寄生虫症妄想（ダニあるいはある種の

虫が自分の皮膚・内臓にまでに寄生していると

思い込み、医師が説明しても修正不可能な確固

たる信念をもつ妄想）について説明された。

次回の第69回大会は、2025年10月16日−17日

に宮城県仙台市（フォレスト仙台）で開催され

る予定である。

受賞者の（左）三宅氏と（右）三角氏式　典
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レポート

第40回　日本ペストロジー学会　群馬大会
事　務　局

若手談話会、シンポジウム、28題の一般講演、

協賛企業展示で構成された、第40回 日本ペス

トロジー学会群馬大会は、令和６年12月３日～

４日、群馬県高崎市のGメッセ群馬において、

金杉隆雄氏（県立ぐんま昆虫の森）を大会長に

迎え『知るからはじめるIPM』を大会コンセプ

トに、（一社）群馬県ペストコントロール協会員

を中心とした実行委員会メンバーのご尽力のも

と、盛会裡に開催された。

12月３日13時に金杉隆雄大会長より全国から

参集した参加者へ歓迎の挨拶が行われた後、一

般講演から群馬大会が始まった。

若手談話会

例年大会１日目の午前に開催されている若手

談話会を、今回は試験的に大会前日の午後に開

催した。

談話会では、①これからのペストコントロー

ルにAI技術を いまさら聞けない？チャット

GPT、②研究・施工で失敗した時、どうやっ

て乗り越えましたか？をテーマに、会社の垣根

を越え、体験談や情報・意見の交換が活発に行

われた。

周知が行き届かなかった部分もあったよう

で、大会前日に設定したことについては賛否両

論あったが、参加者や大会運営上の利便性を考

え、次期大会でも前日開催の方向で検討される

こととなった。

シンポジウム

「もっと知ろう！昆虫のこと」をテーマに、

ペストコントロール業界では駆除対象としての

み見なされることの多いシロアリ、ゴキブリ、

アルゼンチンアリについて、それぞれを専門と

する研究者の愛に溢れた講演に、会場に集まっ

た会員が魅了され、活発な討論が行われた。

嶋田敬介先生によるシロアリの講演では、社

会性の意義やゴキブリとの意外な類縁関係な

ど、普段は駆除の対象としか見ていないシロア

リについての「目から鱗」の講演内容に、多く

の会員が惹き付けられた。柳澤静磨先生による

ゴキブリの多様性についての講演では、綺麗な

写真とともに変わった形態や色彩のゴキブリが

紹介され、害虫としての面だけでなく、多彩な

視点から対象を見ることの重要性が指摘され、

大いに啓発された。長島聖大先生によるアルゼ

ンチンアリの講演では、最新の防除技術を用い

た伊丹市における対策がその経緯とともに紹介

され、今後の業務に役立つものと、熱心に聞き

入っている参加者の姿が会場に満ちていた。

これからも、対象となる昆虫やねずみなどに

ついての多様な面からの情報を得て、ヒトや環

境に負荷のかからない、より良いペストコント

ロールを実践していく必要性を考える契機と

なったシンポジウムであった。このシンポジウ

ムを機にペストロジー学会が新時代を迎えたと

評する方々が、会場内に多く見られた。

一般講演

本大会では、座長専任制を採用したことによ

り、各演題の移行がスムーズに行われるととも

に、活発な質疑応答が導きだされたように思わ

れた。

一般講演では、最初に優秀発表賞授賞候補に

ノミネートされた３題が発表されたが、いずれ

の演者の発表も、内容もさることながら、パワー
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ポイントの表現、話し方、質問への受け応えな

ど、日頃の研鑽に裏打ちされたすばらしいもの

で甲乙つけがたく、審査にあたった評議員・編

集委員等を困らせるものであった。

その他の演題も、最新のAI機器から、細菌、

線虫、ヤスデや昆虫、アライグマやネズミとペ

ストロジー学会ならではの多彩な生物種を対象

としたそれらの分布や生態、防除に関するもの

まで、いずれも興味深いもので、会場は近年に

ないほど多くの参加者で埋められていた。

ほとんど全ての発表が良く吟味され、今後の

研究や日常業務に繋がる興味深いものであった

中で、一部には発表内容が法令に抵触するもの

や、試験設計が甘く、演者が結果としたものに

意味の見い出せない発表があるとフロアからの

指摘もあった。40回という回を重ねるなかで

徐々に洗練されてきている大会であるが、経験

豊富なベテランから鞭撻をいただくという場で

もあり、今後より一層吟味した内容の発表が行

われることが期待される。

総会

総会には、執行部の予想を遙かに上回る例年

になく多数の会員が参加した。

今大会は第40回の周年大会であったため、周

年事業として作成された学会ロゴマークのピン

バッジが大会参加者へ配布されたことが報告さ

れた。

また、次期「第41回日本ペストロジー学会新

潟大会」は令和７年11月６日～７日に新潟県新

潟市で開催されることが報告され、大会長であ

る信州大学平林公男氏、実行委員長である（一

社）新潟県ペストコントロール協会玉井茂氏よ

り、新潟らしさ、SDGsを取り入れ持続可能な

学会大会の運営を予定しており、米どころ新潟、

今年世界遺産に登録された佐渡にもぜひお越し

いただきたい旨の挨拶がなされた。なお、報告・

審議事項は、全て承認・可決された。

表彰

今大会では、総会で報告されたように、表彰

用件を満たす論文が無かったため学術奨励賞受

賞者はいなかった。また、大会１日目に行われ

た優秀発表賞の選考結果として、「ハンドスプ

レイヤーによる薬剤散布方法が蚊成虫防除効果

に与える影響」の発表を行った佐々木健氏へ優

秀発表賞を授賞することが報告された。

閉会挨拶

実行委員長の布施正典氏（（一社）群馬ペスト

コントロール協会長）から参加者及び関係者へ

の感謝が述べられ、閉会した。

このようなすばらしい大会を企画・運営して

くださった、金杉大会長、布施実行委員長はじ

めとする大会運営スタッフの方々に心よりの賛

辞とお礼を申し上げたい。

第40回日本ペストロジー学会群馬大会の大会長、実行委員
長、大会運営スタッフ

大会参加者に配布された40周年の記念品（ピンバッジ）
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昆虫研究
こぼれ話 吸血昆虫と“色と柄”

北海道大学総合博物館（酪農学園大学名誉教授）　佐々木　均

吸血昆虫と色の関係に興味を持ったのは、1992

年、ケニアの国際昆虫生理生態学センター（ICIPE）

で、ツェツェバエ捕獲用のNG2Gトラップを見た時

だった。日本でのアブ捕獲用トラップは、全て黒一

色だったが、NG2Gトラップは青と黒の布で作られ

ていて、青が遠くからツェツェバエを誘引し、黒が

定着させる働きがあると説明された。実際使って

みるとよく捕れる。それも、ツェツェバエだけでな

く、アブやサシバエ、シラミバエもよく捕れ、研究

テーマであるツェツェバエの吸血源動物の調査も

うまくいき、その後国際誌に登載された論文の

データを得ることが出来た。一年間の楽しかった

滞在を終え帰国後、さっそく持ち帰ったNG２G、

NGU、VavouaそしてBiconicalトラップでアブを

捕獲してみたが、いずれのトラップでもよく捕れ

ることがわかった。そこで簡単に作れるNGUト

ラップを、黒、青、赤、黃、白の木綿布で作り、静内町

の北大牧場や清里町の神の子池、富山の福光町な

どでアブの捕獲調査を行い、捕獲数を比較した。そ

の結果、ニッポンシロフアブ、ホソヒゲキボシアブ、

イヨシロオビアブでは、青、黒、赤の３色で捕獲数

が多く、白と黄色で少ないのに対し、ゴマフアブで

は、青、赤、白、黒で多く、黄色で少ないという結果が

得られた。この結果から、アブに襲われたくないな

ら、黄色を着れば良いということになり、小清水町

の園芸農家からの相談に、作業着に黄色のオー

バーオールを着てみてはとアドバイスしたとこ

ろ、見事的中し、感謝されたことが後日あった。

TV局から相談を受け、シマウマの縞（しま）の

働きについてケニアでの番組製作の手伝いを

2017年にしたことから、柄にも興味を持ちだし

た。そこで、黒、白、シマウマ縞の木綿布でNZIト

ラップ（ICIPEのDr. MihokがNG2Gなどを改良

したトラップ）を作り、福光町でイヨシロオビア

ブの捕獲調査を行ったところ、シマウマ縞と白

は、黒に比べて捕獲数が少なかった。次に、黒、白、

シマウマ縞の膝掛けを作り、ヒトスジシマカの止

まる数をヒトおとり法で調べたところ、やはりシ

マウマ縞と白は、黒に比べて少なかった。蚊に刺

されたくないなら白っぽい服を着れば良いと言

われているが、加えて、シマウマ縞も蚊対策には

良いことがこれでわかった。と思っていたら、

2023年に某TV番組で、白黒ボーダーは、黒を強調

するので蚊に刺されやすいという専門家の話が

白黒縞のシャツの図とともに紹介された。これ

は、我々のシマウマ縞の実験結果の否定なので、

白、黒、青と白黒、白青、青黒縞の粘着板をヒトス

ジシマカが棲息する都内のお寺の裏山に設置し

て、どの色・柄に多く捕獲されるかを調べる反証

実験を行った。結果は、どの粘着板にも他の昆虫

は捕獲されているのに、ヒトスジシマカだけは捕

獲されず失敗に終わった。そこで、黒、白、白黒縞

の産卵容器（ovitrap）に産み付けられたヒトスジ

シマカの卵の数を比較してみた。結果は、黒＞白

黒縞＞白となり、反証実験は成功した。

後日、”Black Border Increases Stomoxys calsitrans 

Catch on White Sticky Traps”という論文を見

つけた。粘着板の黒い「ボーダー」がサシバエ捕獲

数を増加させるというものであったが、英語の

borderは「縞」ではなく、「縁取り」なので、かの専

門家氏はこれを見て和製英語の意味で早とちり

し、間違った説明をしたのではないかと、ちあき

なおみの「喝采」を聞きながら、TV番組の間違い

に納得した次第である。

48昆虫研究.indd   4848昆虫研究.indd   48 2025/01/07   14:032025/01/07   14:03



「ペストコントロール」2025年1月号 49

Pest World2024
デンバー大会

鵬図商事株式会社　営業部　課長代理

竹中　永典

NPMA（全米ペストマネジメント協会）主

催 のPest World2024が2024年10月22日-25日 に

コロラド州の中北部に位置するデンバーで開催

された。会場は、ロッキー山脈を一望できる

Gaylord Rockies Resort & Convention Center

というリゾート施設に併設されたコンベンショ

ンセンターで、参加者は事前登録者だけで4,000

人超と盛り上がりをみせた。アメリカ本土とい

うこともあり272社の出展があった。今大会の

メインスポンサーであるEnvu社の挨拶では、

M&Aの発表もあり、活気のある業界の様子が

強く感じられた。

Pest Worldでは、害虫の駆除方法だけでな

く、法令やマネジメント、人材の採用方法といっ

た多種多様な教育セッションが用意されてい

る。全米ペストマネジメント協会の取り組みの

ほか、聴講したセッションのうち、ゴキブリと

トコジラミのセッションの概要、展示会の様子

を紹介する。

全米ペストマネジメント協会の取り組み

約4,000社からなる全米ペストマネジメント

協会は、教育、業界リーダーシップ、公共政策

イニシアチブ、市場開発リソースを通じて様々

なサービスを提供している。その中でも特徴的

だった取り組みに次のようなものがあり、全土

のペストコントロール業者をサポートしている

とのことであった。

１．退役軍人の誘致

　退役軍人のペストコントロール業界への再就

職誘致を行い、26社24名の採用に繋がった。

２．殺鼠剤規制に対する擁護活動

業界の代表者としてEPAと協力し、連邦及

び州での立法活動を行っている。

３．Quality Pro制度20周年

協会内の優秀な専門家を認定するQuality 

Pro制度のから20周年を迎えた。

４．�州別の新入社員向けサービス技術者教育の

実施

州によって使用できる薬剤や法令が異なるた

め、州ごとに研修コースを設けている。

講演プログラム

会場
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教育セッション

S10：Bed Bugs and New Developments in 

Control（トコジラミ防除における新たな展開）

Alvaro Romero（Envu社）

・�アメリカの2023年におけるトコジラミの発生は、イ

リノ州シカゴが最も多く、ニューヨーク州ニュー

ヨーク、ペンシルバニア州フィラデルフィアと続く。

依然として世界的に被害は蔓延しており、抵抗性個

体の出現も確認されている。

・�トコジラミが蔓延し、抵抗性個体が出現する中で、

有効成分が２剤入っている薬剤が効果的である。

・�『テンプリドSC』にはイミダクロプリドとB－シフ

ルトリンが入っており、イミダクロプリドがシナプ

ス後膜の受容体に結合し、神経を過剰に刺激し電位

に敏感なNa＋チャネルを開く。そしてB－シフルト

リンが活性化されたNa＋チャネルに優先的に結合

してNa＋チャネルを開いたままにし、神経脱分極を

引きおこす。そしてイミダクロプリドは神経細胞を

過剰に刺激し、B－シフルトリンの効力を高める。

・�以上の作用から、テンプリドは最も抵抗性のある

ジャージーシティ耐性個体に対しても効果を発揮し

た（日本ではテンプリドSCは不快害虫用殺虫剤のた

め、トコジラミには使用不可）。

S 3 1 ： U n d e r s t a n d i n g  C h a n g e s  i n 

Cockroach Feeding Preference（ゴキブリ

の摂食嗜好の変化を理解する）

Coby Schal

（North of Carolina State University）

・�ゴキブリは病原菌のベクターとして重要な衛生害虫

である。また、低所得者層住宅街で喘息を持つ子供

の37％はゴキブリのアレルゲンが原因となってい

る。

・�ベイトの効果を発揮するには、適切な餌付けが必要。

・�ベイト施工はゴキブリに高い駆除効果を発揮した

が、フロリダ州の個体群はヒドラメチルノンによっ

て制御できなかった。

・�有効成分のヒドラメチルノンに耐性があったのでは

なく、グルコースに対する嫌悪行動が出現し、採餌

を拒むため、結果的にベイトの性能が低下する結果

となる。

・�効果的にベイトを使用するためにも、複数商品で

ローテーションすることがコストをかけずにすぐに

取り組むことができる方法である。

今回聴講したゴキブリとトコジラミのセッ

ションでは、低所得者層での被害が拡大してい

る現状と、被害拡大の阻止が大きなテーマの一

つであった。

低所得者層は駆除への予算が出せず、結果的

に発生源となってしまい被害が拡大している

ケースが多数報告されており、子供の喘息等の

要因にまでなっているという。

このような問題は、日本でも聞かれており、

少子高齢化が進む日本では増加傾向にあるとい

える。そのような中で、今後ペストコントロー

ル業界の社会的役割が高まり、ますます重要視

されていくことを強く感じた。

展示会

DX化を推進する企業の展示が目立ってい

た。展示内容はドライブレコーダー兼用の位置

情報管理システム、集客サイトの作成、遠隔シ

ステムを利用した新人教育、決済サービスの代

行など多様で、大規模なブースを展開していた。

また、昨年のハワイ大会で多くみられたトコ

ジラミ関連については依然として出展数も多

く、引き続きトコジラミに対する関心の高さが

窺えた。

日本企業は、防虫ブラシなどを販売する㈱

バ ー テ ッ ク、AI捕 虫 紙 同 定 シ ス テ ムPest 

Visionを販売する環境機器㈱が出展していた。

ペストコントロール協会の業務を

デジタル化・一括管理するサービス

大手製薬会社と同規模、もしくはそれ以上の
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大きなブースを出展し、人だかりができていた

のが、集金・スケジュール管理・顧客管理・マー

ケティング・報告書等の書類作成までを１つの

ソフトで完結できるサービスを展開する会社で

あった。

害虫駆除業者専用パッケージソフト

世界的ペストコントロール会社もソフトを採用

担当者の話を聞くと、日本のような人手不足

による省力化がメインの目的ではなく、社員の

新規雇用に必要な賃金等のコストと、実際の成

果がなかなか釣り合わないため、効率化を図り

収益性の改善を図るのが大半のペストコント

ロール業者の導入理由とのことであった。

周知のとおり、アメリカの最低賃金はこの５

年間上昇を続けており、人件費が経営のコスト

として大きな割合を占めている。そのような中

で、従業員一人当たりの収益性UPが喫緊の課

題である点は、理由は違えど日本が抱える課題

とリンクしており、今後日本でもこのようなシ

ステムの需要はますます高まっていくのではな

いかと感じた。

トコジラミに対する多様な駆除方法

新規薬剤・検出キット・誘引トラップ・新型

スチーマー等、多岐にわたる駆除方法に沿った

資機材が出展されていた。

以前から商品としては存在したシリカに有効

成分（β-シフルトリンとフルピラジフロン）

を加えた新規薬剤や、手軽にトコジラミの生息

を確認できる検査キットがEnvu社から展示さ

れていた。

また、レスケミカル商品として、加熱乾燥蒸

気を使用し、濡れにくい高温の蒸気で成虫だけ

でなく卵も一緒に処理するスチーマー（写真１）

や、対象の建物一棟全体を温風によって加熱し

て駆除する大型の熱処理用ヒーター（写真２）

が出展されていた。

誘引調査トラップは、従来よりも本体を薄く

することで、ヘッドボードやマットレスの隙間

に差し込むことができる新型トラップ（写真３）

も紹介されていた。

次回のPest World 2025は、フロリダ州オー

ランドで2025年10月21日-24日に開催予定であ

る。

写真１　加熱乾燥蒸気スチーマー 写真２　熱処理用ヒーター 写真３　新型トラップ

49-51国際情報.indd   5149-51国際情報.indd   51 2025/01/07   14:042025/01/07   14:04



52 「ペストコントロール」2025年1月号

労働省の芳賀主査に「第1章　建築物の環境衛生行

政」をご講義いただいた。「研修会の進め方」にて従

事者研修会の実施マニュアルや補助教材の紹介

後、各章パワーポイントスライドを解説する「教材

のポイント①、②」に続いた。

講習会の後半は、模擬講義「第5章　殺鼠剤の種

類と使用法」、「第10章　ゴキブリの生態と防除」を

各講師にご講義いただいた。

各受講者はパソコン画面越しにも熱心に聴講し

ている様子がみられた。各地区における従事者研

修会でも、当講習会の内容を生かしていただけれ

ばと思う。

なお、例年同様、修了証等は講習会終了後に受講

者に郵送した。また、各都道府県ペストコントロー

ル協会にも研修会開催時に活用いただけるよう、補

助教材を提供（冊子の送付・講義データ配信）した。

研修会
News

2024年度防除作業従事者研修 
指導者講習会

（公社）日本ペストコントロール協会では、（公社）

全国ビルメンテナンス協会とともに「害虫防除業

中央協議会」を組織し、防除作業従事者研修会の指

導者の育成および資質の向上を目的に「防除業従

事者研修会指導者講習会」を平成12（2000）年から

毎年実施している。

2024年度は、10月4日にビルメンテナンス会館

（東京）の特設スタジオを使用して、5回目のオンラ

イン形式（Zoomミーティングによるライブ配信）

での講習会を実施した。

講師、受講者の協力を得て1日を通じて滞りなく

運営することができた。

総受講者数は41名で、当協会からは17都道府県

より、28名が受講した。

カリキュラムは、「防除作業従事者研修用テキス

ト（2022年版）」に準拠した構成（下表）として、厚生

事　務　局

カリキュラム・講師

開講式 害虫防除業中央協議会 大嶺 健太郎
建築物の環境衛生行政 厚生労働省　健康・生活衛生局　生活衛生課 芳賀　健輔
研修の進め方（実施マニュアル及び補助教材の紹介） 害虫防除業中央協議会 佐田　仁
教材のポイント①（第２章～第８章） 害虫防除業中央協議会 村田　光
教材のポイント②（第９章～第14章） 害虫防除業中央協議会 谷川　力
≪模擬講義≫第５章　殺鼠剤の種類と使用法 害虫防除業中央協議会 谷川　力
≪模擬講義≫第10章　ゴキブリの生態と防除 （公社）東京都ペストコントロール協会 小松　謙之
修了式 害虫防除業中央協議会 谷川　力

Zoomによる受講画面 芳賀主査
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感染症対策講習会

《蚊媒介性の感染症（マラリアとデング熱）ワクチ

ンの開発現状》

世界最大の感染症であるマラリアは、アフリカ

の子供たちが多く亡くなる病気であるため優先し

て対策すべき病気である。マラリア排除のための

戦略とワクチン開発について講義いただいた。

《千葉県における高病原性鳥インフルエンザの発

生状況と対策》

近年の発生状況と防疫措置について、異常発生

の通報から防疫措置開始までの流れと体制、実際

の事例と反省を踏まえた効率的に作業を行うため

の体制の強化等について講義いただいた。

《ペストコントロールに関する公衆衛生の歴史－

戦後活動を中心に－》

故 緒方一喜先生がまとめられた戦後の公衆衛生

の歴史にペストコントロール協会の活動と現代日

本の主要衛生害虫獣や感染症の変遷などを合わせ

た講義を行った。

《日本ペストコントロール協会感染症予防衛生隊》

当協会の「感染症予防衛生隊」設置の経緯と組織

体制、実際の活動実績等について講義を行った。

研修会
News

令和６年度防除技術研修会・
感染症対策講習会

ペストコントロールに関連した話題を中心に、

標記研修会及び講習会を講師の先生方にご協力賜

り、全７演題を２ヶ月間、動画プラットフォーム

（Vimeo）を利用し動画配信形式で開催した。

防除技術研修会

《トコジラミ刺症の臨床と対応》

生態と診察・相談件数、吸血による皮膚炎の反応

発症機序、臨床像、トコジラミを含む虫刺症の原因

となる虫の好発部位、先生ご自身の皮膚で行った

吸血実験の結果やトコジラミ被害が疑われる患者

への指導事例等について講義いただいた。

《トコジラミの防除について》

保健所にて被害確認・相談対応した施設例や相

談者へ指導する素人で出来る駆除方法、実際の一

般家庭での駆除事例や現場で撮影された無吸血の

トコジラミ幼虫の走り回る動画等も合わせ講義い

ただいた。

《アスベスト関連法令の改正による新たに求めら

れる発注者・施工業者の責務》

ペストコントロールにも関連する大気汚染防止

法と石綿障害予防規則について、新たに規定され

た点や強化された点等、改正の概要とポイントに

ついて講義いただいた。

事　務　局

配信期間：令和６年10月１日～11月30日（２ヶ月間）
防除技術研修会

トコジラミ刺症の臨床と対応 兵庫医科大学医学部皮膚科学　教授　夏秋　優
トコジラミの防除について 東京都豊島区池袋保健所　矢口　昇

アスベスト関連法令の改正による新たに求められる発注者・施工業者の責務 （一財）日本環境衛生センター
サステナブル社会推進部　部長　鈴木　弘幸

感染症対策講習会

蚊媒介性の感染症（マラリアとデング熱）ワクチンの開発現状 国立国際医療研究センター研究所
熱帯医学・マラリア研究部　部長　狩野　繁之

千葉県における高病原性鳥インフルエンザの発生状況と対策 元　千葉県中央家畜保健衛生所
所長　青木　ふき乃

ペストコントロールに関する公衆衛生の歴史－戦後活動を中心に－ （公社）日本ペストコントロール協会
技術委員　元木　貢

日本ペストコントロール協会感染症予防衛生隊 （公社）日本ペストコントロール協会
事務局長　茂手木　眞司
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令和６年11月５日に高知市主催の「災害発生

時における防疫活動に係る研修」が行われた。

高知市での災害発生を想定し、災害時におけ

る防疫活動を事例に理解を深め、対応の参考と

することを目的に開催され、防疫活動等に係る

保健所職員や県職員の方など、計21名が参加し

た。

高知市保健所 生活食品課長の西岡勇人氏の

挨拶に続いて、平成30年７月の集中豪雨におい

て防疫活動を行った（一社）広島県ペストコント

ロール協会の中本友若氏による講演（Zoom）が

行われた。その後、会場の総合あんしんセンター

から高知城の西側に広がる城西公園に移動し、

当協会が防疫用機材のデモンストレーションを

行った。

広島を襲った平成30年７月の
集中豪雨におけるペストコントロール協会
の取り組みについて

（一社）広島県ペストコントロール協会　

中本　友若

行政機関との連携等について、説明された。

広島県から各自治体が消毒要請を行った場合

の見積依頼を受け対応したこと、自治体により

要請内容が異なったこと、要請を受け汲取り式

トイレの多い地区の通学路の消毒や浸水家屋の

消毒を行ったこと等のほか、災害廃棄物仮置場

の消毒業務についても要請を受けたが、廃棄物

の処理・撤去が進まず日程調整できないことか

ら要請が取り下げられたこと等も語られた。

また、活動地区ごとに要した日数・人員等の具

体的な説明のほか、スムーズに活動するために、

自治体から住民あての協力依頼文書（消毒に使

用する薬剤、区域内を一律に順次行うこと、ビブ

スを着用したペストコントロール協会員が作業

すること等を明記）が役立ったことについても、

説明された。

防疫用機材のデモンストレーション

（一社）高知県ペストコントロール協会　

松山　博文

城西公園の駐車場横のベンチを家屋床に見立

てて、防疫用機材（動力噴霧器）の実演を行った。

非常用発電機に接続し、具体的な操作方法や、

実際の災害現場での消毒における注意点などを

解説した。

参加者からは、「消毒対象エリアの選定、情報

の収集、薬剤の必要量を算定するイメージが沸

いた」といった感想がよせられているという。

当協会は、「災害発生時における防疫活動の協

力に関する協定書」を高知市と締結しており、災

害に備え、引き続き連携をはかっていきたい。

地区協会
N E W S 災害発生時における防疫活動に係る研修

（一社）高知県ペストコントロール協会　副会長　竹村　元伸
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特定建築物の概況

特定建築物数は48,313（前年度47,910）であっ

た（図A参照）。

 用途別届出数（表A-1参照） 

百貨店が減であったが店舗や事務所などが増

えたことから総数403増であった。

 都道府県別届出数（表A-2参照） 

東京都が8,451（前年度8,432）と最も多かった。

 建築物環境衛生管理技術者の選任（表A-3参照） 

選任している特定建築物数は48,144（前年度

47,678）であった。

 立入検査等（表A-4、A-5、A-6参照） 

27,895回行われ、処分件数は32件（前年度12

件）であった。不適率が最も高い検査項目は前

年度と同じく「相対湿度」で不適率は60.4％（前

年度60.2％）であった。「ねずみ等の防除」の

不適率は3.6％（前年度4.3％）であった。

登録営業所の概況

登録営業所数は17,803（前年度17,914）であっ

た（図B参照）。

 事業区分別登録数（表B-1参照） 

第７号ねずみ昆虫等防除業は2,660（前年度

2,663）であった。

 都道府県別登録数（表B-2参照） 

東京都が2,200（前年度2,257）と最も多かった。

 立入検査等（表B-3、B-4参照） 

7,088回行われ、不適率は「設備」2.1％（前

年度2.0％）「帳簿書類」6.5％（前年度6.2％）「そ

の他」4.1％（前年度5.9％）であった。

第７号ねずみ昆虫等防除業についてみると、

1,098回行われ、不適率は「設備」2.8％（前年

度3.6％）「帳簿書類」5.4％（前年度6.0％）「そ

の他」2.8％（前年度5.6％）であった。

グラフA　特定建築物数 グラフB　登録営業所数

令和５（2023）年度
特定建築物数・登録営業所数等について

厚生労働省が公表した「衛生行政報告例」から
概況をお知らせします。

事　務　局

DATA  データ
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表A-1　用途別　特定建築物届出数の推移
№ 年度 興行場 百貨店 店舗 事務所 学校 旅館 その他 総数
1 平成23年度 2011年度 1,200 2,037 8,257 18,342 3,419 6,049 3,833 43,137
2 平成24年度 2012年度 1,198 2,018 8,509 18,203 3,476 6,008 3,824 43,236
3 平成25年度 2013年度 1,194 1,997 8,840 18,485 3,557 5,990 3,813 43,876
4 平成26年度 2014年度 1,205 2,010 9,104 18,586 3,672 5,992 3,784 44,353
5 平成27年度 2015年度 1,194 1,980 9,359 18,680 3,793 5,995 3,800 44,801
6 平成28年度 2016年度 1,192 1,941 9,555 18,802 3,887 6,062 3,812 45,251
7 平成29年度 2017年度 1,197 1,898 9,762 18,890 3,970 6,146 3,816 45,679
8 平成30年度 2018年度 1,202 1,875 9,911 18,990 4,089 6,319 3,824 46,210
9 令和元年度 2019年度 1,223 1,866 10,023 19,128 4,159 6,526 3,831 46,756
10 令和２年度 2020年度 1,244 1,847 10,144 19,302 4,226 6,647 3,863 47,273
11 令和３年度 2021年度 1,251 1,819 10,262 19,361 4,261 6,742 3,834 47,530
12 令和４年度 2022年度 1,250 1,799 10,397 19,472 4,339 6,818 3,835 47,910

13
令和５年度 2023年度 1,257 1,777 10,532 19,631 4,387 6,871 3,858 48,313

割合 2.6% 3.7% 21.8% 40.6% 9.1% 14.2% 8.0% 100.0%
前年度比 7 -22 135 159 48 53 23 403

表A-2　令和５（2023）年度　特定建築物届出数
№ 都道府県 興行場 百貨店 店舗 事務所 学校 旅館 その他 総数 割合
1 北海道 46 104 626 744 278 531 220 2,549 5.3%
2 青森 26 27 129 166 23 76 41 488 1.0%
3 岩手 22 10 136 146 27 116 53 510 1.1%
4 宮城 22 29 311 416 121 142 67 1,108 2.3%
5 秋田 15 6 111 119 47 77 50 425 0.9%
6 山形 16 24 112 120 53 86 44 455 0.9%
7 福島 29 7 231 191 73 192 69 792 1.6%
8 茨城 19 66 276 281 52 90 78 862 1.8%
9 栃木 23 18 223 177 25 164 42 672 1.4%
10 群馬 27 34 168 196 18 131 66 640 1.3%
11 埼玉 56 137 418 480 161 64 148 1,464 3.0%
12 千葉 63 176 439 523 156 200 142 1,699 3.5%
13 東京 129 54 1082 5266 1067 529 324 8,451 17.5%
14 神奈川 73 32 743 1303 445 276 184 3,056 6.3%
15 山梨 5 4 61 74 15 86 35 280 0.6%
16 長野 17 37 204 241 14 323 92 928 1.9%
17 新潟 30 69 152 263 75 141 100 830 1.7%
18 富山 7 29 114 136 26 82 53 447 0.9%
19 石川 8 26 125 154 40 170 60 583 1.2%
20 福井 7 9 65 97 38 49 45 310 0.6%
21 岐阜 11 14 162 160 22 89 75 533 1.1%
22 静岡 47 50 321 431 140 363 135 1,487 3.1%
23 愛知 81 116 572 1255 223 264 239 2,750 5.7%
24 三重 15 79 112 179 11 122 98 616 1.3%
25 滋賀 19 15 135 115 23 52 41 400 0.8%
26 京都 23 40 148 339 125 236 69 980 2.0%
27 大阪 63 33 742 2016 298 354 238 3,744 7.7%
28 兵庫 43 160 386 651 169 217 150 1,776 3.7%
29 奈良 13 5 116 85 18 41 55 333 0.7%
30 和歌山 6 1 80 84 14 71 29 285 0.6%
31 鳥取 7 9 55 59 12 65 14 221 0.5%
32 島根 18 14 59 86 29 50 26 282 0.6%
33 岡山 26 19 184 195 45 86 57 612 1.3%
34 広島 33 75 205 466 89 126 81 1,075 2.2%
35 山口 14 2 147 140 22 82 65 472 1.0%
36 徳島 11 1 50 82 3 31 19 197 0.4%
37 香川 14 2 95 167 37 55 33 403 0.8%
38 愛媛 22 4 125 168 11 67 62 459 1.0%
39 高知 10 16 39 94 14 41 19 233 0.5%
40 福岡 51 128 399 834 199 229 148 1,988 4.1%
41 佐賀 16 32 41 95 15 45 40 284 0.6%
42 長崎 15 18 93 128 28 108 56 446 0.9%
43 熊本 10 4 154 178 24 90 45 505 1.0%
44 大分 6 22 89 118 10 95 28 368 0.8%
45 宮崎 19 2 89 99 19 53 23 304 0.6%
46 鹿児島 13 13 107 142 6 102 43 426 0.9%
47 沖縄 11 5 101 172 27 212 57 585 1.2%

1,257 1,777 10,532 19,631 4,387 6,871 3,858 48,313 100.0%
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表A-3  令和５（2023）年度　特定建築物　管理技術者選任建築物数

興行場 百貨店 店舗 事務所 学校 旅館 その他 総数
特定建築物施設数 1,257 1,777 10,532 19,631 4,387 6,871 3,858 48,313

管理技術者選任建築物数 1,255 1,774 10,510 19,595 4,368 6,798 3,844 48,144
選任割合 99.8% 99.8% 99.8% 99.8% 99.6% 98.9% 99.6% 99.7%

表A-4　令和５（2023）年度　特定建築物　立入検査等件数

興行場 百貨店 店舗 事務所 学校 旅館 その他 総数

立入検査等回数 
（年度中延数） 558 969 5,885 12,453 2,267 4,175 1,588 27,895

報告徴収 347 675 4,071 10,315 1,753 2,254 1,219 20,634
立入検査 211 294 1,814 2,138 514 1,921 369 7,261
処分件数 0 0 0 13 2 6 11 32
改善命令 0 0 0 13 2 6 11 32

使用停止・使用制限 0 0 0 0 0 0 0 0
改善の勧告 0 0 5 2 0 3 0 10

立入検査等　調査項目 不適合率 調査件数 不適合件数
空気環境・空気調和の調整
1 空気環境の測定実施 1.1% 18,096 195
2 ホルムアルデヒド量の測定実施 5.1% 1,265 64
3 浮遊粉じんの量 1.6% 17,512 280
4 一酸化炭素の含有率 0.4% 17,530 75
5 二酸化炭素の含有率 14.7% 17,778 2,610
6 温度 40.0% 13,979 5,591
7 相対湿度 60.4% 13,563 8,194
8 気流 3.0% 16,778 498
9 ホルムアルデヒド量 2.0% 1,000 20
10 冷却塔への供給水に必要な措置 1.8% 3,953 70
11 加湿装置への供給水に必要な措置 1.1% 6,628 72

12 冷却塔、冷却水の汚れ点検（1月以内
ごと） 7.4% 4,603 340

13 冷却塔、冷却水の水管点検（1年以内
ごと） 4.8% 4,600 222

14 加湿装置の汚れ点検（1月以内ごと） 13.7% 7,847 1,074
15 加湿装置の清掃（1年以内ごと） 10.5% 7,794 815
16 排水受けの汚れ、閉塞の状況点検 15.3% 9,427 1,442
飲料水の管理
17 遊離残留塩素の含有率の検査実施 2.3% 19,366 451
18 遊離残留塩素の含有率 1.8% 18,692 345

19 中央式給湯設備　給湯水の遊離残留
塩素含有率の検査実施 7.7% 4,056 313

立入検査等　調査項目 不適合率 調査件数 不適合件数

20 中央式給湯設備　給湯水の遊離残留
塩素含有率 3.0% 3,639 109

21 水質検査実施 3.4% 18,298 621
22 水質基準 0.4% 17,581 79
23 中央式給湯設備　給湯水質検査実施 7.1% 4,782 341
24 中央式給湯設備　給湯水質基準 1.8% 4,421 79
25 貯水槽の清掃 0.9% 17,937 160
26 貯湯槽の清掃 6.9% 4,517 312
雑用水の管理
27 浮遊残留塩素の含有率の検査実施 5.0% 3,104 156
28 浮遊残留塩素の含有率 5.8% 2,917 168
29 雑用水の水槽点検 4.2% 2,861 121
30 水質検査実施 5.9% 3,041 180
31 pH値 1.7% 2,827 47
32 臭気 0.8% 2,832 22
33 外観 0.9% 2,832 25
34 大腸菌 1.1% 2,832 31
35 濁度 1.5% 2,324 36
その他
36 排水設備の清掃 7.9% 13,293 1,051
37 大掃除 6.2% 16,720 1,039
38 ねずみ等の防除 3.6% 17,317 632
39 帳簿書類の備付け 11.8% 14,990 1,764

表A-5　令和５（2023）年度　特定建築物　立入検査　検査項目および不適合率

表A-6　令和５（2023）年度　特定建築物　立入検査　調査項目「ねずみ等の防除」について

興行場 百貨店 店舗 事務所 学校 旅館 その他 総数

ねずみ等の
防除

調査件数 344 736 3,923 7,074 1,409 2,823 1,008 17,317

不適件数
11 19 141 246 54 133 28 632

3.2% 2.6% 3.6% 3.5% 3.8% 4.7% 2.8% 3.6%
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表B-1　事業区分別　登録営業所数の推移

№ 年度
１号 ２号 ３号 ４号 ５号 ６号 ７号 ８号

総数
清掃 空気 

環境測定
ダクト 
清掃

飲料水 
水質検査

飲料水 
貯水槽

排水管 
清掃 防除 総合 

管理
1 平成23年度 2011年度 3,776 1,016 134 621 7,105 1,130 2,662 2,218 18,662
2 平成24年度 2012年度 3,798 1,009 141 616 7,079 1,154 2,666 2,235 18,698
3 平成25年度 2013年度 3,815 1,017 145 614 7,149 1,192 2,708 2,254 18,894
4 平成26年度 2014年度 3,766 989 134 604 7,100 1,183 2,710 2,245 18,731
5 平成27年度 2015年度 3,719 980 130 590 7,051 1,191 2,715 2,259 18,635
6 平成28年度 2016年度 3,720 973 128 579 6,971 1,179 2,707 2,277 18,534
7 平成29年度 2017年度 3,680 965 127 556 6,865 1,177 2,705 2,257 18,332
8 平成30年度 2018年度 3,680 967 121 531 6,795 1,183 2,699 2,244 18,220
9 令和元年度 2019年度 3,756 952 124 524 6,788 1,188 2,690 2,220 18,242
10 令和２年度 2020年度 3,787 947 119 526 6,793 1,183 2,705 2,222 18,282
10 令和３年度 2021年度 3,772 922 117 523 6,726 1,173 2,703 2,212 18,148
11 令和４年度 2022年度 3,755 904 115 514 6,627 1,169 2,663 2,167 17,914

12
令和５年度 2023年度 3,820 878 112 502 6,497 1,170 2,660 2,164 17,803

割合 21.5% 4.9% 0.6% 2.8% 36.5% 6.6% 14.9% 12.2% 100.0%
前年度比 65 -26 -3 -12 -130 1 -3 -3 -111

表B-3　令和５（2023）年度　登録営業所数　事業区分別　立入検査等回数

１号 ２号 ３号 ４号 ５号 ６号 ７号 ８号
総数

清掃 空気 
環境測定

ダクト 
清掃

飲料水 
水質検査

飲料水 
貯水槽

排水管 
清掃 防除 総合 

管理
登録営業所数 3,820 878 112 502 6,497 1,170 2,660 2,164 17,803

立入検査等回数 
（年度中） 1,273 371 28 296 2,823 308 1,098 891 7,088

報告徴収 450 96 11 67 538 93 253 258 1,766
立入検査 823 275 17 229 2,285 215 845 633 5,322

設備
調査件数 838 269 22 227 2,099 204 784 642 5,085
不適件数 2 4 0 3 60 3 22 13 107
不適率 0.2% 1.5% 0.0% 1.3% 2.9% 1.5% 2.8% 2.0% 2.1%

帳簿 
書類

調査件数 751 247 20 201 1,858 186 683 576 4,522
不適件数 47 6 3 4 135 15 37 46 293
不適率 6.3% 2.4% 15.0% 2.0% 7.3% 8.1% 5.4% 8.0% 6.5%

その他
調査件数 571 218 17 168 1,448 166 527 485 3,600
不適件数 26 5 0 2 67 10 15 23 148
不適率 4.6% 2.3% 0.0% 1.2% 4.6% 6.0% 2.8% 4.7% 4.1%

表B-4　第７号　登録営業所の立入検査

総数 ７号　防除
令和５年度 

（2023年度）
令和４年度 

（2022年度） 前年度比 令和５年度 
（2023年度）

令和４年度 
（2022年度） 前年度比

登録営業所数 17,803 17,914 -111 2,660 2,663 -3
立入検査等回数 7,088 5,403 1,685 1,098 800 298

報告徴収 1,766 1,671 95 253 234 19
立入検査 5,322 3,732 1,590 845 566 279

設備
調査件数 5,085 3,819 1,266 784 562 222
不適件数 107 75 32 22 20 2
不適率 2.1% 2.0% 0.1% 2.8% 3.6% -0.8%

帳簿 
書類

調査件数 4,522 3,411 1,111 683 496 187
不適件数 293 210 83 37 30 7
不適率 6.5% 6.2% 0.3% 5.4% 6.0% -0.6%

その他
調査件数 3,600 2,784 816 527 396 131
不適件数 148 165 -17 15 22 -7
不適率 4.1% 5.9% -1.8% 2.8% 5.6% -2.8%

57-61data-特定建築物数.indd   6057-61data-特定建築物数.indd   60 2025/01/07   14:092025/01/07   14:09



「ペストコントロール」2025年1月号 61

表B-2　令和５（2023）年度　登録営業所数

№ 都道府県
1 号 2 号 3 号 4 号 5 号 6 号 7 号 8 号

総数
割合

清掃 空気 
環境測定

ダクト 
清掃

飲料水 
水質検査

飲料水 
貯水槽

排水管 
清掃 防除 総合 

管理 総数 防除

1 北海道 335 54 6 32 257 75 118 121 998 5.6% 4.4%
2 青森 80 13 - 10 101 25 37 23 289 1.6% 1.4%
3 岩手 22 7 - 7 65 5 27 23 156 0.9% 1.0%
4 宮城 44 12 7 10 122 29 64 54 342 1.9% 2.4%
5 秋田 28 7 3 5 62 19 32 29 185 1.0% 1.2%
6 山形 32 5 1 10 45 13 29 22 157 0.9% 1.1%
7 福島 71 13 3 10 115 16 57 31 316 1.8% 2.1%
8 茨城 80 17 - 10 163 16 65 47 398 2.2% 2.4%
9 栃木 37 13 1 10 103 15 25 23 227 1.3% 0.9%
10 群馬 43 14 1 11 73 13 22 14 191 1.1% 0.8%
11 埼玉 122 28 4 21 293 69 92 80 709 4.0% 3.5%
12 千葉 166 31 4 21 257 45 71 101 696 3.9% 2.7%
13 東京 435 124 22 40 772 169 287 351 2,200 12.4% 10.8%
14 神奈川 257 60 8 22 401 79 170 133 1,130 6.3% 6.4%
15 山梨 38 7 - 7 61 13 19 13 158 0.9% 0.7%
16 長野 39 22 2 19 107 12 36 28 265 1.5% 1.4%
17 新潟 56 12 1 8 139 17 40 48 321 1.8% 1.5%
18 富山 23 12 2 10 52 8 26 22 155 0.9% 1.0%
19 石川 82 25 2 7 68 16 46 21 267 1.5% 1.7%
20 福井 24 7 - 4 37 6 19 15 112 0.6% 0.7%
21 岐阜 40 9 1 7 69 12 46 36 220 1.2% 1.7%
22 静岡 118 35 3 15 208 23 97 47 546 3.1% 3.6%
23 愛知 185 60 7 35 316 58 118 80 859 4.8% 4.4%
24 三重 46 7 1 5 86 11 48 37 241 1.4% 1.8%
25 滋賀 51 5 - 11 47 10 36 24 184 1.0% 1.4%
26 京都 63 11 1 8 131 28 41 32 315 1.8% 1.5%
27 大阪 235 66 13 30 475 97 174 140 1,230 6.9% 6.5%
28 兵庫 97 21 1 16 201 58 66 61 521 2.9% 2.5%
29 奈良 28 4 1 3 51 5 32 20 144 0.8% 1.2%
30 和歌山 37 8 - 4 61 6 25 10 151 0.8% 0.9%
31 鳥取 19 5 - 1 29 4 14 9 81 0.5% 0.5%
32 島根 22 6 1 2 44 9 29 15 128 0.7% 1.1%
33 岡山 98 12 1 8 112 18 62 29 340 1.9% 2.3%
34 広島 112 22 1 15 150 26 92 63 481 2.7% 3.5%
35 山口 38 11 - 7 71 13 31 18 189 1.1% 1.2%
36 徳島 17 2 - 3 50 6 26 26 130 0.7% 1.0%
37 香川 51 6 1 4 58 8 19 25 172 1.0% 0.7%
38 愛媛 24 7 - 5 80 2 27 29 174 1.0% 1.0%
39 高知 29 2 - 2 42 2 12 10 99 0.6% 0.5%
40 福岡 137 35 4 16 306 36 130 101 765 4.3% 4.9%
41 佐賀 31 8 1 3 43 7 16 12 121 0.7% 0.6%
42 長崎 49 9 - 6 111 9 42 29 255 1.4% 1.6%
43 熊本 63 9 2 5 89 18 35 24 245 1.4% 1.3%
44 大分 65 8 - 2 98 5 25 19 222 1.2% 0.9%
45 宮崎 29 7 - 6 87 10 35 20 194 1.1% 1.3%
46 鹿児島 66 7 3 4 104 15 53 20 272 1.5% 2.0%
47 沖縄 56 13 3 5 85 14 47 29 252 1.4% 1.8%

3,820 878 112 502 6,497 1,170 2,660 2,164 17,803 100% 100%
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揚げ餅にカメムシ混入
菓子メーカー（甲府市）が、商

品の揚げ餅にカメムシが混入して
いたことをウェブサイトで発表し
た。相談窓口への連絡を受け、包
装の工程で混入したと推測し、製
造ラインを止めて防虫対策の徹
底、洗浄・殺菌・全点検を実施し
た。この製造エリアでのカメムシ
混入は過去２年間でこれ以外にな
く、偶発的なものだとしたうえで、
保健所へも報告したという。

（産経新聞、読売新聞ほか）

釜めしの素にゴキブリ混入
食品メーカー（杉並区）は、購

入者から指摘により、釜めしの素
として販売している商品に、ゴキ
ブリとみられる虫の一部が混入し
ていたことが判明したとして、約
１万５千個を自主回収すると発表
した。

（毎日新聞ほか）

気候変動による
健康への深刻な影響
極端な暑さで死亡する高齢者が

大幅に増えるなど、気候変動が
人々の健康に深刻な影響を与えて
いるとする報告書を、イギリスな
どの国際研究チームがまとめ、イ
ギリスの医学雑誌に発表した。

蚊が媒介する伝染病のデング熱
に、ヒトスジシマカから感染する
リスクについて、2023年までの10
年間は、1951年から1960年と比較
して46％増加しているとしてい
る。2023年は、世界80を超える国
や地域から500万件以上のデング
熱の感染が報告され、過去最多
だったという。

（NHK）

密輸の探知へ、
ネズミの鋭い嗅覚に期待
アフリカで長年課題となってい

る象牙やサイの角の密輸を阻止し

ようと、東部タンザニアを中心に
活動するNPO「APOPO」がネズ
ミを訓練して禁制品を探知させる
実験に成功し、成果をまとめた論
文を欧州科学誌に発表した。「小
さな体で荷物の隙間に入り込み、
においを嗅ぎ取ることができる」
と高い能力に期待を寄せている。

NPOが訓練したのは、サハラ
砂漠以南に生息するアフリカオニ
ネズミ。体長約30センチ、体重１
キロ強で敏感な嗅覚を持つ。

NPOは、「低コストで既存の手
法を補完することができる」とし
ており、シンガポールやフランス
も探知ネズミに関心を示している
という。

（読売新聞、産経新聞ほか）

鳥インフルエンザ 牛から
ヒトに感染後に性質変化
アメリカで鳥インフルエンザウ

イルスに感染した乳牛からヒトへ
の感染が相次ぐ中、東京大学新世
代感染症センターのグループは、
牛からヒトに感染したウイルスが
飛まつによって広がる性質や病原
性が強まっているとする動物実験
の結果を発表した。

牛から感染したとみられる人か
ら採取したウイルスを使い、イタ
チの仲間フェレットで感染の広が
りやすさや病原性などを調べた。

はじめに感染させるウイルスの
量を10万分の１まで減らしても、
別のフェレットに感染したという
ことで、飛まつにより広がりやす
くなっている可能性が示された。
ヒトから採取されたウイルスに感
染させたフェレットは５日前後で
死んだということで、病原性も強
まっている可能性があるとしてい
る。

（NHKほか）

豚熱ウイルス ハエ媒介か
豚熱について、栃木県県央家畜

保健衛生所の研究チームが、特定
のハエの仲間がウイルスを運んで

いる可能性を明らかにした。研究
者は「これまでの車両の消毒や野
生動物の侵入防止といった対策に
加え、ハエ対策にも目を向けてい
く必要がある」としている。

研究チームは、死んだブタの近
くで見つかることのあるクロバエ
類という大型のハエが豚熱ウイル
スを運ぶ可能性に着目した。感染
したイノシシが見つかった場所で
クロバエ類を捕獲してウイルスを
持っているか調べた結果、捕獲さ
れたクロバエ類のおよそ30％から
ウイルスが見つかり、遺伝子解析
の結果、感染したイノシシから検
出されたウイルスと同じ株だった
ことがわかった。

また実験では、ハエの体内で感
染力のあるウイルスが24時間以上
保持されることもわかり、研究
チームは野生のイノシシからウイ
ルスを取り込んだハエが養豚場内
に入って感染を広げる可能性があ
ると指摘している。

（NHKほか）

害虫駆除　
勝手に作業…175万円請求
害虫駆除の契約の際にクーリン

グオフについて記載の不備がある
書類を渡したとして、神戸市の会
社「オールクリーン」の代表が逮
捕された。ハチ駆除の見積書を取
るだけの予定だった東京・あきる
野市に住む70代の男性に、勝手に
駆除作業を行って約175万円を請
求したという。警視庁は、同様の
手口で昨年７月～12月の間に全国
で200件以上の被害を確認してお
り、別の住宅でもハクビシン駆除
の代金として250万円を支払わせ
ていた。

（テレビ朝日、
FNNプライムオンラインほか）

PEST CONTROL
NEWS CHECK !

ペストコントロールの気になるニュースをチェック

★	有害生物の被害の情報を
およせください★
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書 評

本書は、アルゼンチンアリの研究に東奔西走
している現役のアリ学者、砂村栄力博士（現、
森林総合研究所）の渾身の最新アリ学である。
砂村氏は昆虫写真家でもあり、随所に素晴らし
い写真がちりばめられている。

ハチ目を形成する１つの科であるアリは、地
球を支配しているとも称されている。アリは、
全種が真正社会性昆虫であり、女王、雄アリ（繁
殖期のみ）、新女王（繁殖期のみ）と大多数の
働きアリ（形態的にはメス）に分かれており、
この点でハチ類（社会性種と単独種）と異なっ
ている。働きアリは、次世代に遺伝子を残すこ
とをあきらめ、女王が産出する妹分の子供の世
話で一生を送っている。本書で展開されている
アリ学は、驚異の昆虫書でもある。

今、特定外来生物として「ヒアリ」が注目さ
れているが、本書の核心を占めているのは、世
界的で最も分布を拡大して温帯域を席捲してい
るアルゼンチンアリである。原産地は、南米の
温帯に位置するアルゼンチンおよび周辺国のパ
ラナ川流域で、侵略的外来種ワースト100に指
定されている。

アルゼンチンアリは170年も前に農産物や貨
物船に付着して、原産地の外に広がり、1900年
までにヨーロッパ、アメリカ、アフリカに広がっ
た。1940年頃にオーストラリアに上陸し、アジ
アには1993年に日本、2019年に韓国に侵入した。
本種は人を咬むことはないが、至る所に侵入す
る不快害虫である。

外来アリ、アルゼンチンアリはどのような悪
さをしているのか。まず、生態系の攪乱が挙げ
られている。特に在来アリとの競合では、常に
在来アリは負けているらしい。また、花粉媒介
昆虫への影響なども大きいとされている。この
ほか、農業被害、集団での家屋侵入による生活

環境被害も大きな問題となっている。
本書の中核をなすのは、スーパーコロニーに

関する見聞録である。一度侵入したアルゼンチ
ンアリは新天地で天敵がいないのを良いことに
拡大を続けている。

スーパーコロニーとは、「遺伝的に隔離され
た均一な集団が人為的（苗木、植木、花卉、交
通機関など）な手段で拡散して、新天地で繁殖
すること」とされている。欧州を例にとると、
地中海からスペイン、ポルトガル、フランス、
イタリアにかけて地中海沿岸６千kmに及んで
いる。この距離は日本列島一周に相当する。

親戚筋であるか否かの敵対性試験が面白い。
異なった場所から得られたアルゼンチンアリを
同一の容器に入れて、争わなければ親戚同士、
争えば異なる集団（敵対的）であるとされる。
最近はDNAを駆使して判定されている。

先に述べたように日本上陸は1993年の広島県
廿日市で、その後広島市、山口県の岩国市と宇
部市で生息が確認され、1999年には兵庫県神戸
市、2005年愛知県田原市、2007年神奈川県横浜
市で発見され、分布が拡大し現在も続いている。

日本のコロニーは、著者の敵対性試験研究や
ガスクロマトグラフィーという化学分析による
体表炭化水素（相手が自分と同じコロニーの仲
間かどうか嗅ぎ分けるための匂い成分）の分析
試験によると、幾つかのスーパーコロニーに分
かれているらしい。このようにいくつものスー
パーコロニーに分かれるのは日本への侵入が数
次に渡っていることの証左とされている。日本
コロニーと欧州のメガコロニー試験の敵対試験
結果も面白い。

著者は、原産地や世界各地のアルゼンチンア
リの侵入地を求めて旅行を続けている。その行
動力に圧倒される。評者は世界地図帳を見なが
ら、大変なご苦労をされたことと拝察した。

最後にアルゼンチンアリの防除について最新
情報が述べられている。ここはペストコント
ロール事業者には見逃せない。我々になじみの
ハイドロジェルベイト剤での防除事例が述べら
れている。

（田原雄一郎）

世界を支配する 
アリの生存戦略
著　者：砂村栄力 
出版社：文藝春秋 
発　行：2024年８月 
定　価：1,050円＋税 
判型・頁：新書判・256頁 
ISBN：978-4-166-61466-0
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令和６年度生活環境改善功労者　おめでとうございます

　環境大臣および（一社）日本環境衛生センターにより、功労者として当協会員等から下記の方が表彰
されました。おめでとうございます。

令和７年度　通常総会 及び 都道府県協会長会議の開催地について

　当協会では、例年５月下旬に通常総会等を東京で開催しておりますが、令和７年度は
愛知県名古屋市（中日ホール）での開催となりますのでお知らせします。

環境大臣表彰（令和６年度　生活環境改善功労者）

氏名 所属
三宅　弘晃 （一社）高知県ペストコントロール協会 株式会社　大進　代表取締役

開催日 会議名 開催地：会場

５月 27日（火） 第54回 通常総会、懇親会
愛知県名古屋市：中日ホール

５月 28日（水） 令和７年度 都道府県協会長会議

第68回生活と環境全国大会長感謝状（令和６年度　生活環境改善功労者）

氏名 所属
三角　秀行 （公社）神奈川県ペストコントロール協会 同左　前事務局長

令和７年度 通常総会等は
愛知県 名古屋市 で開催します！

年賀状廃止のお知らせ

　当協会では毎年関係団体に年賀状をお送りしておりましたが、
近年の自然環境意識の高まり、デジタル環境への移行等の諸事情
を鑑み、令和７年より年賀状によるご挨拶を控えさせていただく
ことしました。なお、ホームページ上に新年のご挨拶を掲載いた
します。
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ペストコントロール優良事業所、
２級・３級ペストコントロール技術者 更新手続きについて

【期限内に更新手続きをお願い致します！】

　2025年３月31日で有効期限を迎える優良事業所、２級技術者、３級技術者の方に、更新手続きのご
案内をお送りしておりますので、ご参照のうえ手続きをお願いいたします。期限内に手続きいただけ
ない場合は、認証失効となります。認証失効後の申請は、「新規申請扱い」となりますので、ご注意
ください。

区分 認証更新手数料（税込） 失効後：新規認証手数料（税込）

優良事業所
会員および会員事業所25,300円

上記外40,700円
会員および会員事業所30,800円

上記外49,500円
２級技術者 7,700円 13,200円
３級技術者 7,700円 13,200円

図書紹介

チャバネゴキブリ 生態と防除
訳　者：平尾素一　　出版社：丸善出版

オーストラリアの大手科学出版社CSIRO 社から2021年５月に出版された
『Biology And Management Of The German Cockroach』（編者はChangle Wang
教授、Chow Yang Lee教授、Mike Rust教授で、各分野の専門家14名により執筆）
が2024年12月に丸善出版から『チャバネゴキブリ 生態と防除』として翻訳出版さ
れました。訳者は当協会の平尾素一名誉会長です。

チャバネゴキブリは、世界中で蔓延している都市部の屋内害虫で、家庭内だけ
でなく、食品の汚染、病気の媒介などにより飲食店や医療現場において多大な経
済的損失を与えるため、生態や害虫管理の研究が行われ、様々な駆除方法が開発
され続けています。

本書では、チャバネゴキブリに関する過去25年間の管理技術、駆除製品、送達
システム、基礎および応用研究の多くの進歩を解説しています。また、実用的な
観点からも研究を取り上げ、ベイト剤が主要な防除方法として散布剤に取って代
わった理由や、集団遺伝学的研究によってゴキブリの分散や集団構造をより深く
理解できるようになったことを詳述しています。そして、チャバネゴキブリの防
除プログラムに関する研究が、都市環境におけるIPM（総合的有害生物管理）の
価値と実現可能性をどのように実証しているかを探求しています。

チャバネゴキブリに関する包括的な理解を読者に提供し、研究者、大学院生、
害虫管理の専門家、保健衛生関係者などの貴重な参考図書として注目です。

定価：13,000円＋税
発行：2024年12月
版型・頁：単行本・416頁
ISBN：978-4-621-30997-1

目次

第１章 世界中で発生するチャバネゴキブリの蔓延とそ
の社会的・経済的インパクト 第８章 モニタリング

第２章 公衆衛生と獣医学上の重要性 第９章 化学的管理方法
第３章 生物学，栄養学，生理学 第10章 ベイトの使用管理

第４章 研究のためのチャバネゴキブリの飼育 第11章 殺虫抵抗性：進化，モニタリング，メカニズム
と管理の視点

第５章 内部共生生物と腸内マイクロバイオーム 第12章 代替管理手段
第６章 行動と化学生態学 第13章 集合住宅や業務用キッチンでの管理
第７章 分散と集団遺伝学
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3,850

〒101-0045 東京都千代田区神田鍛冶町3-3-4 サンクス神田駅前ビル3F

訃　　報

（公社）日本ペストコントロール協会　

参与　三宅　弘文　氏　逝去

当協会参与（元会長）の三宅弘文氏（（株）三幸 取締役会長）が、

令和６年10月５日にご逝去されました。

ご生前のご厚情に感謝申し上げ、哀悼の意を表します。
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プログラムはHPに掲載しています！

67PCF高知.indd   6767PCF高知.indd   67 2025/01/07   14:182025/01/07   14:18



68 「ペストコントロール」2025年1月号

特　集………………………………………………………………………………………………………

《トコジラミ問題》
生活保護受給者宅のトコジラミ駆除から見える問題点	 206号	（4月号）	 6
海外のトコジラミ最新情報	 206号	（4月号）	 10
トコジラミ対策に関する周知徹底について	 206号	（4月号）	 14
安全に配慮したトコジラミ防除を！	 206号	（4月号）	 15
《夏に要注意の害虫対策》	 	
蚊の生態と対策	 207号	（7月号）	 6
スズメバチの生態と防除	 207号	（7月号）	 10
ゴキブリの生態と対策	 207号	（7月号）	 15
マダニの生態	 207号	（7月号）	 20
《害虫獣の駆除トラブルにご注意！》	 	
悪質なペストコントロール事業者に注意！！
　（総務委員長インタビュー）	 208号	（10月号）	 6
国民生活センター報道発表資料
　害虫・害獣駆除サービス トラブル事例について	 208号	（10月号）	 8
ペストコントロール協会の害虫等無料相談について	 208号	（10月号）	 12
インフォームド・コンセントについて	 208号	（10月号）	 18
研究紹介……………………………………………………………………………………………………

東北地方の離島における南方系マダニ類の確認	 205号	（1月号）	 18
ラットとドブネズミの恐怖を緩和する安寧フェロモンの同定	 205号	（1月号）	 24
論文紹介……………………………………………………………………………………………………

コロモジラミがペストの媒介に係わる可能性	 208号	（10月号）	 26
レポート……………………………………………………………………………………………………

第67回　生活と環境全国大会	 205号	（1月号）	 32
第39回　日本ペストロジー学会神奈川大会	 205号	（1月号）	 34
日本防疫殺虫剤協会　特別講演会	 205号	（1月号）	 36
令和６年　賀詞交歓会	 206号	（4月号）	 40
第56回　ペストコントロールフォーラム千葉大会	 206号	（4月号）	 41
第51回　建築物環境衛生管理全国大会	 206号	（4月号）	 44
第７回　ペストコントロールカレッジ	 206号	（4月号）	 46
令和６年度 定時総会	 207号	（7月号）	 36

2024年１月～10月号（205～208号）総目次
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令和６年度　都道府県協会長会議	 207号	（7月号）	 41
第76回　日本衛生動物学会大会	 207号	（7月号）	 42
都市有害生物管理学会　第45回年次大会	 207号	（7月号）	 44
第27回　国際昆虫学会議（ICE2024）	 208号	（10月号）	 42
FOCUS… …………………………………………………………………………………………………

ドブネズミとクマネズミの交雑	 206号	（4月号）	 22
公益社団法人日本しろあり対策協会との
　緊急災害時防疫業務支援に関する協定締結	 206号	（4月号）	 23
害虫・害獣駆除のトラブルにご注意
　～国民生活センターが消費者に注意喚起～	 207号	（7月号）	 28
国際情報……………………………………………………………………………………………………

Pest World 2023 ホノルル大会	 205号	（1月号）	 30
FAOPMA-Pest Summit2024インド大会	 208号	（10月号）	 44
データ………………………………………………………………………………………………………

令和４（2022）年度 特定建築物数・登録営業所数等について	 205号	（1月号）	 43
検疫所ベクターサーベイランスデータ報告書（2022年）	 206号	（4月号）	 31

「建築物における維持管理マニュアル」に関するアンケート調査結果	 206号	（4月号）	 35
令和５年度　害虫等相談件数集計報告	 208号	（10月号）	 22

確認しておこう！…………………………………………………………………………………………

令和６年能登半島地震について	 206号	（4月号）	 17
ヒアリの確認について	 206号	（4月号）	 18
空家等対策の推進に関する特別措置法関連情報	 206号	（4月号）	 20
～化学物質を安全に取り扱うために①～
　化学物質による労働災害防止のための規制	 207号	（7月号）	 30
～化学物質を安全に取り扱うために②～
　化学物質管理のサイト　ケミガイド・ケミサポ	 207号	（7月号）	 32
ヒアリ対策について	 207号	（7月号）	 34
災害廃棄物の害虫及び悪臭への対策	 208号	（10月号）	 34
ヒアリの確認	 208号	（10月号）	 35
墜落制止用器具および墜落防止のための安全設備設置の
　作業標準マニュアル	 208号	（10月号）	 36
2023-2024年シーズンにおける高病原性鳥インフルエンザの
　発生にかかる疫学調査報告書	 208号	（10月号）	 38
重症熱性血小板減少症候群（SFTS）過去最多に迫る	 208号	（10月号）	 40
資格紹介……………………………………………………………………………………………………

建築物環境衛生管理技術者講習会・試験について	 206号	（4月号）	 49
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イベント……………………………………………………………………………………………………

ムシの日イベント	 208号	（10月号）	 19
研修会NEWS………………………………………………………………………………………………

第２回（令和５年度）未来のペストコントロールをつくる会	 205号	（1月号）	 37
2023年度　防除作業従事者研修 指導者講習会	 205号	（1月号）	 38
令和５年度　防除技術研修会・感染症対策講習会	 205号	（1月号）	 41
令和５年度　外来性アリ同定研修会	 205号	（1月号）	 42
令和５年度　ペストコントロール１級技術者更新時講習	 206号	（4月号）	 52
令和５年度　ペストコントロール技能師　認証講習会	 206号	（4月号）	 53
地区協会NEWS……………………………………………………………………………………………

（一社）福島県ペストコントロール協会	 205号	（1月号）	 48
（公社）神奈川県ペストコントロール協会	 206号	（4月号）	 54
（公社）東京都ペストコントロール協会	 207号	（7月号）	 49
秋田県ペストコントロール協会	 208号	（10月号）	 52

（公社）東京都ペストコントロール協会	 208号	（10月号）	 53
ぶらり訪問…………………………………………………………………………………………………

国立感染症研究所 昆虫医科学部	 206号	（4月号）	 26
イカリ消毒株式会社 Life Creation Square	 207号	（7月号）	 46
北海道大学総合博物館	 208号	（10月号）	 31
PEST CONTROL NEWS CHECK !… ……………………………………………………………

ペストコントロールの気になるニュースをチェック	 205号	（1月号）	 52
ペストコントロールの気になるニュースをチェック	 206号	（4月号）	 57
ペストコントロールの気になるニュースをチェック	 207号	（7月号）	 50
ペストコントロールの気になるニュースをチェック	 208号	（10月号）	 54
昆虫研究こぼれ話…………………………………………………………………………………………

コガタスズメバチと上手に付き合う	 205号	（1月号）	 51
都市における大型ゴキブリ類の屋外活動場所	 206号	（4月号）	 48
トラップ調査はやめられない	 207号	（7月号）	 27
トコジラミに刺されてみて分かったこと	 208号	（10月号）	 41
書評…………………………………………………………………………………………………………

日本産ゴキブリ全種図鑑	 205号	（1月号）	 54
カブトムシの謎をとく	 206号	（4月号）	 58
蜂の奇妙な生物学	 207号	（7月号）	 52
死の貝−日本住血吸虫症との戦い−	 208号	（10月号）	 56
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主要スケジュール主要スケジュール
（公社）日本ペストコントロール協会（公社）日本ペストコントロール協会

2025.1−2025.5

月 日 内　　容 場　　所

2025年

1月
16日 令和7年　賀詞交歓会 東京：グランドヒル市ヶ谷

2月

6-7日
第57回　ペストコントロール
フォーラム　高知大会 高知：高知県立県民文化ホール

14日
ペストコントロール技能師
認証講習会 大阪：新大阪丸ビル別館

21日
未来のペストコントロールを
つくる会 東京：自動車会館

26日

ペストコントロール技能師
認証講習会

愛知：imy会議室

3月
4日 宮城：フォレスト仙台

17日 東京：自動車会館

5月
27日 第54回通常総会 愛知：中日ホール

28日 都道府県協会長会議 愛知：中日ホール

ペストコントロール関連のイベント

大会・講習会等 団体名 開催日等 開催場所等

建築物環境衛生管理技術者 
講習会

（公財）日本建築衛生管理教育
センタ ー 

 https://www.jahmec.or.jp 
TEL  03-3214-4624（代）

2025年1月28日～2月15日 東京：三田国際ビル1階

2025年2月18日～3月8日 大阪：阪急千里中央ビル9階

2025年3月4日～3月22日 東京：三田国際ビル1階

防除作業監督者講習会 
（新規講習会）

（一社）大阪府
ペストコントロール協会 

http://www.osakapco.com 
TEL  080-3867-0565

2024年2月1日～2月20日 オンライン

2025年2月4日～2月7日 東京：日本教育会館

2025年2月18日～2月21日 大阪：関西労働衛生ビル

防除作業監督者講習会 
（再講習会）

（一社）大阪府
ペストコントロール協会 

http://www.osakapco.com 
TEL  080-3867-0565

2025年2月1日～2月20日 オンライン

2025年2月6日～2月7日 東京：日本教育会館

2025年2月20日～2月21日 大阪：関西労働衛生ビル

第52回建築物環境衛生管理 
全国大会

（公財）日本建築衛生管理教育
センター 

 https://www.jahmec.or.jp 
TEL  03-3214-4624（代）

2025年1月23日〜24日 東京：日本教育会館一ツ橋ホール
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会員名簿・記載事項変更
会員名簿（PDF）を協会ホームページで公開しています

【新規入会】賛助会員
頁 社名 所在地 TEL FAX

80 （株）SHIMADA 〒527-0157
滋賀県東近江市下中野町1050 0749-46-1233 0749-46-1235

【新規入会】所属会員
頁 都道府県 社名 代表者 所在地 TEL FAX 知事登録

24 東京 （株）三共リメイク　
町田支店 神谷　智洋

〒195-0053
町田市能ヶ谷7-19-18　

ヒルサイドハウスC号室
042-708-8662 03-5876-6389 ○

26 東京 nomoto（株） 野本　祥一
〒177-0041

練馬区石神井町4-21-13　
大山マンション301

03-6820-0049 03-6820-0049

【変更】賛助会員
頁 社名 変更項目 変更前 変更後

81 （株）バーテック
所在地
TEL
FAX

〒534-0027
大阪府大阪市都島区中野町1-4-12 

TEL：06-6352-6841
FAX：06-6352-6853

〒540-6033
大阪府大阪市中央区城見1-2-27

クリスタルタワー33F 
TEL：06-6484-9341
FAX：06-6484-9342

【変更】県協会・役員
頁 法人名 変更項目 変更前 変更後

2,50 （一社）大阪府ペスト
コントロール協会 所在地

〒540-0028
大阪市中央区常盤町2-1-15

大松ビル203

〒540-0028
大阪市中央区常盤町2-1-15

アドバンスビル203

【退会】所属会員
頁 社名
24 （有）三共テック

https://www.pestcontrol.or.jp

ホームページで
掲載しています
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【変更】所属会員
頁 社名 変更項目 変更前 変更後

8 クリーンサービス（株） 所在地 〒028-1111
上閉伊郡大槌町新町60-1

〒028-1111
上閉伊郡大槌町新町34-3

14 （株）ハート・アンド・
ソール

所在地
TEL

〒300-1622
北相馬郡利根町布川253-324 

TEL：0297-68-7397

〒302-0039
取手市ゆめみ野2-19-6 
TEL：0297-63-4330

22 （株）アサヒビジネス
プロデュース 代表者 秋本　浩志 門田　高明

28 （株）FHS 所在地 〒247-0071
鎌倉市玉縄4-4-6　石川ビル201

〒247-0073
鎌倉市植木501-60

30 フレックス（株） 所在地 〒242-0005
大和市西鶴間1-12-22

〒242-0005
大和市西鶴間1-12-2

40 東海消毒（株） 代表者 伊藤　浩哉 野沢　雅也

43 国際衛生（株）
名古屋営業所

所在地
TEL
FAX

〒453-0851
名古屋市中村区畑江通1-10　畑江ビル 

TEL：052-482-8077
FAX：052-482-8838

〒454-0842
名古屋市中川区宮脇町1-53 

TEL：052-355-7481
FAX：052-387-6338

44 モリ環境衛生
センター（株） 代表者 森　延博 森　重樹

51 テクノ化成（株）
大阪支店 代表者 杉本　正智 阪倉　正

70 中部環境サービス
（株）福岡営業所

所在地
TEL
FAX

〒812-0034
福岡市博多区下呉服町5-25 

TEL：092-281-1370
FAX：092-281-4664

〒813-0034
福岡市東区多の津1-13-11 

TEL：092-710-4262
FAX：092-710-4267

協会ホームページをリニューアルしました

https://www.pestcontrol.or.jp

● スマートフォン・タブレット端末の表示に対応！
● 新着情報、講習会案内が一目で分かりやすく！
● 機関誌最新号がWEB上で閲覧できる！

CHECK!
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◎禁無断転載

ペストコントロール　No.209
2025年１月14日発行（年４回発行）

発行人　山口　健次郎
編集人　布施　正典
発行所　公益社団法人　日本ペストコントロール協会
	 〒101−0045	 東京都千代田区神田鍛冶町3−3−4
	 	 サンクス神田駅前ビル3F
	 電　話	 （03）5207−6321（代）
	 F A X	 （03）5207−6323
	 U R L	 https://www.pestcontrol.or.jp
印　刷　日本印刷株式会社

読者の皆さまへ
定　　価　￥2,000（税・送料込）　  年間購読　￥8,000（税・送料込）
◆本誌は原則として年間購読による通信販売をしており、店頭販売はしておりません。
◆年間購読のほか、バックナンバー（在庫分）の１部売りもいたしております。
◆購読を中止する場合には、書面（FAX）にて事務局まで必ずご連絡をお願いいたします。
◆送付先の変更は、書面（FAX）にて新旧の送付先を併記の上、事務局までご連絡ください。
◆ホームページでバックナンバーを閲覧できます。

編集委員（広報委員会）
布施　正典（委員長）	 田原　雄一郎（副委員長）
星川　和久（委員）	 吉田　雅光（委員）	 芝生　圭吾（委員）
真岩　智美（事務局）	 吉川　新（事務局）

新年おめでとうございます。本年も宜しくお願いいたします。蛇年ですから、「蛇の道は蛇」という
ことで、「有害生物の防除はペストコントロール協会にお願いしよう！」というのがお決まりになると
いいですねぇ。馬は馬方、餅は餅屋、悪魔は悪魔を知る…。
さて、今号ではスペシャルレポートに注目です。2024

年９月にベルリンで開催された、ドイツ連邦環境庁が主
催した研究会「都市ネズミの持続可能なマネジメント」
の参加レポートです。「日本が世界から取り残されている
のでは」「ペストコントロール業界全体が準備を進める必
要があるのでは」との著者からのメッセージにドキリと
きました。� （maiPCOwawawawa～）

編集後記
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